
令和７年２月６日 

危 機 管 理 部  

災害時物資配送計画（案）について 

１ 主旨 

  国・都・他自治体等からの支援物資や区備蓄物資を指定避難所まで確実かつ迅速に配

送できるよう、物資供給体制の整備を今般の世田谷区地域防災計画修正の重点検討項目

として位置づけ、災害時物資配送計画の策定を進めてきた。この度、本計画の案を作成

したので報告する。 

２ 検討の経過 

本計画（案）は、国が地方公共団体向けに発行するラストマイル（地域内輸送拠点～

避難所）の輸送に焦点をあてたハンドブックや東京都受援応援計画等を踏まえ、災対各

部、協定締結事業者、協定締結大学等と意見交換等を実施し、検討を進めてきた。 

令和６年６～７月 ・災害時物資配送計画（素案）作成及び庁内意見照会 

    ８月 

・協定締結事業者（ヤマト運輸株式会社南東京主管支店、東京都トラック

協会世田谷支部、赤帽首都圏軽自動車運送協同組合、世田谷リサイクル

協同組合）との意見交換 

    ９月 ・環境・災害・防犯・オウム問題対策等特別委員会 検討状況報告 

  １０月 

～令和７年１月 

・庁内（災対物資管理部、災対地域本部、災対保健福祉部、災対医療衛生

部等）、外部団体（協定締結事業者、協定締結大学（民間の物資集積施

設１０か所））等との意見交換・調整により計画案を作成 

３ 計画（案）の主な内容 

本計画は、世田谷区地域防災計画震災編第２部第１０章「物流・備蓄・輸送対策の推

進」をさらに具体化することで、物資配送の確実性と実効性の向上を図るものであり、

国、都、区が定める法規類と連動する個別計画として策定する。 

〇 第１章 総則 

・災害時における関係部署、関係防災機関、協定締結事業者等の役割の明記 

・緊急交通路を使用して物資の配送を行うための緊急通行車両の確認等の明記 

〇 第２章 物資の配送 

・物資配送にかかるタイムラインの具体化（プッシュ型からプル型への移行等） 

・区の備蓄物資、国・都の支援物資、国・都以外の救援物資等の配送の流れの具体化 

・医療物資の配送要領と役割の具体化 

・在宅避難者への食料、生活必需品等の配布要領の具体化 

〇 第３章 物資支援要請等の情報伝達・情報共有 

・国及び庁内におけるシステム等を使用した情報伝達・共有要領の明確化 

・協定締結事業者、協定締結大学等との連絡手段（防災行政無線、メールグループ、

ＳＮＳ等）の具体化 

※ 詳細は、別紙１「災害時物資配送計画（案）概要」、別紙２「災害時物資配送

計画（案）」参照。 

４ 今後のスケジュール（予定） 

令和７年３月下旬 災害時物資配送計画公表 
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災害時物資配送計画（案）概要 

Heisei   

 

別紙１ 

第２章 物資の配送 

１ 基本的な考え方（物資配送のタイムライン） 

（１）発災後概ね３日間 

区は、避難所運営用防災倉庫の物資の使用のほか、 

広域用防災倉庫の物資及び都からの支援物資を配送する。 

（２）発災後概ね４日目以降 

区は、国や協定締結自治体、他自治体や協定締結事業者等 

からの支援物資の受け入れを行い、指定避難所に配送する。 

都、関係機関等と調整し、早期のプル型への移行に努める。 

２ 災害時における国・都及び区等の役割 

３ 区備蓄物資、国・都からの支援物資の配送 

（１）広域用防災倉庫からの区備蓄物資の配送 

災対地域本部は、東京都トラック協会世田谷支部等の協定事業者や物流事業者と連携し、広域用防災倉庫

(区内１６箇所)の区備蓄物資等をプッシュ型により指定避難所等に対して速やかに配送する。 

（２）羽田クロノゲートからの支援物資の配送 

災対物資管理部及びヤマト運輸は、国・都からの支援物資を羽田クロノゲートで受領し、指定避難所毎に

仕分けし、営業所で積み替えを行い、指定避難所等への配送を行う。 

（３）羽田クロノゲートが使用できない場合の支援物資の配送 

災対物資管理部は、羽田クロノゲートが停電、倒壊等により使用できない場合は、地域内輸送拠点第２順

位の大蔵第二運動場、ヤマト運輸成城支店、国士舘大学を、また、必要に応じて災対地域本部は、区民会館

及び民間の物資集積協力施設（区内協定締結大学９か所）を使用して、他県等からの派遣職員、協定締結事

業者等と連携し、国・都からの支援物資を受領・集積するとともに、指定避難所等へ配送する。 

１ 目的 

本計画は、区の備蓄物資や、国・都からの支援物資、その他の救援物資・義援物資等を確実にかつできる

限り速やかに指定避難所等に届けるため、区の地域内輸送拠点、配送拠点等から指定避難所等までの配送要

領等を具体化するものである。 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、世田谷区地域防災計画震災編第２部第１０章「物流・備蓄・輸送対策の推進」をさらに具体化

することで、物資配送の確実性と実効性の向上を図るものであり、国・都及び区が定める法規類と連動する

個別計画として策定するものである。 

３ 本計画のイメージ 

４ 災害時における物資配送関係者 

世田谷区災害対策本部、関係防災機関（陸上自衛隊第１普通科連隊）、協定締結事業者（ヤマト運輸株式会

社南東京主管支店、東京都トラック協会世田谷支部、赤帽首都圏軽自動車運送協同組合、世田谷リサイクル

協同組合、備蓄物資管理業務委託事業者）等 

５ 緊急通行車両の確認等 

区は、災害発生時等において、いち早く緊急交通路を使用して物資を供給するため、事前に緊急通行車両

等として使用される車両を世田谷警察署等の所管の警察署に申請する。 

第１章 総則 

 第３章 物資支援要請等の情報伝達・情報共有 

〇 災対物資管理部は国が運用する「物資調達・輸送調整等支援システム」を使用して国・都に対する支援

物資の要請や輸送等の情報連絡・共有を行い、庁内は総合防災情報システムにより情報連絡・共有を行う。 

〇 協定締結事業者等については、電話（防災行政無線含む）、メールグループ、ＳＮＳ等の使用可能な手段

を適時適切に使用して情報連絡・共有を行う。 

※ 重要な拠点及び関係部署に防災行政無線（ＭＣＡ無線機等）を配備する。 

４ 国・都以外からの救援物資等の配送 

（１）協定締結自治体、他自治体等からの救援物資の配送 

区は、協定締結自治体、他自治体等からの支援物資を、地域内輸送拠点第２順位又は区民会館及び民間の

物資集積協力施設において受領する。羽田クロノゲートが余裕のある場合は羽田クロノゲートにおいて受領

し、指定避難所等へ配送する。 

（２）協定締結事業者・民間事業者等からの調達物資等の配送 

災対物資管理部は、災対統括部、災対地域本部、指定避難所等のニーズに基づき、協定締結事業者や民間

事業者等から食料や生活必需品等の調達を行い、災対地域本部が区民会館及び民間の物資集積協力施設で受

領・仕分けして、協定締結事業者等と協力し、指定避難所等へ配送を行う。 

５ 上用賀公園体育館竣工後（令和１３年度以降完成予定）の物資配送 

体育館竣工後は、大規模地下倉庫には主に都の寄託物資（食料等）や避難所用テント、ベッドを備蓄する

とともに、地域内輸送拠点第２順位として位置づけ、協定締結自治体、他自治体等からの支援物資を１階ア

リーナで受領・集積・仕分けするなど羽田クロノゲートを補完し、複線型の物資配送体制として運用する。 

※ 災害時の協定締結事業者による拠点運営や竣工前の上用賀公園拡張用地の有効活用を行う。 

６ 医療物資の配送等 

（１）医療救護活動におけるフェーズ区分等 

区は、医療救護所や避難所等で使用する発災後３日間で必要な量を目安として医薬品等を備蓄する。個人

からの支援物資は基本的に受け入れず、災害時に使用する医薬品等は卸売販売業者からの購入を基本とし、

支援物資（製薬団体等から提供される無償の医薬品等）の受入れ及び利用はその補完的な位置付けとする。 

（２）医療物資の配送 

災対医療衛生部は、発災後、速やかに災害薬事センター（うめとぴあ）を設置し、国・都、卸売り業者等

からの医薬品等の医療物資を受領し、必要とする病院等に配送できるよう手配する。 

７ 在宅避難者等への食料等の配布 

〇 指定避難所等において、災対地域本部及び拠点隊が主体となり、避難所運営組織、ボランティア窓口

（サテライト）に派遣されるボランティア、区内ＮＰＯ等の協力を得て、食料や生活必需品等を配布する。 

〇 指定避難所等での受け取りが困難な要配慮者等に対しては、災対保健福祉部及び災対地域本部が世田谷

ボランティア協会、世田谷区社会福祉協議会、区内のＮＰＯ、また、日赤奉仕団、一般ボランティア、民間

団体等と連携して、食料や飲料水、生活必需品等の配布を行う。 

８ 義援物資への対応 

（１）個人からの義援物資への対応 

混乱を避け、物資配送の実行性を確保するため、義援金による支援を受けることを基本とする。 

（２）民間事業者等からの義援物資への対応 

災対物資管理部は、区内の被害状況や食料、飲料水や生活必需品等の需給状況などを踏まえ、その受領の

適否を検討し、総合的に判断する。 
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世田谷区物資配送計画における配送の流れ 

H）eisei   

 

羽田クロノゲート 
（地域内輸送拠点第 1順位） 

 

協定締結自治体・他自治体 

避難所 
96 か所 

広域用防災倉庫 
16 か所 

国
・
都
か
ら
の
支
援
物
資 

避難所 

区
の
備
蓄 

２日目～３日目 

ヤマト運輸 
各営業所 

避難所 

国
・
都
以
外
か
ら
の
支
援
物
資
・
義
援
物
資 

協定事業者 

東京都 

トラック協会 

ヤマト運輸 

４日目以降 １日目 

在宅避難者等 

●食料 5,300食 

（ビスケット、アルファ米、おかゆ） 

●毛布 500枚 

●携帯トイレ 3,000枚ほか 

※１か所あたり 

大蔵第 2、国士舘、ヤマト成城支店 
（地域内輸送拠点第 2順位） 

） 

避難所 

広域用防災倉庫 ●食料 317,000食 

（ビスケット、アルファ米、おかゆ） 

●毛布 21, 840枚 

●携帯トイレ 22,400枚ほか 

※合計値 

（区民会館・協定締結大学） 

プッシュ型 プッシュ型 プル型へ移行 

国 

 

都 

都備蓄倉庫 

発災 

広域輸送基地 

・陸上輸送基地 

（京浜トラックターミナル等） 

・海上輸送基地 

・航空輸送基地 

・水上輸送基地 

避難所 （区民会館・協定締結大学） 

協定締結事業者・民間事業者からの調達・義援物資 
避難所 区民会館・協定締結大学 

避難所用備蓄倉庫の備蓄物品を使用する。 

 

空になった広域用防災倉庫は必要に応じて

支援物資の保管庫として使用する。 

在宅避難者等に対しては原則として 

避難所で物資の配布を行う。 

物資の受け取りが困難な要配慮者等 

へは協力団体が物資を配布する。 

基本 8品目（食料、毛布、

ミルク、子供用おむつ、大

人用おむつ、携帯・簡易ト

イレ、トイレットペーパ

ー、生理用品）、冷房機

器、マスク、消毒液など 

協定事業者・自衛隊 
 

羽田クロノゲートが使用できない場合 

大蔵第 2、国士舘、ヤマト成城支店 
（地域内輸送拠点第 2順位） 

） 

災対地域本部 ・災対地域本部 
・拠点隊(まちづくりセンター) 

災対物資管理部 災対地域本部 

災対物資管理部 
 

災対地域本部 

上用賀防災拠点(仮） 

個人からの支援の受入れ 

については義援金を原則 

とする。 

ヤマト運輸 

協定事業者・自衛隊 

災対物資管理部 

災対地域本部 
 

協定事業者・自衛隊 
 

災対保健福祉部、災対地域本部、 
日赤奉仕団、ボランティア、 

民間団体等 上用賀防災拠点(仮） 

上用賀防災拠点(仮） 

災対地域本部、拠点隊、 
ボランティア、区内ＮＰＯ等 
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【用語の整理】 

本書で使用する用語を、以下のとおり整理する。 

No 用 語 説 明 

1 ラストマイル 

地域内輸送拠点から指定避難所までの支援物資の供給プロセスを指

す。（同義語で「ラストワンマイル」ともいう。） 

※ ラストマイルは、広域輸送基地から指定避難所へ直接輸送する場合

も含むものとする。 

※ 参考 

・ラストマイルにおける支援物資輸送・拠点開設・運営ハンドブック

（令和５年３月改訂版） 国土交通省総合政策局参事官（物流産業）室

  https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/content/0016018

 47.pdf 

2 プッシュ型支援 

被災地からの要請を待たず、必要と見込まれる物資を調達して送付す

る支援方法をいう。国が被災都道府県に、被災都道府県が被災市区町村

に、被災市区町村が指定避難所等に実施する場合等がある。 

3 プル型支援 

被災自治体が現地からの要請に基づき、物資を調達し送付する支援方

法をいう。国が被災都道府県からの要請に基づき実施する場合、被災都

道府県が被災市区町村からの要請に基づき協定先企業等から物資を調達

して実施する場合、被災市区町村が指定避難所等からの要請に基づき協

定先企業や都道府県から調達して物資を実施する場合等がある。 

4 緊急輸送道路 

高速自動車国道、一般国道及びこれらを連絡する幹線的な道路、これ

らの道路と知事が指定する拠点（指定拠点）とを連絡し、又は指定拠点

を相互に連絡する道路をいう。 

5 

緊急通行車両 

(緊急通行(輸送)車

両) 

災害対策基本法施行令（昭和 37 年政令第 288 号）第 32 条の 2で定

める次の車両をいう。  

（１）道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号）第 39 条第 1項の緊急自

動車 

（２）災害応急対策に従事する者又は災害応急対策に必要な物資の緊急

輸送その他の災害応急対策を実施するため運転中の車両で標章が掲

示されているもの 

※ 大震災等の大規模災害等が発生した場合、災害対策基本法等に基づ

く交通規制が実施され、車両の通行が禁止される。ただし、災害応急

対策等に従事する車両は、所定の手続きを受けると標章と証明書が交

付され、標章を車両に掲示することで規制区間を通行することができ

る。 

※ 指定行政機関等が保有・調達する車両又は指定行政機関等と災害時

の協定・契約を締結した企業・団体等の車両が対象となる。 

※ 参考 

・災害時における緊急通行車両等の申請手続きについて（警視庁） 

https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/tetsuzuki/kotsu/saiga

isharyo.html#cmsgaiyo 

6 広域輸送基地 

都が指定する国、他道府県等からの緊急物資等の受入れ、一時保管、

地域内輸送拠点等への積替・配送等の拠点。陸上輸送基地（京浜トラッ

クターミナル等）、海上輸送基地、航空輸送基地、水上輸送基地等があ

る。 
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No 用 語 説 明 

7 地域内輸送拠点 

区市町村の地域における緊急物資等の受入、配分、指定避難所への輸

送等のための拠点をいう。 

区が東京都の広域輸送基地から供給される物資を受入れ、指定避難所

等へ送り出すために設置する地域内輸送拠点第 1順位は、ヤマト運輸株

式会社羽田クロノゲートである。また、地域内輸送拠点第２順位として

大蔵第二運動場、国士舘大学、ヤマト運輸成城支店がある。 

8 
緊急物資その他の 

集積地及び配送拠点 

災害時における食料及び生活必需品等の集積地として、各総合支所を

単位に区内５か所に指定された区民会館（世田谷区民会館、北沢区民会

館、玉川区民会館、砧区民会館、烏山区民会館）をいう。 

9 物資集積協力施設 

世田谷区地域防災計画にある災害時協力協定締結先大学（輸送拠点）

をいう。 

※ 区が協定を締結している協定大学は、令和７年３月現在１０か所 

10 
避難所運営用防災倉

庫 

指定避難所として指定されている区立小・中学校等において、自宅で

の居住が困難な被災者に対して、一時的に生活する場所として必要な食

料品、生活必需品等を備蓄している倉庫をいう。 

11 広域用防災倉庫 

区内の指定避難所（９６箇所）にある避難所運営用防災倉庫に保管し

きれない備蓄物資や、その他必要な物品を備蓄するための補完的な備蓄

倉庫（１６箇所）をいう。 

12 義援物資 企業又は個人が、無償で被災地域に提供する支援物資をいう。 

13 協定締結事業者 
区と協定を締結し、災害時に支援を行う民間事業者や関係機関、自治

体等をいう。 

14 仕分け 
地域内輸送拠点、区民会館、広域用防災倉庫等において受領した物資

を、配送先である指定避難所毎に振り分けることをいう。 

15 
ロールボックスパレ

ット 

 ボックス型で車輪付きのパレットをいう。 

※平らな面に積み上げる「平パレット」は、トラックへの積み込み時

にフォークリフトが必要になるなど制約を受けるが、ロールボックスパ

レットは、ボックス型であり、また車輪が付いていることから、物資の

配送時における効率化・省力化が期待できる台車型であることがその特

性である。 

16 被災者 

 災害により被害を被った者をいう。 

※ 被害の大きさ、特にインフラ被害の程度、自宅の被害の程度、受傷

の程度等により、様々な被災者が存在する。 

17 避難者数 

避難者数は、建物被害による避難者数＋ライフライン被害（水道断

絶）による避難者数＋エレベーター停止（６階以上）による避難者数を

いう。 

※ 令和４年５月の東京都首都直下地震の被害想定で示されている区内

の避難者数は、最大約２５万人である。 
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No 用 語 説 明 

18 帰宅困難者 

事業所、学校等に通勤し、通学し、又は買物その他の理由により来店

し、若しくは来所する者等で徒歩により容易に帰宅することが困難な者

をいう。    

※ 帰宅困難者数は、東京都帰宅困難者対策条例第 1条より、以下のと

おり算出している。  

１ 自宅までの帰宅距離が１０km未満の人は、全員の徒歩帰宅が可能

としている。  

２ 自宅までの帰宅距離が１０km以上２０km 未満の人は、帰宅距離

が１km増えるごとに１０%ずつ帰宅可能者が逓減するものとしてい

る。  

３ 自宅までの帰宅距離が２０km 以上の人は、全員の徒歩帰宅が困難

としている。 

19 避難所避難者 

指定避難所に避難する人をいう。 

※ 被害想定における算出は、避難所避難者数＝避難者数×避難所避難

率（都民アンケート結果に基づき設定）が使用される。区の想定によ

る避難所避難者数は、令和４年５月の東京都首都直下地震の被害想定

で示された数を言い、区内では約１７万人である。 

※ 「避難所生活者」は、心配で避難所に生活する人も含まれる。ま

た、対比語として「避難所外避難者」がある。 

20 在宅避難者 

災害時に倒壊等の危険がなく安全が確保されている住居等にとどまる

者で、災害対策基本法第 90条の 3に定める被災者台帳に登載される者の

うち、その住居にとどまる者をいう。一般的には、自宅等の被害がなく

自宅にとどまれる住民は、「避難者」には該当しない。 

※ 「在宅避難者等」とは、自宅に加え、親戚・知人宅で避難生活をし

ている避難者をいう。 

21 避難行動要支援者 

以下に該当する者をいう。 

１ 要介護４又は５に相当するもの 

２ ひとり暮らしの高齢者又は高齢者のみ世帯で要介護３に該当する者 

ただし、近隣に常時その者の様子を知り得る親族がいる者を除く 

３ 身体障害者手帳１級で次の種別に該当する者 

視覚、四肢、体幹、半身、両下肢、片下肢、移動、聴覚 

※ 聴覚は２級までを対象とする。 

４ 愛の手帳１度又は２度の者 

５ 精神障害者や難病の者等のうち区長が特に必要と認めた者 

22 指定避難所 

避難所は、災害の危険があり避難した住民等が、災害の危険がなくな

るまで必要期間滞在し、または災害によって自宅に戻れなくなった住民

等が一時的に滞在することを想定した施設であり、学校・体育館、公民

館等の公共施設である。指定避難所は、災害時にまず開設する避難所で

あり、区では区立小中学校等を指定避難所としている。 

※令和７年３月現在９６箇所 

23 避難所運営委員会 

複数の団体で構成され、避難所の開設・管理運営を行う機関をいう。

平時から避難所運営訓練を実施するなど、区民相互の共助の意識を育

て、近隣住民が支えあう普及啓発を行っている。 

24 避難所運営組織 避難者と避難所運営委員会が協力して組織する機関をいう。 
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No 用 語 説 明 

25 

物資調達・輸送調整

等支援システム（内

閣府） 

内閣府が、国と地方公共団体の間で、物資の調達・輸送等に必要な情

報を共有し、調整を効率化することにより、迅速かつ円滑な被災者への

物資支援を実現するため、都道府県及び市町村の物資拠点や指定避難所

の物資情報（ニーズ、調達・輸送状況等）を国・都道府県・市町村で共

有できるようにするために開発し、令和２年度（２０２０年度）より運

用開始したシステムをいう。 

※ 国・都は、本システムを使用しての物資ニーズ等の把握や物資供給

を行うことから、区は区の「総合防災情報システム」に関わらず、指

定避難所等の物資量や物資ニーズの把握の取りまとめを行い、本シス

テムの使用により、国・都と情報共有を行う必要がある。 

26 
東京都災害情報シス

テム（ＤＩＳ） 

東京都が災害時における被害状況等の集約・可視化のために導入して

いるシステムをいう。 

※ 令和７年３月現在、都は、災害時の物資供給等において、物資調

達・輸送調整等支援システムを使用することとしている。 

27 
総合防災情報システ

ム 

 区が独自に災害時の情報を集約・可視化するために、導入したシステ

ムをいう。 

28 
広域災害救急医療情

報システム（EMIS） 

厚生労働省が、被災した都道府県を越えて災害時に医療機関の稼動状

況など災害医療に関わる情報を共有し、被災地域での迅速かつ適切な医

療・救護に関わる各種情報を集約・提供することを目的として導入した

システムをいい、阪神・淡路大震災を契機として平成８年から運用を開

始している。 
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１ 

第１章 総則 

１ 目的 

国は、災害時の物資供給において輸送の混乱等の課題が顕在化したことを踏まえ、ラ

ストマイル（広域輸送基地～地域内輸送拠点～避難所）の輸送に焦点をあてたハンドブ

ックを平成３１年３月に作成するとともに、東京都（以下、都という。）は、区市町村

間の一体的な物流体制の構築を目指し、令和６年３月に区市町村向けに地域内輸送拠点

から避難所までの物資配送の実効性を向上するためのマニュアルを作成した。 

都の首都直下地震被害想定（令和４年５月）において世田谷区（以下、区という。）

では、震災時に約１７万人の避難所避難者の発生が予想されており、区は都と連携し、

物資の備蓄・調達により発災後３日分の物資の確保に努めているが、区民の安全安心を

確保するためには、これらの物資が指定避難所等に確実に配送され、避難者等に適時に

支給されることが重要である。 

本計画は、区の備蓄物資や、国・都からの支援物資、その他の救援物資・義援物資等

を確実にかつできる限り速やかに指定避難所等に届けるため、区の地域内輸送拠点、配

送拠点から指定避難所までの配送要領等を具体化するものである。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、世田谷区地域防災計画 震災編 第２部 第１０章「物流・備蓄・輸送対

策の推進」をさらに具体化することで、物資配送の確実性と実効性の向上を図るもので

あり、国・都及び区が定める法規類と連動する個別計画として策定するものである。 

 

【各法令・計画との相関図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 参考：東京都災害時受援応援計画（東京都防災ホームページ） 
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３ 本計画のイメージ   

  世田谷区物資配送計画における配送の流れ 

H）eisei   

 

羽田クロノゲート 
（地域内輸送拠点第 1順位） 

 

協定締結自治体・他自治体 

避難所 
96 か所 

広域用防災倉庫 
16 か所 

国
・
都
か
ら
の
支
援
物
資 

避難所 

区
の
備
蓄 

２日目～３日目 

ヤマト運輸 
各営業所 

避難所 

国
・
都
以
外
か
ら
の
支
援
物
資
・
義
援
物
資 

協定事業者 

東京都 

トラック協会 

ヤマト運輸 

４日目以降 １日目 

在宅避難者等 

●食料 5,300食 

（ビスケット、アルファ米、おかゆ） 

●毛布 500枚 

●携帯トイレ 3,000枚ほか 

※１か所あたり 

大蔵第 2、国士舘、ヤマト成城支店 
（地域内輸送拠点第 2順位） 

） 

避難所 

広域用防災倉庫 ●食料 317,000食 

（ビスケット、アルファ米、おかゆ） 

●毛布 21, 840枚 

●携帯トイレ 22,400枚ほか 

※合計値 

（区民会館・協定締結大学） 

プッシュ型 プッシュ型 プル型へ移行 

国 

 

都 

都備蓄倉庫 

発災 

広域輸送基地 

・陸上輸送基地 

（京浜トラックターミナル等） 

・海上輸送基地 

・航空輸送基地 

・水上輸送基地 

避難所 （区民会館・協定締結大学） 

協定締結事業者・民間事業者からの調達・義援物資 
避難所 区民会館・協定締結大学 

避難所用備蓄倉庫の備蓄物品を使用する。 

 

空になった広域用防災倉庫は必要に応じて

支援物資の保管庫として使用する。 

在宅避難者等に対しては原則として 

避難所で物資の配布を行う。 

物資の受け取りが困難な要配慮者へは 

協力団体が物資を供給する。 

基本 8品目（食料、毛布、

ミルク、子供用おむつ、大

人用おむつ、携帯・簡易ト

イレ、トイレットペーパ

ー、生理用品）、冷房機

器、マスク、消毒液など 

協定事業者・自衛隊 
 

羽田クロノゲートが使用できない場合 

大蔵第 2、国士舘、ヤマト成城支店 
（地域内輸送拠点第 2順位） 

） 

災対地域本部 ・災対地域本部 
・拠点隊(まちづくりセンター) 

災対物資管理部 災対地域本部 

災対物資管理部 
 

災対地域本部 

上用賀防災拠点(仮） 

個人からの支援の受入れ 

については義援金を原則 

とする。 

ヤマト運輸 

協定事業者・自衛隊 

災対物資管理部 

災対地域本部 
 

協定事業者・自衛隊 
 

災対保健福祉部、災対地域本部、日
赤奉仕団、一般ボランティア、 

民間団体等 上用賀防災拠点(仮） 

上用賀防災拠点(仮） 

災対地域本部、拠点隊、 
ボランティア、区内ＮＰＯ等 
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３ 

４ 災害時における物資配送関係部署 

本計画にかかる物資配関係者の災害時の所掌は、以下のとおりである。 

（１）世田谷区災害対策本部 

（地域防災計画抜粋） 

災対各部 担当所管 事務分掌 

災対統括部 

・危機管理部 

・ＤＸ推進担当部 

・選挙管理委員会

事務局 

１ 災害対策の総合調整に関すること。 

２ 東京都災害対策本部及び防災関係機関との連絡及び応援等の要請に関すること。 
３ 協力協定団体への協力要請の総括に関すること。 

４ 自衛隊への災害派遣の要請及び災害派遣部隊の受入れに関すること。  

５ 気象情報及び災害情報の収集の総括に関すること。  
６ 防災行政無線システム及び防災情報システムの運用管理に関すること。  

７ 各災対地域本部への支援に関すること。 

 

災対 

物資管理部 

・財務部 

・会計室 

１ 車両等の調達及び配分に関すること。 

２ 物資・資器材の調達、配送及び配分並びに備蓄物資（医療物資含む）の配送及び

配分の総括に関すること。 
３ 災害対策に必要な経費及び物品の出納に関すること。 

４ 各災対地域本部への支援に関すること。 

 

災対 

地域本部 
・各総合支所 

１ 総合支所庁舎の管理及び保全に関すること。 
２ 拠点隊への指示及び支援に関すること。 

３ 救援物資、応急食料、その他資器材の配送及び配布に関すること。 

４ 物資集積場の管理に関すること。 
５ 避難所、医療救護所の設置及び運営に関すること。 

６ 道路、河川、橋梁等の状況把握のための情報収集に関すること。 

８ 避難行動要支援者の安否確認等に関すること。 
10 各被災地の医療衛生状況の把握及び災対医療衛生部との調整に関すること。 

 

拠点隊 
・各まちづくりセ

ンター 

１ 災害状況の調査及び情報収集に関すること。 
２ 医療救護所の支援に関すること。  

３ 震災時避難所の支援に関すること 

４ 安否情報の収集に関すること。 
 

災対 

保健福祉部 

・保健福祉政策部 

・高齢福祉部 

・障害福祉部 

・子ども・若者部 

・児童相談所 

１ ボランティアに関する総合調整に関すること。 

２ 高齢者、障害者及び乳幼児の対策に関すること。 
３ 避難行動要支援者への支援に関する総合調整に関すること。 

４ 福祉避難所の設置及び運営に関すること。 

５ 各災対地域本部への支援に関すること。 
 

災対 

医療衛生部 
・世田谷保健所 

１ 災害医療コーディネーターの設置、被災状況、医療機関の活動状況等の把握に関

すること。 
２ 医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整骨師会その他の医療関係団体への協力要

請等に関すること。 

３ 指定避難所等の総合衛生対策に関すること。 
４ 緊急医療救護所の設置及び運営に関すること。 

５ 各災対地域本部への支援に関すること。 

 

 

（２）関係防災機関 

機関の名称 所 掌 

陸上自衛隊 

第１普通科連隊 

（練馬駐屯地内） 

１ 災害派遣の計画の作成に関すること。  

２ 人命又は財産保護のために緊急に行う必要のある応急救援・応急医

療又は応急復旧に関すること。  

３ 災害救助のため防衛省の管理に属する物品の無償貸与及び譲渡に関

すること。 
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４ 

（３）物資配送に関する協定締結事業者 

① 協定締結事業者等 

協定締結事業者名称 所 掌 

ヤマト運輸株式会社 

南東京主管支店 

１ 災害時における貨物自動車（トラック）等による救助物資等の輸送に

関すること 

２ 羽田クロノゲート（地域内輸送拠点第１順位）から同社各営業所を

通じた各指定避難所等への配送に関すること。 

  細部は、本計画に基づく他、災対物資管理部との調整による。 

３ 地域内輸送拠点（ヤマト運輸成城支店）等から指定避難所等への配

送に関すること。 

４ その他、区が依頼する配送に関すること。 

 

トラック協会世田谷支部 

１ 災害時における貨物自動車（トラック）による救助物資等の輸送の 

協力に関すること。 

２ 広域用防災倉庫から指定避難所等への配送に関すること。 

  細部は、本計画に基づく他、災対地域本部との調整による。 

３ 大蔵第二運動場、国士館大学（地域内輸送拠点）等から指定避難所

等への配送に関すること。 

細部は、本計画に基づく他、災対物資管理部との調整による。 

４ その他、区が依頼する配送に関すること。 

 

赤帽首都圏軽自動車運送 

協同組合 

１ 広域用防災倉庫から指定避難所等への配送に関すること。 

  細部は、本計画に基づく他、災対地域本部との調整による。 

２ 地域内輸送拠点（大蔵第二運動場、国士館大学）等から指定避難所

等への配送に関すること。 

細部は、本計画に基づく他、災対物資管理部との調整による。 

３ その他、区が依頼する配送に関すること。 

 

世田谷リサイクル 

協同組合 

１ 広域用防災倉庫から指定避難所等への配送に関すること。 

  細部は、本計画に基づく他、災対地域本部との調整による。 

２ その他、区が依頼する配送に関すること。 

備蓄物資管理業務委託 

事業者 

１ 大蔵第二運動場、国士舘大学（地域内輸送拠点）における物資配送

の運営に関すること。 

２ その他、区が依頼する地域内輸送拠点で必要な器材取得・配送に関

すること。 

※ 備蓄物資管理業務委託業者 

区が、広域用防災倉庫や避難所運営用防災倉庫の備蓄物資管理業務

を委託した事業者をいう。 

 

 

（４）関係団体 

団体名 所掌・活動内容 連絡先 

社会福祉法人世田谷ボ

ランティア協会 

〇 一般ボランティアの受け入れに関すること。 

〇 せたがや災害ボランティアセンターの専門ボラン

ティア登録者の活動に関すること。 

〇 一般ボランティアの活動の実施に関すること。 

電話：03-5712-5101 

FAX：03-3410-3811 

世田谷区社会福祉協議

会 

〇 地域のボランティア要望の集約に関すること。 

〇 避難所及び自宅で避難している区民への福祉サポ

ートに関すること。 

電話：03-5429-2200 

FAX：03-5429-2204 

せたがや防災ＮＰＯ 

アクション 

〇 区内外 NPO 等のネットワークの構築等 電話：03-5426-3737 

FAX：03-5426-3738 
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５ 

② 協定締結事業者等の連絡先及び保有車両等 

 

（令和６年１２月１日現在） 

協定締結事業者名 
調整担当者 

（役職名） 

電話連絡先（代表） 

E-mailアドレス等 
保有車両等 

ヤマト運輸株式会社 

南東京主管支店 

・営業担当ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

小笠原 亮 

・営業担当 

松永 英己 

（営業部） 

代表電話:03-6756-7135 

(FAX:03-6756-7357) 

E-mailアドレス: 

434522@kuronekoyamato.c

o.jp 

 

(営業所 １３箇所) 

・各営業所保有の配送車 

東京都トラック協会 

世田谷支部 

・世田谷支部長 

種子田清志 

（事務局） 

代表電話：03-3706-1011 

 

E-mailアドレス： 

torako-setagaya@mx5.aip

ha-web.ne.jp 

・４t車 

約２０台 

・２t車 

約１２０台 

赤帽首都圏軽自動車 

運送協同組合 

東京支部 

・東京支部支部長 

砂川 泰弘 

・東京副支部長 

 松原 一彦 

・第４地区(世田谷等) 

 地区長 

 新倉 信夫 

（東京配送センター） 

代表電話：03-5829-5993 

sibu@tokyo.akabou.jp 

 

 

・軽自動車等 

約３０台 

世田谷リサイクル 

協同組合 

・理事長 

松本 貞行 

・事務長 

上村 隆 

（事務局） 

代表電話：03-5451-3450 

 

E-mailアドレス： 

info@setagaya-r.com 

・２t貨物(平ボディ) 

約５５台 

・軽貨物 

約１０台 
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６ 

５ 緊急通行車両の確認等 

 

（１）緊急通行車両等の申請 

   区は、災害発生時等において、いち早く緊急交通路を使用して物資を供給する

ため、事前に緊急通行車両等として使用される車両を世田谷警察署等の所管の警

察署に申請する。 

   所管の警察署は、震災時に緊急通行車両等としての使用を予定している車両に

ついて、緊急輸送業務等の実施の責任者である区から申出書の提出を受けた場合

には、事前に審査を行い、緊急通行車両等に該当すると認められる車両について

は、標章と緊急通行車両確認証明書を交付する。 

  

＊【資料１】改正災対法施行令等施行後の運用（警察庁） 

＊【資料２】緊急通行車両の確認等に係る事務手続要領（警視庁） 

＊【資料７】世田谷区地域防災計画第４章安全な交通ネットワーク及びライフライン等の確保

    第３節 具体的な取組み／第２ 応急対策 

 

  【 区の担当所管 】 

災対物資管理部（財務部課税課） 

   

（２）緊急通行車両（事前届出車両等）の把握 

災対物資管理部は、物資配送等に関わる車両の事前申請の現況を把握し、毎年

４月１日現在の状況を、災対統括部、災対地域本部及び関係事業者と共有して物

資配送の実効性を確保する。 

 

（３）緊急通行車両としての表示 

① 緊急通行車両としての表示は、警察から交付を受ける標章のほか、外形的に

車両の使用者又は種類が識別できる車両とするため、災対物資管理部の要望に

応じて、災対統括部がステッカー等を準備する。 

② 災対物資管理部は、必要とする車両数を把握し、協定締結事業者等に事前に

配布する。 
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７ 

第２章 物資の配送 

１ 基本的な考え方（物資配送のタイムライン） 

災害時には、区の備蓄物資が枯渇してしまう前に、国・都からの支援物資を確実

かつできる限り速やかに指定避難所等に届ける必要があることから、国・都のタイ

ムラインと整合した区の物資配送のタイムラインを定め、物資配送の基本的な考え

方を定める。 

 

（１）発災後概ね３日間 

区は、指定避難所（避難所運営用防災倉庫）の備蓄物資の使用のほか、広域用

防災倉庫の物資及び都からの支援物資の配送を行う。 

① 指定避難所（避難所運営用防災倉庫）の備蓄物資の使用 

発災直後（発災１日目）は、指定避難所等において、避難所運営組織等が避

難所運営用防災倉庫の備蓄物資を適時に使用する。 

 

② 広域用防災倉庫の物資の配送 

災対地域本部は、担当する広域用防災倉庫に備蓄する区の備蓄物資及び都の

寄託物資をプッシュ型で、開設されている指定避難所等に配送する。 

 

③ 都の支援物資の受入れ等 

災対物資管理部は、発災後、都からのプッシュ型支援物資（発災２～３日目

の食料等）を受領するため、使用可能な地域内輸送拠点を都に連絡するととも

に、速やかに受け入れの準備を開始し、逐次に到着する物資を受け入れ、協定

締結事業者等と連携して仕分けを行い、支援物資を指定避難所等に配送する。

また、国からのプッシュ型支援物資、協定締結自治体・他自治体や協定締結事

業者等からの支援物資の受け入れを準備する。 

災対地域本部は、拠点隊の活用等により指定避難所等の状況把握に努め、指

定避難所等ごとに必要な物資の品目・数量を明らかにし、災対物資管理部が行

う仕分けや都への支援要望等のため、総合防災情報システム等を通じて、情報

の共有を図るとともにプル型支援への円滑な移行に努める。 

 

（２）発災後概ね４日目以降 

① 国のプッシュ型支援物資等の受入れ 

国は、都及び区の備蓄物資が発災後数日で枯渇することを踏まえ、都の具体

的な要請を待たずに、発災後４日目から７日目までに必要不可欠と見込まれる

物資を広域輸送基地に輸送する（国から都に向けたプッシュ型支援）。 

都は、都内の被災状況及び指定避難所の状況等に応じて、国のプッシュ型支

援物資の各区市町村への配分量を定め、各区市町村の地域内輸送拠点へ配送す

る。 
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８ 

区は、国や協定締結自治体、他自治体や協定締結事業者等からの支援物資の

受け入れを行い、指定避難所に配送する。 

 

② プル型支援物資の受入れ 

都は、区市町村を通じて、できる限り早期に具体的な物資の必要量を把握し

て、国や都の協定締結事業者に対して必要な物資を要請するプル型支援へ逐次

に移行する。 

災対物資管理部は、国・都からの支援物資を、できる限り速やかにプル型に

より受領できるように体制を整えつつ、災対地域本部等と連携しながら指定避

難所等における物資ニーズの把握に努め、都、関係機関、協定締結事業者等と

必要な調整を行い、逐次にプル型支援への対応に移行する。また、必要な物資

の調達を開始する。 

    

【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京都災害時受援応援計画（令和５年１１月改定） 

 

２ 災害時における国・都及び区等の役割 

（１）国 

国は、発災後４日目から７日目までに必要となる支援物資が指定避難所等へ確

実に届くよう、遅くとも発災後３日目までに広域輸送基地からプッシュ型支援を

開始する。当初のプッシュ型支援終了後は、都・区の要請に基づくプル型支援に

移行する。 

また、物資調達・輸送調整等支援システムを使用して都・区市町村等の物資の

必要量の把握及び物資調達を行い、適時適切な物資の供給を行う。 

 

（２）都 

都は、発災後、都備蓄倉庫から区市町村が設置する地域内輸送拠点へ都備蓄物
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９ 

資を供給する。また、国や道府県等の支援物資を受け入れる広域輸送基地（東京

都多摩広域防災倉庫、東京都立川地域防災センター、トラックターミナル、埠

頭、空港等）の開設を行う。 

発災初期は、国・都が事前に定めている計画を踏まえ、各区市町村の被災状況

に応じて物資の配分量を算出し、プッシュ型支援により国・都からの支援物資を

各区市町村の地域内輸送拠点に対して輸送する。 

都は、早期にプル型支援に移行するため、物資調達・輸送調整等支援システム

により、区市町村毎の物資の必要量の把握及び調達を行い、適時適切に物資供給

を行う。 

 

＊【資料３】都の広域輸送基地（２５箇所）、備蓄倉庫（２０箇所）等 

＊【資料４】都の備蓄物資 

 

（３）区 

災対地域本部が主体となり、発災後、協定締結事業者等と協力し、広域用防災

倉庫の備蓄物資を開設されている指定避難所等にプッシュ型支援により配送す

る。また、その後、広域用防災倉庫の管理を行う。 

災対物資管理部は、国・都のプッシュ型による備蓄物資及び支援物資の受入れ

を行うため、地域内輸送拠点を開設する。また、これらの物資や区が調達する物

資を指定避難所等に配送するため、物資の管理及び配送を担当する協定締結事業

者との調整を行う。 

災対物資管理部は、発災後、区として緊急に必要な物資を都から確実に受領し

配送するため、指定避難所等が必要とする物資の品目・数量等について、区の総

合防災情報システム等により把握し、国の物資調達・輸送調整等支援システムを

使用して、都に対して適時に情報提供や物資の要請を行う。物資調達・輸送調整

等支援システムの使用に当たっては、災対統括部と緊密に連携する。 

 

＊【資料８】区の広域用備蓄倉庫一覧表（１６箇所） 

＊【資料９】区の指定避難所一覧表（９６箇所） 

＊【資料１０】区の基本備蓄物資 

＊【資料１１】避難所運営用防災倉庫備蓄物品一覧（標準版） 

 

（４）協定締結事業者 

物資配送に関する協定締結事業者は、災害時協力協定に基づき、災対物資管理

部や災対地域本部と連携しつつ、広域用防災倉庫や地域内輸送拠点等から指定避

難所等への物資の配送を担当する。 

また、物資調達に関する協定締結事業者は、災対物資管理部又は災対地域本部

の求めに応じ、依頼された物資をできる限り速やかに調達し、指定避難所等に配

送されるように手配する。 
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１０ 

 

＊【資料１４】ヤマト運輸との災害時における輸送業務等の協力に関する協定 

＊【資料１５】一般社団法人東京都トラック協会世田谷支部との災害時における輸送業務等の

協力に関する協定 

＊【資料１６】一般社団法人東京都トラック協会世田谷支部との災害時協力協定に基づく運用

マニュアル 

＊【資料１７】赤帽首都圏軽自動車運送協同組合との災害時における輸送業務等の協力に関す

る協定 

＊【資料１８】赤帽首都圏軽自動車運送協同組合との災害時における輸送業務等の協力に関す

る協定に基づく運用マニュアル 

＊【資料１９】世田谷リサイクル協同組合との災害時における緊急輸送業務の協力に関する協

定 
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１１ 

 

【参考】国、都、区の対応イメージ 

主体 分野

協定事業者・民間企業

からの調達物資の受入

れ・配送

フェーズ２

（発災24時間後～３日後頃）

フェーズ３

（発災３日後～７日後頃以降）

フェーズ４

（発災７日後頃以降）

区の備蓄物資の配送

都の備蓄物資の供給

協定締結自治体・他自

治体等からの支援物資

の受入れ・配送

フェーズ１

（発災直後～24時間後）

都
国からの支援物資の受

入れ・輸送

国 都への物資支援

国・都からの支援物資

の受入れ・配送

区

都による物資調達・供

給

都
の
備
蓄
倉
庫
の
被
害
状

況
・
道
路
状
況
等
の
確
認

都
の
備
蓄
物
資
の
輸
送
準
備

都
の
備
蓄
物
資
の
区
等
ま
で

の
輸
送
を
開
始

協
定
先
企
業
、
近
隣
県
等
か
ら
の
調
達

調
達
物
資
の
区
等
ま
で
の
輸
送
を
開
始

被
害
甚
大
な
区
等
に
つ
い
て

は
、
都
プ
ッ
シ
ュ
型
支
援
の

実
施
の
有
無
を
決
定

区
の
備
蓄
物
資
（
広
域
用
防

災
倉
庫
）
の
被
害
状
況
・
道

路
状
況
等
の
確
認

区
の
備
蓄
物
資
（
広
域
用
防

災
倉
庫
）
の
指
定
避
難
所
等

へ
の
配
送
開
始

避
難
所
か
ら
の
要
請
に
基
づ

く
区
プ
ル
型
支
援
の
開
始

支
援
物
資
の
避
難
所
ま
で
の

配
送
を
開
始

調
達
物
資
の
指
定
避
難
所

ま
で
の
配
送
を
開
始

地
域
内
輸
送
拠
点
等
（
大
倉
第
二
運
動
場
、
ヤ
マ
ト
運

輸
成
城
支
店
、
国
士
舘
大
学
、
区
民
会
館
等
）
の
開
設

広
域
物
資
輸
送
拠
点
の
開
設

準
備

国
プ
ッ
シ
ュ
型
支
援
の
広
域

物
資
輸
送
拠
点
で
の
受
入
れ

地
域
内
輸
送
拠
点
の
ま
で
の

輸
送
を
開
始

プ
ッ
シ
ュ
型
支
援
の
実
施
を

決
定

国
プ
ッ
シ
ュ
型
支
援
に
関
す
る
都
と
の
調
整

物
資
関
係
省
庁
に
よ
る
調
達

の
開
始

輸
送
手
段
の
確
保

地
域
内
輸
送
拠
点
（
羽
田
ク

ロ
ノ
ゲ
ー
ト
）
の
開
設
準
備

国
プ
ル
型
支
援
の
受
入
れ

国
プ
ル
型
支
援
の
開
始

広
域
物
資
輸
送
拠
点
の
開
設

(輸送)

(輸送)

(輸送)

指
定
避
難
所
で
の
受
入
れ

地
域
内
輸
送
拠
点
等
（
大
倉
第
二
運
動
場
、
ヤ
マ
ト
運
輸
成
城

支
店
、
国
士
舘
大
学
、
区
民
会
館
等
）
の
開
設
準
備

避
難
所
か
ら
の
要
請
に
基

づ
く
区
プ
ル
型
支
援
の
開

始

区
か
ら
の
要
請
に
基
づ
く
国
・
都
プ
ル
型
支
援
の
要
請

避
難
所
ま
で
の
配
送
を
開
始

都
の
備
蓄
物
資
の
地
域
内
輸

送
拠
点
（
羽
田
ク
ロ
ノ
ゲ
ー

ト
）
で
の
受
入
れ
・
仕
分
け

調
達
物
資
の
輸
送
開
始

避
難
所
ま
で
の
配
送
を
開
始

国
プ
ル
型
支
援
に
関
す
る
都
と
の
調
整

国
・
都
の
支
援
物
資
の
地
域
内

輸
送
拠
点
（
羽
田
ク
ロ
ノ
ゲ
ー

ト
）
で
の
受
入
れ
・
仕
分
け

地
域
内
輸
送
拠
点
（
羽
田
ク

ロ
ノ
ゲ
ー
ト
）
の
開
設

区
等
か
ら
の
要
請
に
基
づ
く

都
プ
ル
型
支
援
調
整
を
開
始

支
援
物
資
の
地
域
内
輸
送
拠
点
、
区
民
会
館
、
民
間
の

物
資
集
積
協
力
施
設
等
で
の
受
入
れ
・
仕
分
け

指
定
避
難
所
の
要
請
に
基

づ
く
区
プ
ル
型
支
援
の
調

整
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１２ 

３ 区備蓄物資、国・都からの支援物資の配送 

（１）広域用防災倉庫からの区備蓄物資の配送 

① 方針 

災対地域本部は、発災後、協定締結事業者（東京都トラック協会世田谷支

部、赤帽首都圏軽自動車運送協同組合、世田谷リサイクル協同組合等）と連携

し、広域用防災倉庫（区内１６箇所）の区備蓄物資等を、プッシュ型により開

設されている指定避難所等に対して速やかに配送する。 

このため、各災対地域本部は、担当する広域用防災倉庫から、速やかに備蓄

物資を協定締結事業者等と連携して配送できるように平時から連絡・情報共有

体制等を準備する。また、発災後の積み込みや配送に当たっては、状況により

自衛隊の協力を得るなど、迅速な備蓄物資の指定避難所等への配送に努める。 

 

② 災害時の広域用防災倉庫の管理及び指定避難所等への配送の担当等 

ア 災対統括部は、災対地域本部と連携して、広域用防災倉庫ごとに配送を行

う協定締結事業者を本計画により指定する。 

 

イ 災対地域本部は、災対統括部と連携し、備蓄物資（福祉避難所用備蓄物資

等を含む）を指定避難所等に配送するため、広域用防災倉庫内の備蓄物資の

配送を担当する協定締結事業者とその配送要領（どの指定避難所に配送する

か等）について調整を行う。 

 

ウ 広域用防災倉庫の鍵は、災害発生時に円滑かつ迅速な配送を行うため、災

対統括部、災対地域本部、可能な限り配送に係る協定締結事業者がそれぞれ

保管する。 

 

エ 災害時における広域用防災倉庫の管理及び指定避難所等への配送担当（令

和７年２月１日時点）は、次の表のとおりとする。 
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１３ 

 

 

③ 配送手順 

ア 倉庫の被害状況の確認 

災対地域本部及び協定締結事業者等（トラック協会世田谷支部、赤帽首都

圏軽自動車運送協同組合、世田谷リサイクル協同組合等）は、発災後速やか

に広域用防災倉庫の被害の有無を確認するとともに、災対物資管理部と使用

可能な連絡手段（総合防災情報システム、電話（防災行政無線含む）、メー

ル、ＳＮＳ等）により情報共有する。 

  

No. 倉庫名及び所在地
倉庫
面積

主な備蓄物品
（Ｒ７年２月時点）

担当
支所

配送担当（予定） 備考

1
三軒茶屋広域用防災倉庫
（三軒茶屋１－４１－１０）

97㎡
・テント型間仕切り（6,600張）
・ダンボールベッド（850台）

世田谷 世田谷リサイクル協同組合 三茶昭和ビル内

2
下馬広域用防災倉庫
（下馬２－２６）

150㎡

・食料（約5,000食）※区備蓄
・毛布（600枚）
・テント型間仕切り（100張）
・ワンタッチベッド（900台）
・ダンボールベッド（20台）

世田谷 世田谷リサイクル協同組合

3
おなが広域用防災倉庫
（世田谷４－１４－３２）

147㎡
・食料（約155,000食）※寄託物資
・テント型間仕切り（100張）
・ワンタッチベッド（750台）

世田谷 トラック協会世田谷支部

4
桜上水広域用防災倉庫
（桜上水３－１７）

120㎡
・食料（約5,000食）※区備蓄
・毛布（1,100枚）
・ワンタッチベッド（750台）

北沢 世田谷リサイクル協同組合

5
小田急上部広域用防災倉庫
（代田３－５６）

15㎡ ・テント型間仕切り（100張） 北沢 世田谷リサイクル協同組合

6
羽根木広域用防災倉庫
（代田４－３８）

150㎡

・毛布（1,880枚）
・テント型間仕切り（100張）
・ワンタッチベッド（850台）
・ダンボールベッド（20台）

北沢 世田谷リサイクル協同組合

7
玉川広域用防災倉庫
（玉川１－１４－１）

155㎡
・食料（約81,000食）※寄託物資
・テント型間仕切り（100張）

玉川 トラック協会世田谷支部 二子玉川ライズ駐車場内

8
二子玉川公園広域用防災倉庫
（玉川１－１６）

173㎡

・食料（約5,000食）※区備蓄
・毛布（2,600枚）
・テント型間仕切り（500張）
・ワンタッチベッド（1,250台）
・ダンボールベッド（100台）

玉川 世田谷リサイクル協同組合

9
中町・玉川広域用防災倉庫
（中町４－２１）

136㎡

・食料（約5,000食）※区備蓄
・毛布（1,880枚）
・排便収納袋（6,000枚）
・ダンボールベッド（100台）

玉川 世田谷リサイクル協同組合
中町小学校及び玉川中学校防
災倉庫兼用

10
野毛広域用防災倉庫
（野毛１－２５）

120㎡

・食料（約5,000食）※区備蓄
・毛布（2,410枚）
・テント型間仕切り（100張）
・ワンタッチベッド（850台）
・ダンボールベッド（20台）

玉川 世田谷リサイクル協同組合

11
大蔵広域用防災倉庫
（大蔵４－６）

150㎡

・食料（約5,000食）※区備蓄
・毛布（3,320枚）
・排便収納袋（4,400枚）
・テント型間仕切り（100張）
・ワンタッチベッド（850台）
・ダンボールベッド（20台）

砧 赤帽首都圏軽自動車運送協同組合

12
成城広域用防災倉庫
（成城１－４－１９）

86㎡ ・排便収納袋（1,090,000枚） 砧 赤帽首都圏軽自動車運送協同組合
ヤマト運輸株式会社成城支店
内

13
希望丘広域用防災倉庫
（船橋６－２５）

170㎡
・食料（約5,000食）※区備蓄
・毛布（1,620枚）

砧 赤帽首都圏軽自動車運送協同組合 船橋希望中学校防災倉庫兼用

14
粕谷広域用防災倉庫
（粕谷３－１－１）

70㎡
・食料（約17,000食）※寄託物資
・毛布（100枚）
・排便収納袋（1,000枚）

烏山 トラック協会世田谷支部 ＪＡ東京中央千歳支店内

15
烏山広域用防災倉庫
（北烏山２－３）

146㎡

・食料（約5,000食）※区備蓄
・毛布（2,540枚）
・排便収納袋（3,000枚）
・テント型間仕切り（2,500張）
・ワンタッチベッド（1,750台）
・ダンボールベッド（100台）

烏山 赤帽首都圏軽自動車運送協同組合
都営烏山北住宅9号棟102号室
～108号室

16
中央自動車道高架下広域用
防災倉庫（北烏山４－２）

120㎡

・食料（約5,000食）※区備蓄
・毛布（1,990枚）
・排便収納袋（4,000枚）
・テント型間仕切り（100張）
・ワンタッチベッド（850台）
・ダンボールベッド（20台）

烏山 赤帽首都圏軽自動車運送協同組合

（令和７年２月１日現在）

災害発生後等における広域用防災倉庫の管理及び指定避難所等への配送担当表
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１４ 

イ 協定締結事業者との情報連絡 

災対地域本部は、各広域用防災倉庫担当の協定締結事業者と、使用可能な

連絡手段（第３章「物資支援要請等の情報伝達・情報共有」３（３）参照）

により情報連絡を確保する。 

災対地域本部は、広域用防災倉庫における備蓄物資の搬出及び在庫管理、

配送業者との調整等のため、担当地域内の広域用防災倉庫に対して連絡員１

人（基準）を派遣する。 

派遣された連絡員は、各総合支所の震災時職員行動マニュアルに基づき、

協定締結事業者に対して開設されている指定避難所等の状況や配送経路に係

る情報等を適時に提供するとともに、その他必要な現地調整及び備蓄物資の

搬出にかかる指示等を行う。 

連絡員は、使用可能な連絡手段により、災対地域本部へ物資の配送状況や

現地調整事項等を報告する。 

 

ウ 配送ルート 

災対物資管理部は、災対統括部、災対地域本部、災対土木部、協定締結事

業者等からの緊急輸送道路の被害状況や交通規制に係る情報等を収集し取り

まとめる。 

広域用防災倉庫担当の協定締結事業者は、自らの情報や災対地域本部連絡

員からの情報等を判断しながら、担当する広域用防災倉庫から指定避難所等

までの最も確実な配送ルートを決定する。 

 

＊【資料６】大震災（震度６弱以上）発生時における交通統制 

 

エ 配送のための積み込み 

災対地域本部連絡員及び協定締結事業者は、災害発生後の倉庫内の被害状

況を踏まえ、車両への積み込みを行う。 

積み込みに当たっては、物資の箱が壊れないように留意する。 

 

オ 配送結果報告 

広域用防災倉庫から配送を行った協定締結事業者は、使用可能な連絡手段

（電話（防災行政無線含む）、メール、ＳＮＳ等）により、配送開始前に

は、配送ドライバー名、広域用防災倉庫から指定避難所等に配送する備蓄物

資の品目・数量、配送開始時間等を、また、配送終了時には、配送完了時

間、配送ルートの状態、指定避難所等の状況などを災対地域本部に報告す

る。 

災対地域本部は、災対物資管理部に対して、担当の広域用防災倉庫から指

定避難所等への配送状況や道路状況等を、総合防災情報システムやメールグ

ループにより報告する。 
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１５ 

 

＊【資料１２】車両の調達及び配車要領 

（２）羽田クロノゲートからの支援物資の配送 

① 方針 

災対物資管理部及びヤマト運輸株式会社南東京主管支店(以下「ヤマト運輸」

という。)は、国・都からの支援物資を、ヤマト運輸が管理・運営する地域内輸

送拠点第１順位の羽田クロノゲートで受領し、指定避難所毎に仕分けを行う。

その後、ヤマト運輸は、仕分けした支援物資を積載した車両を区内の同社営業

所へ逐次に出発させるとともに、営業所においては営業所が運用する小型車等

に積み替えを行い、指定避難所等へ配送する。 

災対物資管理部は、国・都からの支援物資を羽田クロノゲートで確実に受領

し指定避難所にできる限り迅速に配送するため、発災後、連絡員を羽田クロノ

ゲートに速やかに派遣するとともに、国の物資調達・輸送調整等支援システム

により、都が区に配送する物資の品目・数量、到着時期等を把握して羽田クロ

ノゲートとの情報共有を適切に行い、羽田クロノゲートにおける物資の受領、

仕分け、積み込み等の作業を円滑に行う。 

※ 羽田クロノゲートは、あくまでも配送拠点であり、物資集積のための保管ス

    ペースがないことから、物資の集積拠点としては使用できないことについて

    注意が必要である。 

 

  【羽田クロノゲートからの配送イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊【資料６】大震災（震度６弱以上）発生時における交通統制  
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１６ 

② 羽田クロノゲートにおける役割分担 

ア ヤマト運輸 

・配送に係る国・都が契約する事業者との調整 

・羽田クロノゲートにおける支援物資の受領、仕分け、各営業所までの配送 

・各営業所から指定避難所等までの配送 

 

イ 災対物資管理部 

・羽田クロノゲートへの連絡員（２人）の派遣 

・国・都からの支援物資の配送に係る関係者との調整 

・各指定避難所等の状況（物資ニーズ、物資集積状況等）の情報提供 

・ヤマト運輸羽田クロノゲートに対する各指定避難所等への配送指示等 

 

③ 配送手順 

ア 羽田クロノゲートの被害状況の確認 

ヤマト運輸は、発災後速やかに、羽田クロノゲートの被害の状況、また、

区内営業所等の稼働・不稼働に係る情報等を災対物資管理部に対して連絡し

て、情報共有を図る。 

災対物資管理部は、羽田クロノゲートに係る情報を総合防災情報システム

により災対統括部及び災対地域本部等と共有する。 

 

イ 協定締結事業者との情報連絡 

災対物資管理部は、発災後速やかに羽田クロノゲートに２人の連絡員を派

遣し、ヤマト運輸との緊密な連携を確保する。 

災対物資管理部が派遣した連絡員は、国・都からの支援物資の受領に必要

な情報（いつ、何が、どれくらいの量、どのように輸送される等）につい

て、物資調達・輸送調整等支援システム及び総合防災情報システム等により

把握し、羽田クロノゲートへ情報を提供する。また、羽田クロノゲートの状

況（支援物資の受領状況、荷捌き状況、配送状況、懸念事項等）を総合防災

情報システムにより、情報共有する。 

※ 災対物資管理部は、平時から羽田クロノゲート内に連絡員２人の待機場

所を調整しておく。また、発災後派遣された連絡員は１２時間交代での勤

務（基準）とし、羽田クロノゲートの職員との連携を常時維持するととも

に、総合防災情報システムや防災行政無線等により必要な情報共有を行

う。 
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１７ 

ウ 配送ルート 

ヤマト運輸は、下表に基づき、各営業所は指定されている指定避難所等へ

の配送を行う。 

ヤマト運輸は、道路等の被害状況が不明の場合にあっても、指定避難所等

への配送に最も適切な同社営業所に物資配送を確実に行うため、羽田クロノ

ゲートから各営業所までの最適な物資配送ルートを適時判断する。災対物資

管理部は、そのために必要な通行許可等の措置を迅速に講ずる。 

 

【ヤマト運輸各営業所の担当指定避難所等一覧】 

 

ヤマト運輸

営業所名
番号 指定避難所名 住所 管轄総合支所

拠点隊
(まちづくりセンター)

想定収容

人数
備考

87 上北沢小学校 上北沢4-22-29 烏山 上北沢 1949

92 給田小学校 給田4-24-1 烏山 烏山 2540

93 烏山北小学校 北烏山6-3-1 烏山 上祖師谷 2761

94 烏山小学校 給田1-2-1 烏山 烏山 1804

95 武蔵丘小学校 北烏山1-47-11 烏山 烏山 1466

96 烏山中学校 南烏山4-26-1 烏山 烏山 1963

33 下北沢小学校 大原1-4-6 北沢 新代田 1944

37 北沢中学校第二校
舎(旧北沢小学校)

北沢4-32-20 北沢 北沢 1159

38 北沢中学校 北沢5-12-3 北沢 北沢 1686

11 桜小学校 世田谷2-4-15 世田谷 上町 1785

16 桜丘小学校 桜丘1-19-17 世田谷 経堂 1956

17 世田谷小学校 宮坂1-38-4 世田谷 経堂 1438

19 笹原小学校 桜丘5-19-1 世田谷 経堂 1797

20 桜丘中学校 桜丘2-1-39 世田谷 経堂 1956

4 太子堂小学校 太子堂5-7-4 世田谷 太子堂 2000

5 中里小学校 三軒茶屋1-4-1 世田谷 太子堂 1186

6 太子堂中学校 太子堂3-27-17 世田谷 太子堂 1536

7 三宿中学校 太子堂1-3-43 世田谷 太子堂 2174

8 若林小学校 若林5-27-18 世田谷 若林 1973

9 教育総合センター 若林5-38-1 世田谷 若林 363

10 三軒茶屋小学校 三軒茶屋2-42-1 世田谷 若林 1410

21 駒沢小学校 駒沢2-10-6 世田谷 上馬 2193

22 駒沢中学校 駒沢2-39-25 世田谷 上馬 1997

25 中丸小学校 野沢3-34-16 世田谷 下馬 1406

1 三宿小学校 三宿1-12-6 世田谷 池尻 1265

2 多聞小学校 三宿2-26-11 世田谷 池尻 2270

3 池尻小学校 池尻2-4-10 世田谷 池尻 2691

23 旭小学校 野沢1-4-3 世田谷 下馬 1492

24 駒繋小学校 下馬1-42-12 世田谷 下馬 1378

26 駒留中学校 下馬4-18-1 世田谷 下馬 1947

45 奥沢小学校 奥沢3-1-1 玉川 奥沢 1395

46 東玉川小学校 奥沢1-1-1 玉川 奥沢 1328

47 奥沢中学校 奥沢1-42-1 玉川 奥沢 1517

48 八幡小学校 玉川田園調布2-17-15 玉川 九品仏 2914

49 九品仏小学校 奥沢8-12-1 玉川 九品仏 1367

52 玉堤小学校 玉堤2-11-1 玉川 等々力 1663

烏山

下北沢

桜丘

三軒茶屋

三宿

世田谷奥沢
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１８  

61 瀬田小学校 瀬田2-15-1 玉川 二子玉川 1589

62 瀬田中学校 瀬田2-17-1 玉川 二子玉川 1563

69 祖師谷小学校 祖師谷3-49-1 砧 祖師谷 2007

70 明正小学校 成城3-3-1 砧 成城 2581

71 砧中学校 成城1-10-1 砧 成城 2332

80 砧小学校 喜多見6-9-1 砧 砧 1493

81 砧南小学校 鎌田4-3-1 砧 喜多見 3365

82 喜多見小学校 喜多見3-11-1 砧 喜多見 2113

83 喜多見中学校 喜多見4-20-1 砧 喜多見 1549

84 砧南中学校 鎌田3-13-20 砧 喜多見 1766

85 山野小学校 砧6-7-1 砧 砧 2436

86 千歳小学校 成城9-6-1 砧 成城 2191

72 塚戸小学校 千歳台6-7-1 砧 祖師谷 2532

75 千歳台小学校 千歳台4-24-1 砧 船橋 2191

79 千歳中学校 千歳台6-15-1 砧 祖師谷 2019

89 芦花小学校 粕谷2-22-1 烏山 上祖師谷 3043

90 芦花中学校 粕谷2-22-2 烏山 上祖師谷 2371

91 上祖師谷中学校 上祖師谷7-10-1 烏山 上祖師谷 1766

27 山崎小学校 梅丘3-9-1 北沢 梅丘 1386

28 さくら花見堂 代田1-13-14 北沢 梅丘 1811

29 城山小学校 梅丘2-1-11 北沢 梅丘 1680

30 世田谷中学校 梅丘3-8-1 北沢 梅丘 2074

31 代沢小学校 代沢5-1-10 北沢 代沢 1772

32 富士中学校 代沢1-23-17 北沢 代沢 1695

34 まもりやまテラス
(旧守山小学校)

代田6-21-5 北沢 新代田 603

35 代田小学校 代田4-2-3 北沢 新代田 1283

36 池之上小学校 代沢2-42-15 北沢 代沢 1078

55 中町小学校 中町4-23-1 玉川 上野毛 2572

56 玉川小学校 中町2-29-1 玉川 上野毛 2162

57 玉川中学校 中町4-21-1 玉川 上野毛 2529

59 二子玉川小学校 玉川4-6-1 玉川 二子玉川 2138

60 桜町小学校 用賀1-5-1 玉川 用賀 2561

50 尾山台小学校 尾山台3-11-1 玉川 等々力 1605

51 等々力小学校 等々力7-26-1 玉川 等々力 1560

53 八幡中学校 等々力6-4-1 玉川 九品仏 1773

54 尾山台中学校 尾山台3-27-23 玉川 等々力 1765

58 京西小学校 用賀4-27-4 玉川 用賀 2076

65 東深沢小学校 深沢3-7-1 玉川 深沢 1879

68 東深沢中学校 深沢4-18-28 玉川 深沢 2278

12 弦巻小学校 弦巻1-9-18 世田谷 上町 1826

13 松丘小学校 弦巻3-23-12 世田谷 上町 2240

14 弦巻中学校 弦巻1-42-22 世田谷 上町 1924

15 桜木中学校 桜1-48-15 世田谷 上町 1820

63 用賀小学校 上用賀6-14-1 玉川 用賀 1816

64 用賀中学校 上用賀5-15-1 玉川 用賀 2113

66 深沢小学校 新町1-4-24 玉川 深沢 1720

67 深沢中学校 新町1-26-29 玉川 深沢 1990

18 経堂小学校 桜上水1-23-3 世田谷 経堂 2009

39 松原小学校 松原5-43-26 北沢 松原 1756

40 梅丘中学校 松原6-5-11 北沢 松原 1804

41 松沢小学校 赤堤4-44-22 北沢 松沢 2855

42 赤堤小学校 赤堤1-41-24 北沢 松沢 2183

43 松沢中学校 桜上水4-5-2 北沢 松沢 1828

44 緑丘中学校 桜上水3-19-12 北沢 松沢 2046

73 船橋小学校 船橋4-41-1 砧 船橋 2749

74 希望丘小学校 船橋4-9-1 砧 船橋 1763

76 船橋希望中学校 船橋4-20-1 砧 船橋 2798

77 希望丘複合施設 船橋6-25-1 砧 船橋 814

78 千歳丘高校 船橋3-18-1 砧 船橋 460

88 八幡山小学校 八幡山1-14-1 烏山 上北沢 1255

成城

千歳台

代田

中町

等々力

馬事公苑

八幡山
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１９ 

エ 配送のための積み込み 

ヤマト運輸は、羽田クロノゲート内の仕分け場において、指定避難所等毎

にロールボックスパレットを使用して支援物資を仕分けし、同社手配の輸送

トラックへ積み込み、逐次に発送する。 

羽田クロノゲートでは、一定量を超える支援物資を集積するだけの十分な

スペースの確保が困難なため、仕分けスペースが支援物資により占有され確

保でないような状況を避けるためにも、国・都からの支援物資の配送状況に

注意する。  

ヤマト運輸及び災対物資管理部は、羽田クロノゲートにおいて支援物資を

受領できない状況が予測又は発生した場合には、支援物資を積載した車両を

地域内輸送拠点第２順位へ向かわせるなど、応急的な処置を講じる 

 

【参考】 

ヤマト運輸は羽田クロノゲートにおいて、災害時には同社が使用するロ

ールボックスパレットを使用するとともに、指定避難所等毎にロールボッ

クスパレットを指定し、物資品目の箱単位で同パレット内に仕分けする。 

災対物資管理部連絡員は、指定避難所等の支援物資品目・数量に関する

情報をヤマト運輸と適時に共有し、指定避難所等の開設状況に合わせた物

資の配送が確実に行われるように努める。また、総合防災情報システム等

を使用し、災対物資管理部及び災対地域本部に、配送に係る必要な情報を

共有する。 

ヤマト運輸は、各指定避難所等宛のロールボックスパレットに仕分けさ

れた支援物資を同社の大型トラック等により、各営業所へ配送する。 

ヤマト運輸各営業所は、指定避難所等毎のパレット内の支援物資を、営

業所が運用する小型車に箱単位で積み替え、使用可能な経路により指定避

難所等に配送し、避難所運営委員会や拠点隊の要望に応じた場所に支援物

資を荷下ろしして物資の配送を完了する。 

 

オ 配送結果報告 

ヤマト運輸は、配送実績（配送先、配送物資品目及び量、配送完了時間

等）を確実に記録し、災対物資管理部へ情報共有する。 

災対物資管理部連絡員は、ヤマト運輸からの羽田クロノゲートによる配送

実績を把握し、総合防災情報システム等により各指定避難所等への配送結果

や支援物資の集積状況（保有状況）を確認しつつ、羽田クロノゲートにおけ

る配送状況や今後の予定等を災対物資管理部に適時に報告する。 

また、羽田クロノゲートからの配送状況等の情報を、メールグループを活

用して協定締結事業者や定締結大学と適時に共有する。 
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２０ 

（３）羽田クロノゲートが使用できない場合の支援物資の配送 

① 方針 

区は、地域内輸送拠点第１順位である羽田クロノゲートが停電、倒壊、道路

遮断等により使用できない場合は、地域内輸送拠点第２順位の大蔵第二運動

場、ヤマト運輸成城支店、国士舘大学や、必要に応じて区民会館、民間の物資

集積施設等を使用して、国・都からの支援物資を受領・集積するとともに、災

対物資管理部が、東京都トラック協会世田谷支部、赤帽首都圏軽自動車運送協

同組合、世田谷リサイクル協同組合の協定締結事業者や他自治体等からの派遣

職員等と連携し、効率的に仕分けを行い、できる限り速やかに指定避難所等へ

配送する。 

 

 

【羽田クロノゲートが使用できない場合のイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊【資料５】大震災（震度６弱以上）発生時における交通統制 
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２１ 

② 地域内輸送拠点等における役割分担 

羽田クロノゲートが使用できない場合の第２順位の地域内輸送拠点等とその

担当部署及び物資配送に係る協定締結事業者等の配送担当は、下表の通りとす

る。 

 

 

＊【資料２０】学校法人国士館との災害時における協力等に関する協定 

＊【資料２１】学校法人昭和女子大学等との災害時における協力体制に関する協定 

 

  

No 地域内輸送拠点等 担当部署 配送担当協定締結事業者等 備考 

１ 
大蔵第二運動場 

（区施設） 

災対物資管理部 

トラック協会世田谷支部 

赤帽首都圏軽自動車運送協同組合 
〇拠点運営は、他自

治体からの派遣職

員、協定締結事業者

等、状況により自衛

隊の支援を受ける。 

２ 
ヤマト運輸 

(成城支店) 

ヤマト運輸 

赤帽首都圏軽自動車運送協同組合 

３ 国士舘大学 
ヤマト運輸 

世田谷リサイクル協同組合 

４ 世田谷区民会館 世田谷総合支所 世田谷リサイクル協同組合 〇国・都以外からの 

支援物資等を受領す

る。 

〇地域内輸送拠点で

対応できない場合は

羽田クロノゲートに

代わり運用する。 

５ 北沢区民会館 北沢総合支所 世田谷リサイクル協同組合 

６ 玉川区民会館 玉川総合支所 世田谷リサイクル協同組合 

７ 砧区民会館 砧総合支所 赤帽首都圏軽自動車運送協同組合 

８ 烏山区民会館 烏山総合支所 赤帽首都圏軽自動車運送協同組合 

９ 昭和女子大学 世田谷総合支所 世田谷リサイクル協同組合 

〇各災対地域本部

は、区民会館におけ

る対応能力を超えそ

うな場合に、先行的

に判断する。 

 

〇メールグループに

よる全般の配送状況

の情報共有により先

行的に準備を行う。 

10 駒澤大学 世田谷総合支所 世田谷リサイクル協同組合 

11 日本大学文理学部 北沢総合支所 世田谷リサイクル協同組合 

12 日本体育大学 玉川総合支所 世田谷リサイクル協同組合 

13 産業能率大学 玉川総合支所 世田谷リサイクル協同組合 

14 多摩美術大学 玉川総合支所 世田谷リサイクル協同組合 

15 日本大学商学部 砧総合支所 赤帽首都圏軽自動車運送協同組合 

16 成城大学 砧総合支所 赤帽首都圏軽自動車運送協同組合 

17 日本女子体育大学 烏山総合支所 赤帽首都圏軽自動車運送協同組合 

18 
(上用賀公園体育館地下

倉庫・アリーナ) 
災対物資管理部 

トラック協会世田谷支部 ※令和 13 年以降竣

工後 

※１ No１～No３の地域内輸送拠点第２順位からの配送は、発災直後に行う広域用防災倉庫から指定避難所等

への配送が終了した車両をもって行う。 

※２ No９～No１７の大学の使用に当たっては、災対物資管理部の判断・指示に基づき、担当の総合支所が使

用するものとする。 

※３ 地域内輸送拠点等からの配送先は、被災後の指定避難所等の運営状況により、配送する指定避難所等を 

決定する。 
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２２ 

③ 配送手順 

ア 地域内輸送拠点等の被害状況の確認 

被災直後、災対物資管理部は地域内輸送拠点の、また、各災対地域本部は

担当する民間の物資集積協力施設（災害時協力協定締結大学）の被害の状況

や周辺道路等の情報を収集し、それぞれの機能が発揮できるかどうかを確

認・判断して、国・都からの支援物資等の受領体制を整える。 

災対物資管理部は、確認した内容及び受領体制について都と情報共有する

とともに、国・都からのプッシュ型による支援物資の受領を準備する。 

 

イ 協定締結事業者との情報連絡 

災対物資管理部は、地域内輸送拠点に対して必要な連絡員を派遣し、各施

設の管理者との緊密な連携を確保する。 

災対物資管理部が派遣した連絡員は、国・都からの支援物資の受領に必要

な情報（いつ、何が、どれくらいの量、どのように輸送される等）につい

て、物資調達・輸送調整等支援システム及び総合防災情報システム等により

把握し、担当する協定締結事業者等へ逐次に情報を提供する。また、現地で

活動する他県からの派遣職員や協定締結事業者等と緊密な連携を維持し、必

要に応じて情報連絡又は調整を行うとともに、地域内輸送拠点の状況（支援

物資の受領状況、荷捌き状況、配送状況、懸念事項等）を総合防災情報シス

テム又は使用可能な連絡手段により、関係部署と適時に情報共有する。 

災対物資管理部は、地域内輸送拠点の運営状況を適切に把握し、都へ物資

調達・輸送調整等支援システムにより随時情報提供を行い、国・都によるプ

ッシュ型支援による備蓄物資の受領・集積が、特定の拠点へ偏らないように

努める。 

※ 配送における混乱や、過剰な受領等を避けるため、都と緊密に認識を

合わせること及び不必要な物資を受領しないことに留意する。 

 

ウ 配送ルート 

災対物資管理部は、災対統括部、災対地域本部、災対土木部、トラック協

会世田谷支部等の協定締結事業者、防災機関等から緊急輸送道路等に関する

情報を収集し、協定締結事業者等と協議しながらそれぞれの指定避難所等ま

での配送ルートを決定する。 

災害時の配送においては、現場からの情報が極めて重要であるため、使用

できる道路に関する情報を関係者間で共有する。 
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２３ 

エ 配送のための積み込み 

災対物資管理部は、仕分け・配送を考慮しつつ、国・都から逐次に到着す

る支援物資を地域内輸送拠点内の最も適した場所で受領し、指定避難所等へ

の配送のための仕分けを行うとともに、到着する車両への積み込みを行う。 

災対物資管理部の連絡員は、他県からの派遣職員や協定締結事業者等と、

必要に応じて自衛隊等と緊密に連携しながら、地域内輸送拠点を運営する。

また、仕分けのためのスペースを確保し、無駄のない仕分け要領により、当

初はプッシュ型の配送であることを踏まえ、協定締結事業者等と連携して箱

単位による積み込みを行う。 

災対物資管理部は、効率的・省力的な仕分け・積み込みを行うため、専門

的な知見を有するトラック協会世田谷支部、赤帽首都圏軽自動車運送協同組

合等の意見を踏まえ、協定締結事業者等に依頼するなど、必要に応じロール

ボックスパレットやフォークリフト等の必要な機材の手配を行う。 

※ 災対物資管理部は、平時からフォークリフト等を保有する専門事業者

またはレンタル会社と、災害時のフォークリフト等の利用について協

議・調整する。 

 

オ 配送結果報告 

配送を担当する協定締結事業者等は、地域内輸送拠点における配送開始時

に配送開始時間、避難所運営組織が示す指定避難所等の集積完了時間、ま

た、使用したルート、到着までに要した時間等を簡潔に取りまとめ、電話

（防災行政無線含む）、メール、ＳＮＳ等により災対物資管理部に報告す

る。 
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２４ 

４ 国・都以外からの救援物資等の配送 

（１）協定締結自治体、他自治体等からの救援物資の配送 

① 方針 

区は、協定締結自治体、他自治体等からの支援物資を、地域内輸送拠点第２

順位又は区民会館において受領する。また、羽田クロノゲートが余裕のある場

合は、羽田クロノゲートにおいて受領するほか、必要に応じて、民間の物資集

積協力施設（協定締結大学）を使用する。 

その後、災対物資管理部長の監督・指導に基づき、地域内輸送拠点において

は災対物資管理部が、また、区民会館（５箇所）及び民間の物資集積協力施設

（９箇所）においては災対地域本部が、他の自治体から派遣された派遣職員、

備蓄物資管理業務委託事業者、協定締結事業者等と協力しながら、状況によっ

ては自衛隊の協力を得て、できるだけ迅速かつ効率的に仕分け・積み込みを行

い、指定避難所等へ配送する。 

この際、災対物資管理部は、発災後の羽田クロノゲートにおける国・都から

の支援物資の受領や発送状況を踏まえ、地域内輸送拠点第２順位の大蔵第二運

動場等における運営状況、また、各指定避難所等の物資保有の状況、区内の食

料等の物資調達の状況等を確認しつつ、災対地域本部毎の区民会館での受領等

の可否を考慮して、最も適切な集積地及び配送拠点の運営又は指定避難所等で

直接受領するか調整する。 

※ 災対地域本部は、発災後において、集積地及び配送拠点に配置できる職

員数、他自治体等からの派遣職員数、東京都トラック協会世田谷支部等の

協定締結事業者、状況により自衛隊現地部隊との調整に基づき、最も適切

な物流体制を確立する。 

【イメージ図】 
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２５ 

② 集積地及び配送拠点の決定 

災対物資管理部は、区内の被害状況、使用できる道路状況、指定避難所の状

況等を踏まえ、協定締結自治体、他自治体、また、物資調達に係る協定締結事

業者等との調整により、救援物資を受領するための集積地及び配送拠点を判断

し明示する。 

災対物資管理部は、協力協定締結自治体（松本市、川場村、熊谷市、高崎

市、つくば市、十日町市、小山市）からの支援物資は、確実かつ迅速に受領し

て配送するため、最も近い輸送ルートを想定して区外の羽田クロノゲートでは

なく、区内の大蔵第二運動場、国士舘大学、または、各区民会館等での受領を

判断するなど、各拠点の運営状況を踏まえ、支援物資の品目・数量、輸送ルー

ト、指定避難所等のニーズ等を考慮して、最適な集積地又は拠点等における受

領要領を総合的に判断する。 

※１ 区が独自に使用できる集積地及び配送拠点は区民会館５箇所、民間の

物資集積協力施設（協定締結大学施設）９箇所があり、合計１４箇所で

ある。 

※２ 羽田クロノゲートにおける集積スペースは、仕分けスペースを確保す

るために一定の許容量しか確保できないことを踏まえ、羽田クロノゲー

トが円滑に稼働している場合にあっても、協力締結自治体・他自治体等

からの支援物資等を、羽田クロノゲート宛てに配送するかどうかは慎重

に判断する必要がある。 

 

③ 配送手順 

ア 救援物資の受領等 

前述の国・都以外からの支援物資等の配送の①方針及び②集積地及び配送

拠点の決定を踏まえ、第２章第３項（３）の羽田クロノゲートが使用できな

い場合に準じて、支援物資を受領し、物資品目ごとに集積する。 

※ 地域内輸送拠点第２順位における細部の集積図は、発災時における災

対物資管理部と協定締結事業者等との調整による。 

 

イ 協定締結事業者との情報連絡 

第２章第３項（３）の羽田クロノゲートが使用できない場合における協定

締結事業者との情報連絡に準じて、連絡及び情報共有を行う。 

 

ウ 配送ルート 

第２章第３項（３）の羽田クロノゲートが使用できない場合に準じて、配

送ルートを決定する。 
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２６ 

エ 配送のための積み込み 

地域内輸送拠点においては災対物資管理部が、区民会館においては災対地

域本部が、他自治体からの派遣職員や協定締結事業者等とともに、総合防災

情報システム又は電話（防災行政無線含む）、メール、ＳＮＳ等により把握

できている各指定避難所等のニーズ又は災対物資管理部の指示に基づき、第

２章第３項（３）の羽田クロノゲートが使用できない場合に準じて、救援物

資を仕分けし、箱単位による積み込みを行う。 

※ 指定避難所等ニーズに基づく仕分けに当たっては、各指定避難所等に

おける物資の不足を防止するため、また、各集積地及び配送拠点におけ

る物資の滞留を防止するために、各指定避難所等には予備として十分な

物資が集積されるように留意する。 

※ 積み込みに当たっては、協定締結事業者等によるロールボックスパレ

ットが使用できる場合は、これを使用し、仕分け・配送の効率化・省力

化に努める。 

※ 発災直後は混乱期であることから、プッシュ型支援が原則となるが、

４～７日目以降はプル型支援に移行できるように各指定避難所等のニー

ズの把握に努め、円滑な情報共有及び現場の管理に努める。 

 

オ 配送結果報告 

第２章第３項（３）の羽田クロノゲートが使用できない場合に準じて、配

送結果を報告する。 

 

（２）協定締結事業者・民間事業者等からの調達物資等の配送 

① 方針 

災対物資管理部は、災対統括部、災対地域本部、指定避難所等のニーズに基

づき、協定締結事業者や民間事業者等から食料や生活必需品等の調達を行い、

災対地域本部が区民会館又は民間の物資集積協力施設等で受領・仕分けして、

協定締結事業者等と協力して、指定避難所等へ速やかに配送する。 

特に区が行う指定避難所等用の物資の調達においては、協定締結事業者や民

間事業者等が物資の入手先から指定避難所等へ直接配送できる場合は、指定避

難所等への直接配送を基本として調整を行い、効率的な調達に努める。 

 

② 指定避難所等のニーズの把握 

ア 各災対地域本部は、避難所避難者が必要とする食料や生活必需品等に関

し、拠点隊が主体となり避難所運営組織やボランティア等と可能な範囲で意

見交換を行い、指定避難所等ごとのニーズを取りまとめる。 

各災対地域本部は、取りまとめた指定避難所等のニーズを総合防災情報シ

ステムや電話（防災行政無線含む）、メール、ＳＮＳ等により災対物資管理

部等に連絡・情報共有する。 
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２７ 

イ 災対物資管理部は、情報共有により把握できた物資のニーズに基づき、

国・都から供給される物資品目等と照らし合わせつつ、区として真に必要な

物資の調達が円滑に行われるように、調達すべき品目リスト（「物資の要請

票・表」とも言う）を整理する。 

※ 災対地域本部は、発災直後の混乱期には国・都からのプッシュ型支援

が主体となることが想定されるが、４～７日目以降はプル型支援に移行

できるよう、指定避難所等のニーズを把握できる体制の早期確立に努め

る。 

 

③ 災害時協力協定等に基づく調達 

災対物資管理部は、区としてできる限り迅速に必要な物資を確保するため、

長期的に必要となる物資等を見積もり、作成する品目リストに基づき、協定締

結事業者等と協議しつつ、できるだけ迅速に効率的かつ効果的な調達を行う。

また、区の協定等により入手できる物資も考慮しつつ、物資が不足する場合に

は、原則、物資調達・輸送調整等支援システムへの入力により、都へ物資を要

請する。 

なお、発災直後の区の被害状況や国や都からの物資の配送状況を踏まえ、生

活支援や復旧活動のために必要な物資や器材を先行的に判断するとともに、調

達にかかる時間の短縮に留意する。 

※ 災対物資管理部や災対地域本部は、各指定避難所等おいて不足する物資

の情報を集約するとともに、現地で支援を行う自衛隊等の防災関係機関と

の情報共有に努める。 

※ 必要な物資の調達に当たっては、災害時の物資調達に関わる協定に基づ

き必要な調整を行うとともに、配送先の調整に当たっては可能な限りニー

ズ元になる指定避難所等を指定することに留意し、調達した物資が円滑か

つ迅速に避難所避難者に届くように努める。 

※ 物資の調達に当たっては、区として、物資品目毎の全体の保有量の把握

に努める。また、真に必要な物資品目を見積もり、これに基づく調達を行

うとともに、調達が難しい物資品目がある場合は、代替品等の調に努め

る。 

 

【参考】生活必需品の備蓄（国「避難所における生活環境改善指針」より） 

生活必需品等については、個々の実情において決定するものと考えられる

が、被災者の生命、身体の保護の観点から、以下の物資等が不足すると想定さ

れる。 

〇 タオルケット、毛布、布団等の寝具 

〇 洋服上下、子供服の上下、シャツ、パンツ等の下着 

〇 タオル、靴下、靴、サンダル、傘等の身の回り品 

〇 石鹸、歯磨用品、ティッシュペーパー、トイレットペッパー等の日用品 
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２８ 

〇 炊飯器、鍋、包丁、ガス用品等の調理器具 

〇 茶碗、皿、箸等の食器 

 

＊【資料１３】応急物資の優先供給に関するマニュアル（世田谷区商店街連合会） 

 

④ 配送手順 

ア 調達物資の受領・集積 

第２章第３項（３）の羽田クロノゲートが使用できない場合に準じて調達

物資の受領・集積を行う。 

協定締結事業者・民間事業者からの調達物資等の受領は、物資ニーズを各

災対地域本部が取りまとめ、そのニーズに添う調達を行うことから、各区民

会館又は民間の物資集積協力施設（災害時協力協定締結大学）で受領する。 

災対物資管理部は、協定締結事業者等と契約を行う事業者と適時に情報共

有を図るとともに、受領に当たっては、調達した物資を最も効率的に使用者

に届けることができる受領先（宛先）を指定する。 

集積に当たっては、時間の経過とともに物資品目数が増加し、品目はさら

に多岐になることを踏まえ、仕分け・積み込みの利便性を考慮して、適切な

物資の管理に便利なような細部の集積場所の選定を行う。 

 

イ 協定締結事業者との情報連絡 

前項（１）の協定締結自治体、他自治体等からの救援物資の配送における

情報連絡に準じる。 

 

ウ 配送ルート 

災対物資管理部は、調達時に協定締結事業者等に対して、適切な配送先を

示すことにより、配送の効率性及び確実性の向上に努める。 

配送ルートの決定に当たっては、第２章第３項（３）羽田クロノゲートが

使用できない場合の配送ルートに準じる。 

 

エ 配送のための積み込み 

前項（１）の協定締結自治体、他自治体等からの救援物資の配送における

積み込みに準じる。 

災対地域本部は、調達物資を区民会館や民間の物資集積協力施設で受領・

集積した場合、災対物資管理部との連携を密にし、指定避難所等毎のニーズ

に基づく仕分けを確実に行う。 

災対地域本部は、各拠点における物資の滞留を防止するため、各拠点にお

ける物資を品目ごとに適切に管理するとともに、必要に応じて協定締結事業

者、ボランティア等と協力して仕分けを行い、箱単位で積み込みを行う。 

※ 各指定避難所等には、余震等の更なる災害や避難所避難者以外の区民
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２９ 

へのニーズにも柔軟に対応できるように、相応の予備の物資が集積され

るように適切な配送量に注意する。 

 

オ 配送結果報告 

第２章第３項（３）の羽田クロノゲートが使用できない場合に準じて、配

送結果を報告する。 

 

５ 上用賀公園体育館竣工後（令和１３年度以降完成予定）の物資配送 

（１）方針 

上用賀公園拡張事業に伴い、整備を予定する上用賀公園体育館大規模地下倉庫

及び１階アリーナの竣工後は、同施設がほぼ区の中央に位置し指定避難所等への

利便性も良いことから、大規模地下倉庫には発災後３日以内に必要な都からの寄

託物資（食料）の備蓄を予定するとともに、地域内輸送拠点第２順位として位置

付け、協定締結自治体、他自治体からの支援物資を受領・集積・仕分けを行う場

とするなど、都や国等の物資を受領・仕分け・配送する羽田クロノゲートを補完

し、複線型の物資配送体制として運用する。 

また、災害時は協定締結事業者による拠点運営や、竣工前における上用賀公園

拡張用地の有効活用を行う。 

※ 羽田クロノゲートが使用できない場合は、国・都からの支援物資の受領・

集積・仕分け・積み込みの場とし、災対物資管理部が協定締結事業者、防災

関係機関等と連携して運用する。 

 

（２）体育館地下大規模備蓄倉庫 

大規模備蓄倉庫には、都の寄託物資（食料）、間仕切り型避難所用テント・ベ

ッド等を保管する。また、備蓄物資搬出後の大規模地下倉庫は、支援物資の一時

保管場所として活用する。 

※ 体育館地下倉庫には、トラックバースを設置し、迅速な物資の搬入・搬出

が可能となる機能を備える。 

 

（３）体育館１階アリーナ 

体育館１階アリーナは、災対物資管理部が、羽田クロノゲートが使用できる場

合は補完し複線型の物資配送を行う地域内輸送拠点として運用するとともに、羽

田クロノゲートが使用できない場合は、国・都からの支援物資等の受領・集積・

荷捌きを行う場として運用する。 
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３０ 

６ 医療物資の配送等 

（１）医療救護活動におけるフェーズ等 

① 医療救護活動におけるフェーズ区分 

医療救護活動におけるフェーズ区分は、以下のとおりである。 

 

【都地域防災計画震災編（令和５年修正）より抜粋】 

※ 基本的な考え方 

震災時には、家屋やブロック塀の倒壊、火災、崖崩れ等により多数の負傷

者が発生することが想定されるため、災害発生直後から多数の負傷者に対し

迅速に医療救護活動を行わなければならない。 

区は、災害時に開設する医療救護所や避難所等で使用する医薬品等を備蓄

しているが、医療救護所等の備蓄医薬品等は一般病院と比較して限られたも

のとなるため、医薬品等の枯渇に備えた供給体制の強化が必要となる。 

※ 区における医薬品等の備蓄の目安 

区内医師会、薬剤師会等と協議の上、医療救護所や避難所等で使用する医薬

品等の備蓄を行っており、その備蓄量は発災後３日間で必要な量を目安として

いる。 
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３１ 

② 災害時の医療物資配送に関する役割 

災害時には、都、区市町村、医療関係団体が連携して医療物資の確保及び配

送を実施する。 

詳細は、以下「災害時医療救護活動ガイドライン（第３版）（東京都保健医

療局作成）抜粋資料」のとおり。 

 

【災害時医療救護活動ガイドライン(第３版)(東京都保健医療局作成)抜粋資料】 

 

＊【資料６】都の医療救護対策の現状（都地域防災計画 震災編（令和５年修正）より一部抜

粋） 

 

③ 医薬品等の支援物資の受け入れ 

ア 個人からの医薬品等の支援物資は、基本的に受け入れない。 

イ 災害時に使用する医薬品等の確保は卸売販売業者からの購入を基本とし、

支援物資（製薬団体等から提供される無償の医薬品等）の受入れ及び利用は

その補完的な位置付けとする。 
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３２ 

（２）医療物資の配送 

① 方針 

災対医療衛生部は、発災後、速やかに災害薬事センター（うめとぴあ）を設

置し、国・都等からの医薬品等の医療物資の受領、仕分けを行う。 

医療物資等の配送に当たっては、災対物資管理部に対して配送ニーズの細部

を連絡して車両等の手配を依頼し、必要とする病院等に配送する。 

 

② 災害時の災対各部等の役割 
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３３ 

③ 配送手順 

ア 災対医療衛生部は、災害発生時には都及び区の地域防災計画に基づき、区

が備蓄する医薬品等を優先的に使用するとともに、医薬品卸売販売業者等に

協力を要請する。災対医療衛生部は、医薬品の不足が予想される場合には、

都に対して備蓄を供給するよう協力を要請する。 

 

イ 都の医薬品等の配送は、都が区の災害薬事センターに配送するとともに、

都が調達する医薬品等は、原則として、区の災害薬事センターへ納品され

る。 

※ 医薬品卸売販売業者は、原則として、緊急医療救護所及び医療救護所で

使用する医薬品は直接、各緊急医療救護所及び各医療救護所へ、避難所で

使用する医薬品は区の災害薬事センターへ納品する。 

 

ウ 災対医療衛生部は、薬剤師会や災害薬事コーディネーターと連携して、区

の災害薬事センターにおいて、医薬品の仕分け・管理等を行う。 

※ 災対医療衛生部は、発災後、保健医療福祉総合プラザに速やかに災害薬

事センターを設置、運営する。災害薬事センターは、区薬剤師会が区の要

請に基づき派遣する災害薬事コーディネーターの下、医薬品の仕分け・管

理等を行う。 

 

エ 災対医療衛生部は、災害薬事センターから医療救護所や避難所等への医薬

品等の配送を災対物資管理部に依頼する。 

災対物資管理部は、依頼された医薬品等を、４（２）項に準じて、公用車

又は協定締結事業者の車両により、指定された医療救護所や避難所等へ配送

する。 
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３４ 

オ 災対地域本部は、避難所に配送された医薬品等を管理する。 

 

【参考：都地域防災計画震災編（令和５年修正）より抜粋】 
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３５ 

７ 在宅避難者等への食料等の配布 

（１）基本的な考え方 

① 指定避難所等は、災害対策基本法（第４９条の７）の規定に基づき、「避難

のための立退きを行った居住者、滞在者その他の者を避難のために必要な期間

滞在させ、又は自ら居住の 場所を確保することが困難な被災した住民その他の

被災者を一時的に滞在させるための施設」として区長が指定した施設であるこ

とから、発災直後の緊急の避難者の受け入れや、災害により家に戻れなくなっ

た住民等を一時的に滞在させる役割を担うものである。 

しかしながら、都の新しい被害想定において示された避難者数の予測や、こ

れまでの各地での発災時の状況を踏まえると、収容可能人数を大幅に超える数

の避難者が指定避難所等に来るものと想定され、指定避難所は過密な状況とな

ることから、適切な避難所運営が困難となることが懸念されている。 

よって、区では、倒壊等の危険がなく安全が確保されている住居等がある者

は、緊急的な避難を除き、指定避難所等へ避難する必要はなく、その住居にと

どまること（在宅避難）を推奨している。また、避難者多数による指定避難所

等の密集を回避し、適切な指定避難所等運営を図るためにも、できるだけ早い

段階で在宅避難への切り替えを促す必要がある。 

 

② 一方、災害発生時に在宅避難者等が避難生活を送ることができるよう、区

は、在宅避難者等に向けて、原則、指定避難所等において、食料、飲料水や生

活必需品等の物資の配布や情報発信等の幅広い支援を行う 

指定避難所等での物資の受け取りが困難な要配慮者等に対しては、災対地域

本部が主体となり、社会福祉法人世田谷ボランティア協会（以下、世田谷ボラ

ンティア協会という。）、世田谷区社会福祉協議会、せたがや防災ＮＰＯアク

ションをはじめとする区内ＮＰＯ団体等と連携して、食料、飲料水や生活必需

品等の配布を行う。 

必要に応じ、災対物資管理部は、発災後の被害状況や時期、また復旧状況等

を踏まえ、都と連携しつつ、臨時給水拠点、支援物資拠点等を設けて、在宅避

難者等に対する食料、飲料水や生活必需品等の支援を行う。 

＜参考：関係団体＞ 

団体名 所掌・活動内容 連絡先 

社会福祉法人世田谷ボ

ランティア協会 

〇 一般ボランティアの受け入れに関すること。 

〇 せたがや災害ボランティアセンターの専門ボラ

ンティア登録者の活動に関すること。 

〇 一般ボランティアの活動の実施に関すること。 

電話：03-5712-5101 

FAX：03-3410-3811 

世田谷区社会福祉協議

会 

〇 地域のボランティア要望の集約に関すること。 

〇 避難所及び自宅で避難している区民への福祉サポ

ートに関すること。 

電話：03-5429-2200 

FAX：03-5429-2204 

せたがや防災ＮＰＯア

クション 

〇 区内外 NPO 等のネットワークの構築等 電話：03-5426-3737 

FAX：03-5426-3738 
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３６ 

（２）在宅避難者等への情報提供 

区は、在宅避難者等に対して、防災ポータル、区ＨＰ、災害・防犯情報メー

ル、Ｘ、ＬＩＮＥ、エフエム世田谷、広報板等を通じて、食料等の配布が可能な

指定避難所等の配布場所、配布時間等の情報を随時提供し、在宅避難者が最も適

切に食料、飲料水や生活必需品等が受領できる指定避難所等を判断できるように

する。 

 

（３）在宅避難者等への食料等の配布 

在宅避難者等に対しては、指定避難所等において、食料、飲料水や生活必需品

等の配布を行う。 

① 配布の対象者 

在宅避難者等となっている区民を対象とする。また、自宅に被害を受けて炊

事のできない者及び帰宅困難者についても配布するよう努める。 

※ 帰宅困難者については、一時滞在施設の開設情報も提供する。 

 

② 配布する物資 

国・都、また、他自治体や協定締結事業者等からの支援物資等の内、災対物

資管理部長が判断した物資を配布する。 
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３７ 

③ 配布方法 

指定避難所等において、災対地域本部及び拠点隊が主体となり、避難所運営

組織及びボランティア窓口（サテライト）に派遣されるボランティア、せたが

や防災ＮＰＯアクション等の協力を得て、在宅避難者等の求めに応じて物資を

配布する。 

特に要配慮者等から優先して配布できるように配分方法を適時に決定する。 

マンション居住者には、マンション管理組合・マンションに係る自治会等を

活用した支援物資の配布の周知を行う。 

 

【参考：避難所におけるボランティアとの連携】 

○ 世田谷ボランティア協会は、避難所・地区を支援するボランティア活動地

域拠点（サテライト）に「ボランティアコーディネーター」を配置する。 

○ 世田谷ボランティア協会は、ボランティアマッチングセンターにおいて一

般ボランティアの受付（登録、保険加入、オリエンテーション等）を行い、

避難所・地区を支援するボランティア活動地域拠点（サテライト）において

ニーズを調整し、ボランティアを派遣する。 

○ 各指定避難所等では、サテライトから派遣されてきた一般ボランティアが

避難所運営組織と連携し、避難所運営を支援する。 

 

【参考：ボランティア活動の体制 ※区地域防災計画（災対保健福祉部）】 

〇 災害時には多岐にわたるボランティア活動が期待されることから、区は関

係団体（世田谷ボランティア協会、世田谷区社会福祉協議会、区内ＮＰＯ、

大学等）と連携し、ボランティアが円滑に活動できる体制づくりを平時から

推進している。 

〇 区の一般ボランティアの受付・避難所や在宅避難者宅等への派遣調整等を

行う「ボランティアマッチングセンター」（運営主体：世田谷ボランティア

協会）の設置場所については、区内の５地域で大学と区が協定を締結してい

る。 

総合支所 設置場所（協定締結先） 住所 

世田谷 昭和女子大学 世田谷区太子堂１－７－57 

北沢 国士舘大学 世田谷区世田谷４－28－１ 

玉川 日本体育大学 世田谷区深沢７－１－１ 

砧 日本大学商学部 世田谷区砧５-２-１ 

烏山 日本女子体育大学 世田谷区北烏山８-19-１ 

 

④ 配布期間 

原則として発災からおおむね４日目以降に、指定避難所において実施する。 

配布期間は、災害発生から７日間を原則とするが、被害の状況等に応じて配    

布を必要とする期間対応する。 
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３８ 

（４）指定避難所等での受け取りが困難な要配慮者等への食料等の配布 

指定避難所等での受け取りが困難な要配慮者等に対しては、災対保健福祉部及

び災対地域本部が世田谷ボランティア協会、世田谷区社会福祉協議会、せたがや

防災ＮＰＯアクション、日赤奉仕団等と連携して、食料、飲料水や生活必需品等

の配布を行う。 

 

① 配布の対象者 

指定避難所等での受け取りが困難な要配慮者等 

 

② 配布する物資 

国・都、また、他自治体や協定締結事業者等からの支援物資等の内、災対物

資管理部長が判断した物資を配布する。 

 

③ 配布方法 

災対地域本部が主体となり、指定避難所等まで物資を受け取りに行くことが

困難な要配慮者等に対しては、世田谷ボランティア協会、世田谷区社会福祉協

議会、せたがや防災ＮＰＯアクション、また、日赤奉仕団、一般ボランティ

ア、民間団体等と連携して、食料、飲料水や生活必需品等の配布を行う。 

※ 災対保健福祉部は、避難行動要支援者の安否確認を迅速かつ円滑に行うた

め、平時から、他分野にわたる対策において関係機関、関係各部とさらに

検討を進め、支援体制の強化を図っている。重層的な安否確認体制を整備

するため、介護事業者等との取組みに加えて、障害者関連の事業者とも連

携を図っている。 

 

④ 配布期間 

原則として発災からおおむね４日目以降に実施する。配布期間は、災害発生

から７日間を原則とするが、被害の状況等に応じて配布を必要とする期間対応

する。 
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３９ 

８ 義援物資への対応 

（１）個人からの義援物資への対応 

① 方針 

区は、平成２４年７月３１日に発表された、中央防災会議防災対策推進検討

会議の最終報告で「個人が被災地に小口・混載の支援物資を送ることは、被災

地において内容物の確認、仕分け等の作業が必要となり、被災地方公共団体の

負担になることから、特定個人向けのものであって配送も可能な場合は除き、

抑制を図るべきである。」と示されていることを踏まえ、物資配送の実行性を

確保するため、個人からは救援物資ではなく義援金による支援を受けることを

基本とする。 

さらに、災対財政・広報部は、配送拠点等の混乱の防止等のため、地域内輸

送拠点等の住所等を開示しないように留意しつつ、防災ポータルや区ＨＰ、Ｓ

ＮＳ等により積極的に義援金による支援を呼びかける。 

 

② 義援物資を受領する場合（本庁舎、地域内輸送拠点、区民会館等） 

義援金による支援を呼びかけてもなお、義援物資が届いた場合には、下記の

とおり対応する。 

ア 個人からの義援物資が地域内輸送拠点や区民会館等に届いた場合は、箱の

中身を確認することなく、国・都からの支援物資（食料・生活必需品等）の

仕分け・配送の邪魔にならない場所にいったん集積し、可能な限り活用す

る。 

※例えば、５００ｍｌペットボトル飲料水の箱１ケースの場合は、そのま

ま指定避難所等へ配送する物資に加える。 

 

イ 集積場所の選定に当たっては、送付されてきたボックスの大きさが一般的

には異なること、また、形状も異なることを踏まえ、コンパクトな集積が難

しく、さらに再集積等を避けることを考慮して適切な場所を選定する。 

 

ウ 災対物資管理部は、特定の義援物資が必要な状況において、指定避難所等

以外の集積場所（地域防災計画に定める民間の物資集積協力施設等）の住所

等を開示する。 

また、災対地域本部や災対保健福祉部は、区ボランティアマッチングセン

ターと連携して、各指定避難所等のニーズに合わせた仕分けを行い、４

（２）項に準じて協定締結事業者等により配送する。 
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４０ 

【参考：個人からの義援物資に係る過去の教訓】 

〇 個人からの義援物資は、一つの梱包に複数品目が混載されていること、

また、梱包の形状やサイズが不均一であることなどから仕分けに要する施

設面積が必要になる、仕分けに多くの手間がかかるなど、物資拠点のリソ

ースを大きく浪費させる。そのため、個人からの混載物の義援物資につい

ては、物流事業者が運営する物資拠点施設には、入り込まないようにする

ことが重要であり、開設した地域内輸送拠点や物資集積拠点の名称や住所

等は公開しないように留意することが必要である。 

〇 特定の義援物資が必要な状況においては、国や都、協定締結自治体、他

自治体等からの支援物資の荷役業務や情報処理に支障を与えないように、

別ルートに切り分けることが重要である。 

 

（２）民間事業者等からの義援物資への対応 

① 方針 

災対物資管理部は、民間事業者等からの義援物資の申し入れについて、区内

の被害状況や食料、飲料水や生活必需品等の需給状況等を総合的に判断し、そ

の受領の適否を検討し、判断する。 

そのため、災対財政・広報部は、受付先や問合せ先等に関して、防災ポータ

ルや区ＨＰ、ＳＮＳ等で適切かつ迅速な情報発信を行うことにより、混乱の回

避に努める。 

 

② 義援物資を受領する場合 

ア 災対財政・広報部は、必要な物資名・数量、受け入れ先等を防災ポータル

や区ＨＰ、ＳＮＳ等により、広報する。 

イ 災対物資管理部は、可能な限り受領に先立ち、受領要領等について、義援

物資の申し出を行っている民間事業者等との個別調整を行う。 
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４１ 

第３章 物資支援要請等の情報伝達・情報共有 

１ 方針 

区は、内閣府が令和２年度より運用を開始した「物資調達・輸送調整等支援シス

テム」を使用して、国・都に対する支援物資の要請や、輸送等に必要な都との情報

共有を行い、また、庁内については総合防災情報システムにより連絡や情報共有を

行い、迅速かつ円滑な指定避難所等への物資配送を行う。 

協定締結事業者等との連絡及び情報共有については、電話（防災行政無線含

む）、メール、ＳＮＳ等の使用可能な手段を適時適切に使用して連絡や情報共有を

行う。 

※ 都は「東京都災害情報システム」（以下「ＤＩＳ」という。）による被害情

報等の集約や可視化を図っているが、支援物資のニーズの把握や物資輸送に関

する情報は、内閣府の「物資調達・輸送調整等支援システムを使用して行うこ

ととしている。 

※ 区は、区の「総合防災情報システム」を通じて、地域内輸送拠点や指定避難

所等の状況、また、物資のニーズ等の情報の集約を図るため、区の関係者が併

せて国の「物資調達・輸送調整等支援システム」を効果的に使用することによ

り、都との効率化・省力化した調整が可能である。 

 

２ 物資配送に係る情報共有の総括責任者等 

（１）災対物資管理部 

災対物資管理部長（不在の場合は、副部長） 

 

（２）災対地域本部 

災対地域本部長（不在の場合は、災対地域本部副本部長） 
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４２ 

（３）物資配送に係る連絡系統図 

 

 【物資調達・輸送調整等支援システム】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】 

・物資調達・輸送調整等支援システム 

・総合防災情報システム 

・メールグループ 

 

 

 

  

【メールグループ等】 

【総合防災情報システム】 
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４３ 

３ 連絡・情報共有手段及び内容 

各連絡・情報共有手段による共有する内容及び入力者等は以下のとおりである。 

 

（１）物資調達・輸送調整等支援システム（国・都との情報共有等） 

区分 連絡・情報共有する内容 入力者等 備考 

１ 国・都に対する支援物資の要請 災対物資管理部 

※平時は災対統括部が管理 

２ 

各指定避難所等の状況 

（避難者数、物資在庫状況、物資の

ニーズの情報等） 

災対物資管理部 

３ 地域内輸送拠点の状況 災対物資管理部 

※メールも適時に併用 ４ 支援物資の受領状況 災対物資管理部 

５ その他、必要な事項 災対物資管理部 

 

（２）総合防災情報システム 

区分 連絡・情報共有する内容 入力者等 備考 

１ 

各指定避難所等の状況 

（避難者数、物資在庫の状況、物資

のニーズの情報等） 

災対地域本部 

（拠点隊等） 

※拠点隊が確認できた情報

等も入力 

２ 
広域用防災倉庫の状況 

（備蓄品の情報等） 

災対物資管理部 

災対地域本部 

※広域用防災倉庫は災対地

域本部が確認できた情報等

も入力 

３ 
協定締結事業者等の状況 

（使用可能なトラックの情報等） 

災対物資管理部 

災対地域本部 

※有事における協定締結事

業者等に対するアクセス権

限付与の検討が必要 

４ 
物資配送に係る道路の状況（通行で

きない場所又は道路の情報等） 

災対物資管理部 

災対地域本部 

（拠点隊等） 

※協定締結事業者等が確認

できた情報等も入力 

５ 支援物資等の配送状況 

災対物資管理部 

災対地域本部 

（拠点地等） 

※協定締結事業者等が確認

できた情報等も入力 

６ 医療物資の配送状況 
災対物資管理部 

災対医療衛生部 

※災害薬事センターが確認

できた情報等も入力 

７ その他、必要な事項 
災対物資管理部 

災対統括部 
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４４ 

（３）メールグループ等（電話（防災行政無線含む）、ＳＮＳ等含む） 

区職員(災対物資管理部、災対地域本部)と協定締結事業者等の間の連絡・情報

共有手段は、メールグループ等（電話（防災行政無線含む）、ＳＮＳ等含む）と

する。 

※ 協定締結事業者及び協定締結大学等のご理解を得て、平時からメールアド

レス等を共有し、メールグループを構成する。また、災害時においては、必

要に応じてＬＩＮＥ等のＳＮＳも活用する。 

 

区分 連絡・情報共有する内容 発信者等 備考 

１ 
都の状況や区の地域内輸送拠点等の

状況 
災対物資管理部 

※協定締結事業者、協定締

結大学等と適切に共有 

２ 

各指定避難所等の状況 

（避難者数、物資在庫状況、物資の

ニーズの情報等） 

災対物資管理部 

災対地域本部 

（拠点隊等） 

協定締結事業者等 

※拠点隊が確認できた情報

等も共有 

３ 
各防災倉庫の状況 

（備蓄品の情報等） 

災対物資管理部 

災対地域本部 

※広域用防災倉庫は災対地

域本部が確認できた情報等

も共有 

４ 
物資配送に係る道路の状況（通行で

きない場所又は道路の情報等） 

災対物資管理部 

災対地域本部 

（拠点隊等） 

協定締結事業者等 

※その他災対各部等が確認

できた情報等も共有 

５ 

地域内輸送拠点の状況及び各物資の

配送状況（配送開始や配送終了の情

報等） 

災対物資管理部 

災対地域本部 

協定締結事業者等 

※協定締結大学等が確認で

きた情報等も共有 

６ 

協定締結事業者等の状況 

（協定締結事業者等の被害状況、使

用可能な車両の情報等） 

災対物資管理部 

災対地域本部 

協定締結事業者等 

 

７ その他、必要な事項 
災対物資管理部 

災対統括部 
 

 

【参考】道路関連情報の収集と周知 

過去の災害では、渋滞・道路の寸断・橋梁の落下等により車両の走行が阻害

されたために、物資の円滑な供給が困難になることが深刻な問題となったこと

から、対策として、迅速な道路啓開、渋滞状況、通行可能ルート等の情報が関

係者全般で共有されることが必要である。このため、緊急道路障害物除去路線

の指定に係る業務を行う災対土木部との情報共有や調整が重要である。 
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４５ 

物資配送計画 資料 

 

（１）国・都の関連計画等 

【資料１】改正災対法施行令等施行後の運用（警察庁） 

【資料２】緊急通行車両の確認等に係る事務手続要領（警視庁） 

【資料３】都の広域輸送基地（25箇所）、備蓄倉庫（20箇所）等 

【資料４】都の備蓄物資 

【資料５】大震災（震度６弱以上）発生時における交通統制 

【資料６】都の医療救護対策の現状（都地域防災計画 震災編（令和５年修正）より一部抜粋） 

（２）区の関連計画等 

【資料７】世田谷区地域防災計画 第４章 安全な交通ネットワーク及びライフライン等の確保 

第３節 具体的な取組み／第２ 応急対策 

【資料８】区の広域用備蓄倉庫一覧表（１６箇所） 

【資料９】区の指定避難所一覧表（９６箇所） 

【資料１０】区の基本備蓄物資 

【資料１１】避難所運営用防災倉庫備蓄物品一覧（標準版） 

【資料１２】車両の調達及び配車要領 

【資料１３】応急物資の優先供給に関するマニュアル(世田谷区商店街連合会） 

（３）協定 

【資料１４】ヤマト運輸との災害時における輸送業務等の協力に関する協定 

【資料１５】一般社団法人東京都トラック協会世田谷支部との災害時における輸送業務等の協力に

関する協定 

【資料１６】一般社団法人東京都トラック協会世田谷支部との災害時協力協定に基づく運用マニュ

アル 

【資料１７】赤帽首都圏軽自動車運送協同組合との災害時における輸送業務等の協力に関する協定 

【資料１８】赤帽首都圏軽自動車運送協同組合との災害時における輸送業務等の協力に関する協定

に基づく運用マニュアル 

【資料１９】世田谷リサイクル協同組合との災害時における緊急輸送業務の協力に関する協定 

【資料２０】学校法人国士館との災害時における協力等に関する協定 

【資料２１】学校法人昭和女子大学等との災害時における協力体制に関する協定 
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４６ 

（１）国・都の関連計画等 

【資料１】改正災対法施行令等施行後の運用（警察庁）230815_kinkyutsukosharyo.pdf 
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４８ 

【資料２】緊急通行車両の確認等に係る事務手続要領（警視庁） 

第１ 目的 

この要領は、都道府県公安委員会（以下「公安委員会」という。）が行うべき災対法施行令の規定に

基づく緊急通行車両の確認、災対法の規定に基づく交通規制の対象から除外する車両の取扱い、その

他の法令に基づく緊急通行車両の確認事務等について、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

第２ 災対法施行令に基づく緊急通行車両の確認事務に係る取扱い 

１ 概要 

公安委員会は、当該都道府県の知事（以下「知事」という。）と連絡を取りつつ、緊急通行車両とし

て使用される車両であることについて、災対法施行令第 33条第１項の規定に基づく確認（以下「緊急

通行車両であることの確認」という。）を実施するものとする。 

緊急通行車両であることの確認は、災害が発生し、又は正に発生しようとしている時（以下「災害発

生時等」という。）において行うこととされているところ、同条第２項において、災対法第 50条第２

項に規定される災害応急対策を実施しなければならない者（指定行政機関の長及び指定地方行政機関

の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定に

より災害応急対策の実施の責任を有する者（以下「指定行政機関等」という。））の車両について

は、災害発生前においても緊急通行車両であることの確認を実施することができることとされてい

る。 

災害発生前における緊急通行車両であることの確認を受けた車両が増えることにより、災害発生時等

において緊急交通路の指定がなされた直後から、多くの緊急通行車両が被災地での災害応急対策に向

かうことができるようになるほか、災害発生時等における公安委員会等の負担軽減にもつながること 

から、公安委員会においては、積極的に災害発生前に緊急通行車両であることの確認を行う必要があ

る。 

２ 確認の対象とする車両 

公安委員会が行う緊急通行車両であることの確認の対象とする車両は、次のとおりである。 

(1) 緊急通行車両であることの確認を行うことができる車両公安委員会は、大規模災害発生時におい

て、指定行政機関等が防災基本計画、防災業務計画、地域防災計画等に基づき、災対法第 50条第１項

に規定する災害応急対策を実施するために使用される計画がある車両について、緊急通行車両である

ことの確認を行うものとする。 

なお、同項では、災害応急対策は次の(ｱ)～(ｹ)に掲げる事項について行うものとされている。 

(ｱ) 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関する事項 

(ｲ) 消防、水防その他の応急措置に関する事項 

(ｳ) 被災者の救難、救助その他保護に関する事項 

(ｴ) 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項 

(ｵ) 施設及び設備の応急の復旧に関する事項 

(ｶ) 廃棄物の処理及び清掃、防疫その他の生活環境の保全及び公衆衛生に関する事項 

(ｷ) 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項 

(ｸ) 緊急輸送の確保に関する事項 

(ｹ) その他災害の発生の防御又は拡大の防止のための措置に関する事項 

(2) 災害発生前に緊急通行車両であることの確認を行うことができる車両 

公安委員会は、(1)で示す要件に該当する車両であって、かつ、指定行政機関等が保有し、若しくは指

定行政機関等との契約等により、常時指定行政機関等の活動のために使用される車両又は災害発生時

に他の関係機関 

・団体等から指定行政機関等が調達する計画等がある車両について、災害発生前に緊急通行車両であ

ることの確認を行うことができる。 

(3) 原動機付自転車等の取扱い 

緊急交通路として指定される道路は、主として高速自動車国道又は自動車専用道路が見込まれるとこ

ろ、これらの道路の通行が認められない原動機付自転車及び軽車両等については、緊急通行車両とす

ることは基本的に想定されない。ただし、地域性等に鑑みて緊急通行車両とすることはあり得る。 

３ 確認手続に係る留意事項 

公安委員会は、災害発生前であると災害発生時等であるとを問わず、緊急通行車両であることの確認

を行う際は、次の点に留意すること。 

(1) 申出を行う者 

緊急通行車両であることの確認の申出を行う者は、指定行政機関等の長や、指定行政機関等に属し災
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害応急対策に使用される車両の使用者又は管理責任者とするほか、契約等により常時指定行政機関等

の活動のために使用される車両若しくは災害発生時に他の関係機関・団体等から指定行政機関等が調

達する計画等がある車両の使用者又は管理責任者とする。 

(2) 標章及び証明書の交付 

ア標章及び証明書の交付 

公安委員会は、緊急通行車両であることの確認をしたときは、標章及び証明書を申出を行った者に交

付するものとする。 

イ交付に係る処理経過 

公安委員会は、別記様式第１の緊急通行車両確認証明書交付簿を警察本部又は警察署に備え付け、緊

急通行車両であることの確認の申出の受理、標章及び証明書の交付の事務処理経過を明らかにしてお

くこと。 

(3) 標章及び証明書の記載事項 

ア標章 

標章の表面に登録（車両）番号、有効期限を記すこととする。また、左上等の余白部分に緊急通行車

両確認証明書交付簿で管理する番号（以下「交付番号」という。）を記入する。 

原則として、交付番号の付し方は、以下に示す 16桁の数字を付す方法によることとする。 

(ｱ) 16桁の数字のうち左から１桁～２桁目 

交付した年度（西暦）の下２桁とする。 

(ｲ) 16桁の数字のうち左から３桁～８桁目 

交付場所（所属等）の６桁とする。この場合において、警察本部及び警察署にあっては警察共通基盤

システム等の対象業務に使用する共通コード表（都道府県（方面）本部課・室等別コード及び警察署

別コード）を、交通検問所にあっては原則として当該検問所の位置を管轄する警察署別コードを付す

こととする。 

(ｳ) 16桁の数字のうち左から９桁～10桁目 

交通検問所を区分する場合の２桁とし、都道府県警察が定める数字を付すこととする。ただし、交通

検問所以外は「00」とする。 

(ｴ) 16桁の数字のうち左から 11桁目 

緊急通行車両等の種別の１桁とし、以下のとおりとする。 

なお、災対法と他の法令に基づくものと重複して申出を受けて確認を行った場合は、災対法に基づく

緊急通行車両の番号を付すこととする。 

１ 災対法に基づく緊急通行車両 

２ 災対法に基づく規制除外車両 

３ 大震法に基づく緊急輸送車両 

４ 原災法又は国民保護法に基づく緊急通行車両 

５ 原災法又は国民保護法に基づく規制除外車両 

(ｵ) 16桁の数字のうち左から 12桁～16桁目５桁の一連番号とする。 

なお、一連番号は年度ごとに付すこととする。 

イ証明書 

(ｱ) 交付番号欄 

標章に記入した交付番号と同一の番号を記入する。 

(ｲ) 「車両の用途」欄 

原則として２(1)に掲げる事項のうち、どの用途に該当するかを記載する。 

(ｳ) 「活動地域」欄 

緊急通行車両であることの確認を受ける車両が、災害応急対策を実施するための活動が見込まれる地

方名や都道府県名等の地域を記載する。 

なお、災害発生前の申出において、指定行政機関等の規模や、担っている災害応急対策の種類等に鑑

みて、国内のどこにでも災害応急対策にあたることが見込まれる場合は、「全国一円」などと幅広く

記載することを可能とする。 

(ｴ) 「備考」欄 

当該証明書が災対法施行令に基づく緊急通行車両であることを記載する。 

(4) 原災法施行令又は国民保護法施行令に基づく緊急通行車両であることの確認を同時に申出を受け

た場合等の取扱い 

災対法施行令に基づく緊急通行車両であることの確認、原災法施行令第８条第２項の規定により読み

替えて適用される災対法施行令第 33条第１項 
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の規定に基づく確認（以下「原災法施行令に基づく緊急通行車両であることの確認」という。）又は

国民保護法施行令第 39条の規定により、災対法施行令第 33条第１項の規定の例による確認（以下

「国民保護法施行令に基づく緊急通行車両であることの確認」という。）の申出を同時に受け、か 

つ有効期限が同じとなる場合は、証明書の「車両の用途」欄に、それぞれ該当する２(1)に掲げる事項

（災対法第 50条第１項に規定される災害応急対策、原災法第 26条第１項に規定される緊急事態応急

対策又は国民保護法第２条第３項に規定される国民の保護のための措置）のうちからどの用途に該当

するかを記載することで、交付する標章及び証明書を１通にすることができるものとする。 

また、先に災対法施行令に基づく緊急通行車両であることの確認を受けていた車両について、追加で

原災法施行令又は国民保護法に基づく緊急通行車両であることの確認の申出を受けた場合は、先に交

付した標章及び証明書の返納を求め、上記同時に申出を受けた場合の取扱いと同様に標章及び証明書

を１通にすることができるものとする。 

(5) 知事との調整 

公安委員会は、緊急通行車両であることの確認並びに標章及び証明書の記載事項変更、再交付及び返

納があった場合の取扱い等について、知事と必要な調整を図るものとする。 

４ 災害発生前における緊急通行車両であることの確認手続に係る留意事項 

(1) 申出先 

公安委員会は、災害発生前に緊急通行車両であることの確認の申出があった場合は、当該車両の使用

の本拠の位置を管轄する都道府県警察の本部又は警察署において当該確認を行うものとする。ただ

し、当該車両の使用の本拠の位置を管轄する警察署以外の警察署（同一の都道府県内に限る。）にお

いて確認することを妨げない。 

(2) 申出の際に必要な書類 

ア災対法施行規則別記様式第３の緊急通行車両確認申出書（以下「申出書」という。） 

イ添付書類 

(ｱ) 自動車検査証又は軽自動車届出済証の写し 

災対法施行規則第６条第２項第１号の規定に基づき、当該車両の自動車検査証又は軽自動車届出済証

（以下「車検証」という。）の写しを添付させるものとする。 

原動機付自転車の場合には、車検証の写しの代わりに原動機付自転車標識交付証明書の写しを添付さ

せるものとする。 

(ｲ) 災害応急対策を実施するための車両として使用されるものであることを確かめるに足りる書類 

災対法施行規則第６条第２項第２号の規定に基づき、当該車両が災害応急対策を実施するために使用

されることを示す書類を添付させるものとする。 

具体的には、防災業務計画等（当該指定行政機関等が実施する災害応急対策に当該車両が従事するこ

とが読み取れる内容）の写し（抜粋可）が考えられる。 

また、指定行政機関等との契約等により、常時指定行政機関等の活動のために使用される車両又は災

害発生時に他の関係機関・団体等から指定行政機関等が調達する計画等がある車両の場合は、上記に

加えて、契約書の写し、輸送協定書の写し、当該事業者を災害応急対策に従事させることを証した書

類等（指定行政機関等による災害応急対策に当該車両が必要であることを客観的に認められる記載が

あるもの） 

のいずれかを添付させるものとする。 

(ｳ) 災害応急対策を実施しなければならない者の車両であることを確かめるに足りる書類 

災対法施行規則第６条第２項第３号の規定に基づき、申出に係る車両が災害応急対策を実施しなけれ

ばならない者（指定行政機関等）の車両であることを確かめるに足りる書類を添付させるものとす

る。 

具体的には、指定行政機関等の責任の下で作成された災害応急対策に使用する車両のリストや、指定

行政機関等が当該車両を災害応急対策に使用することを証した書類（指定行政機関等の車両であり、

実際に災害応急対策を実施するために使用される蓋然性が極めて高いものであることが確認できるも

の）が考えられる。 

(ｴ) 留意事項 

(ｱ)～(ｳ)の各書類については、他の書類を兼ねる場合も想定される 

ことから、申出者から必要以上に添付書類の提出を求めることがないよう留意すること。 

例えば、車検証の使用者が指定行政機関等自らとなっている場合であれば、車検証の写しが(ｳ)の書類

を兼ねることから車検証の写し及び(ｲ)の書類で足りることとなる。また、１通の書類において指定行 

政機関等が災害応急対策（の一部）を車両の使用者に委ねる旨の内容及び具体的に使用する車両を示

している場合は、車検証の写し及び当該書類１通の添付で足りることとなる。 
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ウ事務の合理化 

同一の申出者から同一機会に複数台分の申出があった場合で、番号標に表示されている番号のみが異

なり、その他の申出書に記載されている 

内容が同一であるときは、申出書の「番号標に表示されている番号」欄に複数台分の番号を記載（別

紙での対応可）して申出書を１通とすることができることとする。 

その際、(ｲ)又は(ｳ)の書類について重複する内容のものは１通で足りることとし、全体として一式の

書類により複数台の申出を行うことができることとする。 

(3) 緊急通行車両等事前届出済証の交付を受けている車両の取扱い 

公安委員会は、従前の運用（令和５年８月 31日まで）に基づき緊急通行車両等事前届出済証（以下

「届出済証」という。）の交付を受けている車両の使用者から、緊急通行車両であることの確認の申

出を受けた場合には、届出済証の提示を求めて内容を確認する。申出に必要な書類は(2)に記載 

のとおりであるが、当該届出済証を受けるにあたって提出されている緊急通行車両等事前届出書の添

付書類に(2)イ(ｱ)、(ｲ)、(ｳ)に該当する内容が含まれる場合は、既に添付書類が公安委員会に提出さ

れていることから添付書類を改めて提出することは不要とすることができる。 

(4) 標章及び証明書の有効期限 

標章及び証明書の有効期限は、標章及び証明書の交付の日から起算して５年後の日とする。 

なお、指定行政機関等との契約等により常時指定行政機関等の活動のために使用される車両又は災害

発生時等に他の関係機関・団体等から指定行政機関等が調達する計画等がある車両について、指定行

政機関等の長との輸送協定書や契約書等において当該協定や契約等の満了日等が記載されている場合

であって、当該満了日等が標章及び証明書の交付の日の翌日から起算して５年未満である場合は、原

則として当該満了日等を標章及び証明書の有効期限とする。 

５ 災害発生時等における緊急通行車両であることの確認手続に係る留意事項 

災害が発生し、当該災害に係る緊急交通路を通行する緊急通行車両であることの確認を行う際の手続

に関する留意事項は、下記のとおりである。 

(1) 申出先 

公安委員会は、災害発生時等に緊急通行車両であることの確認の申出があった場合は、都道府県警察

の本部、警察署又は交通検問所において当該確認を行うものとする。この場合において、確認の申出

先は当該車両の使用の本拠の位置を管轄する都道府県警察に限られるものではないことに注意を要す

る。 

なお、交通検問所に確認の申出が集中すれば、交通渋滞の発生により緊急交通路としての機能が阻害

される恐れがあることから、公安委員会は、災害発生時等においても可能な限り都道府県警察の本部

又は警察署において緊急通行車両であることの確認を行う必要がある。 

(2) 申出の際に必要な書類 

ア申出書 

イ添付書類 

(ｱ) 自動車検査証又は軽自動車届出済証の写し 

４(2)イ(ｱ)と同様とする。 

(ｲ) 災害応急対策を実施するための車両として使用されるものであることを確かめるに足りる書類 

４(2)イ(ｲ)と同様とする。 

ウ事務の合理化 

４(2)ウと同様とする。 

(3) やむを得ない事由により添付書類を省略することができる場合 

社会通念上やむを得ない事由があると認めるときは、添付書類を省略することができることとされて

いるが、例えば、災害発生時に、指定行政機関等からの急きょの要請により災害応急対策を実施する

ための車両として使用されることとなる場合等において、指定行政機関等からの要請を受けた事実は

確認できるものの、災害応急対策を実施するための車両であることを確かめるに足りる書類を用意で

きない場合や、災害発生前に緊急通行車両であることの確認を受けていた車両が被災するなどして、

他の車両を急きょ使用せざるを得ない場合等が考えられる。なお、やむを得ない事由により添付書類

を省略した場合には、当該申出書及び証明書の備考欄にその旨を記載するものとする。 

(4) 届出済証の交付を受けている車両の取扱い 

公安委員会は、届出済証の交付を受けている車両の使用者からの緊急通行車両であることの確認の申

出を受けた場合については、既に交付されている届出済証を提示させ、届出済証の交付を受けていな

い者からの申出に優先して取り扱うものとする。 

申出に必要な書類については(2)に記載のとおりであるが、添付書類の取扱いについては４(3)と同様
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とする。 

(5) 標章及び証明書の有効期限 

４(4)と同様とする。 

６ 確認後の手続（標章及び証明書の記載事項変更、再交付及び返納） 

(1) 標章及び証明書の記載事項変更 

公安委員会は、標章及び証明書の交付後に記載事項の変更が生じた旨の申出があった場合は、交付し

た標章及び証明書とともに、災対法施行規則別記様式第６の緊急通行車両確認標章・証明書記載事項

変更届出書及び変更した事項を確かめるに足りる書類を提出させ、申出者に変更後の標章及び証明書

を交付するものとする。この場合において、緊急通行車両確認証明書交付簿の当該備考欄にはその経

緯を記載するものとする。なお、標章及び証明書の有効期限は、変更前のものを引き継ぐこととす

る。 

(2) 標章及び証明書の再交付 

公安委員会は、標章及び証明書の交付を受けた後に標章又は証明書を亡失、滅失、汚損又は破損した

旨の申出があった場合は、残存する標章又は証明書とともに災対法施行規則別記様式第７の緊急通行

車両確認標章・証明書再交付申出書を提出させ、申出者に標章及び証明書を交付するものとする。こ

の場合において、緊急通行車両確認証明書交付簿に新たに登録して交付番号を付与するとともに、亡

失等にかかる緊急通行車両確認証明書交付簿の当該備考欄にはその経緯を記載するものとする。 

なお、標章及び証明書の有効期限は、変更前のものを引き継ぐこととする。 

(3) 標章及び証明書の返納 

公安委員会は、標章及び証明書の交付を受けた後に次のいずれかについて申出を受けた場合やその事

実を把握した場合は、速やかに標章及び証明書の交付を受けた公安委員会に返納させること。 

ア災害応急対策を実施するための車両として使用されるものでなくなったとき。 

イ標章及び証明書の有効期限が到来したとき。 

ウ標章及び証明書の再交付を受けた場合において、亡失した標章及び証明書を発見し、又は回復した

とき。 

この場合において、標章及び証明書の緊急通行車両確認証明書交付簿の当該備考欄にその経緯を記載

するものとする。 

７ 交通検問所における緊急通行車両の通行手続公安委員会は、標章及び証明書の交付を受けた車両の

使用者が交通検問所に緊急交通路の通行を求めてきたときは、標章（交付番号、登録（車両）番 

号及び有効期限）を確認するとともに、証明書の提示を求めてその内容（番号標に表示されている番

号、車両の用途、活動地域、有効期限等）を確認し、現に災害応急対策を実施するため運転中の車両

であることを判断するものとする。 

その際、標章及び証明書と実際の車両の登録（車両）番号等に齟齬がないか否かを確認するととも

に、緊急交通路における通行日時、場所、台数等の把握・管理に資するため、規制除外車両と併せて

別記様式第２の緊急交通路通行車両管理簿に通行年月日時、番号標に表示されている番号、車両の使

用者氏名等を記載するものとする。 

８ 指定行政機関等に対する指導等 

公安委員会は、指定行政機関等に対して、緊急通行車両であることの確認の申出に係る確認手続、標

章及び証明書の記載事項変更、再交付及び返納の手続、標章及び証明書の一体的保管等についての指

導を行うものとする。また、公安委員会は、新規の届出済証の交付は行わないこととなるところ、既

に届出済証の交付を受けている者に対し、可能な限り災害発生前に緊急通行車両であることの確認を

受けるよう周知を図ること。 

 

第３ 災対法の規定に基づく交通規制の対象から除外する車両（規制除外車両）に係る取扱い 

１ 交通規制の対象から除外する車両の事前届出 

公安委員会は、規制除外車両のうち、大規模災害発生後速やかに緊急交通路の通行を認めることが適

切である車両については、規制除外車両であることの確認に係る事前届出を受理するものとする。 

２ 事前届出の対象とする車両 

公安委員会は、次のいずれかに該当する車両であって緊急通行車両とならないものについて、規制除

外車両の事前届出を受理するものとする。 

(1) 医師・歯科医師、医療機関等が使用する車両 

(2) 医薬品・医療機器・医療用資材等を輸送する車両 

(3) 患者等搬送用車両（特別な構造又は装置があるものに限る。） 

(4) 建設用重機、道路啓開作業用車両又は重機輸送用車両 
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５３ 

なお、災害対策に従事する自衛隊、米軍又は外交官関係の車両（以下「自衛隊車両等」という。）で

あって特別の自動車番号標（ナンバープレート）を有しているものについては、規制除外車両である

ことの標章の掲示を不要とすることから事前届出の対象としないこと。 

３ 原動機付自転車等の取扱い 

緊急通行車両と同様に原動機付自転車等を規制除外車両とすることは基本的に想定されない。ただ

し、地域性等に鑑みて規制除外車両とすることはあり得る。 

４ 規制除外車両の事前届出に関する手続 

(1) 事前届出の概要 

ア事前届出を行う者 

規制除外車両であることの事前届出を行う者は、事前届出の対象車両となる理由となった業務に使用

される車両の使用者又は管理責任者とする。 

イ事前届出先 

第２の４(1)（５ページ）と同様とする。 

また、事前届出は警察庁、都道府県又は都道府県警察が整備するシステムを使用する方法により行う

ことができる。 

ウ事前届出の際に必要な書類 

別記様式第３の規制除外車両事前届出書に加え、車検証の写し及び次のいずれかの書類の提出を受け

るものとする。なお、原動機付自転車の場合には、車検証の写しの代わりに原動機付自転車標識交付

証明書の写しを添付させるものとする。 

(ｱ) 医師若しくは歯科医師の免許状又は使用者が医療機関等であること 

を確認できる書類の写し 

(ｲ) 医薬品、医療機器、医療資材等の製造者又は販売者であることを確認できる書類の写し 

(ｳ) 患者等搬送車両（特別な構造又は装置があるものに限る。）であることを確認することができる

写真（ナンバープレート及び車両の構造又は装置が確認できるもの） 

(ｴ) 建設用重機、道路啓開作業用車両又は重機輸送用車両であることを確認することができる写真

（ナンバープレート及び車両の形状が確認できるもの） 

なお、重機輸送用車両については、建設用重機と同一の使用者による届出に限って受理することと

し、写真は重機を積載した状況のものとする。 

(2) 除外届出済証の交付等 

ア除外届出済証の交付 

公安委員会は、事前届出を受理したときは、別記様式第３の規制除外車両事前届出済証（以下「除外

届出済証」という。）を事前届出を行った者に交付するものとする。 

イ除外届出済証の再交付等 

(ｱ) 公安委員会は、除外届出済証の交付を受けた者から事前届出書の記載内容に変更が生じ、又は除

外届出済証を亡失、滅失、汚損若しくは破損した旨の申出があった場合は、除外届出済証の再交付を

行うものとする。この場合においては、除外届出済証に「再」と朱書きするものとする。 

(ｲ) 除外届出済証の返納 

公安委員会は、除外届出済証の交付を受けた者から、当該車両が規制除外車両として使用されるもの

でなくなったとの申出を受けた場合やその事実を把握した場合は、速やかに除外届出済証を返納させ

ること。 

ウ事前届出の処理経過 

公安委員会は、別記様式第４の規制除外車両事前届出受理簿（届出済証交付簿）を備え付け、事前届

出の受理、除外届出済証の交付等の事務処理経過を明らかにしておくこと。 

エ事前届出をした者等に対する指導等 

公安委員会は、規制除外車両であることの確認に係る事前届出をした者等に対して、事前届出が行わ

れた車両の確認要領、除外届出済証の再交付及び返納の手続、除外届出済証の自動車検査証との一体

的保管等についての指導を行うものとする。 

５ 災害発生時等における事前届出車両の確認 

(1) 申出先については、第２の５(1)（７ページ）と同様とする。 

(2) 公安委員会は、規制除外車両であることの確認に当たっては、当該車両の使用者に、既に交付さ

れている除外届出済証を提示させるとともに、別記様式第５の規制除外車両確認申出書（以下「除外

申出書」という。）の提出を求めた上で別記様式第６の規制除外車両確認証明書（以下「除外証 

明書」という。）に必要事項を記載させるものとする。 

(3) 公安委員会は、規制除外車両であることの確認を行った場合には、標章及び除外証明書を交付す
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るものとし、標章及び除外証明書の記載事項については、第２の３(3)（３ページ～４ページ）と同様

とするが、除外証明書の「車両の用途」欄については、原則として２に掲げる車両の用途から該当す

る内容を記載するものとする。この場合において、公安委員会は別記様式第７の規制除外車両確認証

明書交付簿を備え付け、規制除外車両であることの確認の申出の受理、除外証明書の交付の事務処理

経過を明らかにしておくこと。標章及び証明書の有効期限については、発生した災害の種類、規模、

場所等に応じて適切に設定することとなるが、別途警察庁が指示する場合を除き、交付の日から起算

して１か月後の日とする。 

(4) 公安委員会は、事前届出に基づき除外届出済証を交付された車両の使用者から、規制除外車両で

あることの確認の申出を受けた場合には、除外届出済証の交付を受けていない者からの申出に優先し

て取り扱うものとする。 

(5) 交通規制の対象から除外する災害対策に従事する自衛隊車両等であって特別の自動車番号標（ナ

ンバープレート）を有しているものについては、標章を交付する必要はないことから、確認の対象と

しないこと。 

６ 事前届出車両以外の車両に係る確認 

規制除外車両は、実際の復旧作業の状況や被災者等の生活支援の必要に応じてそれぞれ判断されるこ

ととなるので、事前届出をした車両に限られるものではない。 

(1) 第一局面（大規模災害発生直後） 

事前届出がなされた車両を含む事前届出の対象とする車両のみに対し規制除外車両であることの確認

を行う。 

確認の申出先は、第２の５(1)（７ページ）と同様とし、確認の際に必要な書類は、除外申出書及び２

(1)～(4)に応じた４(1)ウ(ｱ)～(ｴ)に掲げる書類の提出を受けるものとする。 

(2) 第二局面（交通容量は十分ではないが、第一局面で通行可能な車両以外の車両の通行も可能とな

った局面） 

順次、規制除外車両の範囲を拡大し、規制除外車両の確認を行う。これらの規制除外車両に対しても

除外申出書及び規制除外車両に該当することを示す書類の提出を求めた上で標章及び除外証明書を交

付することとする。 

 

第４ その他の法令に基づく緊急通行車両等の確認事務に係る取扱い 

公安委員会は、大震法施行令第 12条第１項の規定に基づく確認（以下「大震法施行令に基づく緊急輸

送車両であることの確認」という。）、原災法施行令に基づく緊急通行車両であることの確認及び国

民保護法施行令に基づく緊急通行車両であることの確認等を行う場合は、第２(１ページ～10ページ

参照)及び第３（10ページ～13ページ参照）の規定に倣って行うものとする。ただし、大震法施行令

に基づく緊急輸送車両であることの確認のうち、次の事項については、その限りではない。 

１ 標章及び証明書の交付 

(1) 交付に係る処理経過 

別記様式第８の緊急輸送車両確認証明書交付簿を備え付け、大震法施行令に基づく緊急輸送車両であ

ることの確認の申出の受理、標章及び証明書の交付の事務処理経過を明らかにしておくこと。 

(2) 「輸送人員又は品名」欄 

大震法施行規則別記様式第６の緊急輸送車両確認申出書の「輸送人員又は品名」欄は、原則として大

震法第 21条第１項に規定される地震防災応急対策に係る事項のうち、どの用途に該当するかを記載し

た上で、具体的に輸送を行う人員又は品名等を記載する。 

(3) 緊急通行車両であることの確認と同時に申出を受けた場合の取扱い災害発生前における緊急通行

車両であることの確認の申出と警戒宣言が発せられる前における大震法施行令に基づく緊急輸送車両

であることの確認の申出を同時に受けた場合は、標章については双方の標章を兼ねたものとして、両

者の交付番号を併記した単一の標章を交付することとし、証明書については原則として一枚の用紙に

それぞれの様式に基づく証明書を両面で印刷したものを交付することとする。 

２ 届出済証の交付を受けている車両の取扱い 

公安委員会は、大震法第９条の警戒宣言に係る地震が発生した場合には、緊急輸送車両として届出済

証の交付を受けている車両を災対法第 76条第１項の規定に基づく緊急通行車両として届出済証の交付

を受けている車両とみなすこととする。 

３ 交通規制の対象から除外する車両に係る取扱い 

災対法の規定に基づく規制除外車両は、社会経済活動のうち大規模災害発生時に優先すべきものに使

用される車両であるところ、大震法第９条に基づく警戒宣言は、地震予知情報を受けた場合に発せら

れるものであり、警戒宣言が発せられた時点においては、災害は発生していないことから、大震法の 
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規定に基づく交通規制が行われている場合においては、規制除外車両は観念されないことに留意する

こと。したがって、第３（10ページ～13ページ参照）に記載の取扱いは行わないこと。 

 

第５ その他 

公安委員会は、緊急通行車両等の災害発生前における確認手続及び災害発生時等の車両の確認手続等

について、地方防災会議、都道府県警察のホームページ等を通じて関係機関、関係事業者等に対し、

その趣旨、対象、申出要領等の周知徹底を図るものとする。 
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【資料３】都の広域輸送基地（25 箇所）、備蓄倉庫（20 箇所）等 

 

１ 都は、都の備蓄物資を、都の備蓄倉庫（２０箇所）に保管しており、被災状況に

応じて必要な区に適切に配分できるよう計画している。 

都から国への支援物資は、都が指定する京浜トラックターミナルに対して、５区

１市（渋谷区、大田区、目黒区、品川区、世田谷区、狛江市）向けの物資が輸送さ

れ、区への支援物資は羽田クロノゲート（地域内輸送拠点第１順位）に輸送され

る。羽田クロノゲートが使用できない場合は、地域内輸送拠点第２順位に輸送され

る。 

※都の京浜トラックターミナルが使用できない場合は、状況に応じて、使用する

広域輸送基地が決定される。 

 

２ 都の広域輸送基地（トラックターミナル等）一覧表 

 

区分 番号 広域輸送基地名 所在地 管理 

陸上 

輸送 

基地 

１ 立川地域防災センター 立川市緑町 3233 
都総務局 

２ 多摩広域防災倉庫 立川市緑町 3256-5 

３ 京浜トラックターミナル 大田区平和島 2-1-1 

日本自動車ターミ

ナル 株式会社 

４ 板橋トラックターミナル 板橋区高島平 6-1-1 

５ 足立トラックターミナル 足立区入谷 6-1-1 

６ 葛西トラックターミナル 江戸川区臨海町 4-3-1 

海上 

輸送 

基地 

１ 大井食品ふ頭 大田区東海 5・6 丁目 

都港湾局 

２ 芝浦ふ頭 港区海岸 3 丁目 

３ 辰巳ふ頭 江東区辰巳 3 丁目 

４ 10 号地その 1 多目的ふ頭 江東区有明 3 丁目 

５ 
品川ふ頭（内貿） 港区港南 5 丁目 

品川区東品川 5 丁目 

６ 中央防波堤内側内貿ふ頭 江東区海の森 2 丁目 

７ 晴海ふ頭 中央区晴海 2･4･5 丁目 

８ 竹芝ふ頭 港区海岸 1 丁目 

９ 10 号地ふ頭 江東区有明 4 丁目 

10 日の出ふ頭 港区海岸 2 丁目 

11 フェリーふ頭 江東区有明 4 丁目 

12 東京国際クルーズふ頭 江東区青海 2 丁目地先 

13 大井コンテナふ頭 品川区八潮 2 丁目 

東京港埠頭株式会

社 

14 中央防波堤外側ｺﾝﾃﾅふ頭 大田区令和島 1 丁目 

15 青海コンテナふ頭 江東区青海 2 丁目 

16 
品川ふ頭（コンテナ） 港区港南 5 丁目 

品川区東品川 5 丁目 

航空 

輸送 

基地 

１ 
東京国際空港 （東京空港事務

所） 

大田区羽田空港 3-3-1 
東京航空局 

２ 東京都調布飛行場 調布市西町 290-3 
都港湾局 

３ 東京へリポート 江東区新木場 4-7-28 
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５８ 

３ 都備蓄倉庫一覧表 

 

区分 倉庫名 所在地 規模 

直営倉庫 

毛利 江東区毛利 2-1-12 1,166 ㎡ 

北烏山 世田谷区北烏山 7-2-9 先、8-1-2 先 540 ㎡ 

塩浜 江東区塩浜 2-26-13 2,023 ㎡ 

船橋 世田谷区船橋 4-41-17 1,569 ㎡ 

西新小岩 葛飾区西新小岩 2-1-10 1,096 ㎡ 

白鬚東 墨田区堤通 2-7-13、2-8-14 9,724 ㎡ 

城南大橋第二 大田区東海 3-4-1 3,497 ㎡ 

南千住 荒川区南千住 6-45-41 2,120 ㎡ 

麻布十番駅地下 都営大江戸線麻布十番駅 1,480 ㎡ 

清澄白河駅地下 都営大江戸線清澄白河駅 767 ㎡ 

兼用倉庫 

多摩広域防災倉庫 立川市緑町 3256-5 3,741 ㎡ 

立川地域防災センター 立川市緑町 3233-2 1,686 ㎡ 

都庁第二本庁舎 新宿区西新宿 2-8-1 都庁第二本庁舎 60 ㎡ 

葛飾区 葛飾区立石 5-13-1 葛飾区役所 177 ㎡ 

西多摩福祉事務所 青梅市河辺 6-4-1 青梅合同庁舎 32 ㎡ 

大島支庁 大島町元町字小清水 130 ㎡ 

三宅支庁 三宅村伊豆 642 150 ㎡ 

八丈支庁 八丈町大賀郷 40 ㎡ 

小笠原支庁 小笠原村父島字西町 50 ㎡ 

契約倉庫 ﾃﾚｺﾑｾﾝﾀｰ備蓄倉庫 江東区青海 2-5-10 2,907 ㎡ 

 計 20か所 32,955㎡ 
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５９ 

【資料４】都の備蓄物資 

 

１ 発災後の備蓄物資の供給については、発災２日目以降は都の備蓄物資、発災４日

目以降は国からの支援物資が計画されている。 

 

   ＜ 物資調達における役割分担 ＞ 

分担 発災後１日目 ２～３日目 ４日目以降 

区 〇   

都  〇 〇 

国   〇 

 

２ 都の主要な備蓄物資 
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６０ 

【資料５】大震災（震度６弱以上）発生時における交通統制 
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６１ 

【資料６】都の医療救護対策の現状（都地域防災計画 震災編（令和５年修正）より一

部抜粋） 

 

１ 都の取り組み 

① 東日本大震災では、津波の被害などにより多くの医療機関が損壊し、医療機能

が喪失した。一方で、全国から多くの医療支援が行われ、こうした支援を適切に

活用して医療機能を発揮することが求められた。そのため、都は、一刻も早い救

命措置等が行えるよう東京ＤＭＡＴの編成、医療救護班等の確保及び搬送体制を

整備するとともに、多くの負傷者の医療を確保するため災害拠点病院及び災害拠

点連携病院を整備してきた。 

② 災害拠点病院に災害用救急医療資器材の配備や補充用医薬品を備蓄するなど医

薬品等を確保した上、災害時の情報を共有できるよう広域災害救急医療情報シス

テム（ＥＭＩＳ）を全病院（救急診療所を含む。）に整備するなど、災害時にお

ける医療機能の確保にも努めてきた。 

③ 医療救護活動に必要な情報を集約・一元化し、迅速かつ的確な医療救護活動が

行えるよう、災害医療コーディネーター、災害時小児周産期リエゾンを配置し、

医療救護活動を統括・調整する体制を確保している。 

④ 精神保健医療ニーズに対応するため、都立病院等及び民間精神科医療機関（病

院・診療所等）との協力による医療提供体制の確保に努めるとともに、東京ＤＰ

ＡＴの整備を進めており、また、大規模災害時に保健所の指揮調整機能等を支援

するための健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）の整備も進めている。 

⑤ 発災時における検案活動の応援等に関し、関係機関と協定を締結するととも

に、火葬に関しても民間火葬場等と協定を締結している。（都内火葬場数：26 箇

所） 

 

２ 「首都直下地震等による東京の被害想定」を踏まえた課題 

首都直下地震等の大規模災害発生時に、限られた医療資源を最大限に活用するた

め、医療機関が発災直後から医療機能の継続や災害拠点病院をはじめとした医療機

関の受入体制の充実が求められている。また、医薬品や医療資器材についても、備

蓄等の方法により確実に確保するとともに、医療機能を提供するための基盤となる

事業継続計画（BCP）の策定等を促進する必要がある。 

・ 膨大な数の負傷者等に対応するため、限られた医療資源を活用できるよう都内

の医師や応援医療チームの受入及び配置等の調整機能が必要 

・ 発災当初の医療資器材等については、一定の備蓄があるが、一方で、医薬品等

の資器材の枯渇に備えた供給体制の強化が必要 

・ 災害拠点病院や救急医療機関の全てが耐震化されていない。また、災害時の医

療機関相互の情報通信手段が十分でない。 

・ 検案医等の不足が生じないよう体制の強化が必要。また、都内の火葬場のみで

対応するには、限りがある。 
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６２ 

３ 到達目標 

・ 災害医療コーディネーターを中心とした災害医療体制を強化 

・ 検視・検案体制の構築及び広域火葬体制の充実・強化 

・ 医薬品等の確保に向けて、薬剤師会や事業者と連携した供給体制の強化 

・ 全ての病院の耐震化の促進（災害拠点病院の耐震化 100％）、災害拠点病院等

の医療機能の維持及び確実な情報連絡体制の構築 

 

４ 医薬品等の支援物資を受け入れる際の基本方針 

・ 個人からの支援物資は、基本的に受け入れない。 

・ 必要に応じて国やメーカーへ支援を要請する。 

・ 都が要請した物資以外で製薬団体等から支援の申し出があった物資は、都が必

要と判断したものを受け入れる（都に事前連絡が必要）。 

・ 都は発災後、医薬品集積センターを設置し、国やメーカー、製薬団体等より提

供された支援物資を医薬品集積センターで受け入れ、仕分けをした上で区市町村

の災害薬事センター（旧称：医薬品ストックセンター）へ提供する。 

 

５ 都（保健医療局）における医療情報の収集伝達体制 

・ 東京都災害医療コーディネーターが中心となり、区市町村、東京消防庁、都医

師会、都歯科医師会及び都薬剤師会等の関係機関が連携して被害状況及び医療機

関の活動状況、他自治体からの DMAT・DPAT・医療チームの派遣状況等の情報を一

元的に収集する。 

・ 二次保健医療圏ごとに医療対策拠点を設置し、東京都地域災害医療コーディネ

ーターを中心に圏域内の被害状況や医療機関の活動状況等の情報を収集する。 

・ 収集した医療情報を区市町村等の関係機関に提供する。 

・ 各種広報媒体や報道機関等を通じた都民への広報を行う。 

・ 防災行政無線及び広域災害救急医療情報システム（EMIS）等を活用して、医療

機関から情報収集を行う。 
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６３ 

６ 都（保健医療局）における医薬品・医療資器材の備蓄整備状況 
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６４ 

（２）区の関連計画等 

【資料７】世田谷区地域防災計画 第４章 安全な交通ネットワーク及びライフライン

等の確保 第３節 具体的な取組み／第２ 応急対策 
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６５ 

【資料８】区の広域用備蓄倉庫一覧表（１６箇所） 

（令和６年１１月１日現在） 

 

※区の広域用防災倉庫の役割等 

１ 区内指定避難所等にある「避難所運営用防災倉庫」に保管しきれない備蓄物

資・器材及び都からの寄託物資（食料）を保管している。 

よって、広域用防災倉庫の物品は、発災直後に指定避難所等にできる限り速や

かに配送することが重要である。 

２ 広域用防災倉庫の平時の管理担当は、災対統括部（危機管理部災害対策課）が

行っている。災害発生時は、所在支所が管理担当となり運用する。 

［参照］地域防災計画 資料編 〔資料第 76〕広域用防災倉庫備蓄物品一覧 

地域防災計画 資料編 〔資料第 84〕広域用防災倉庫一覧 

 

  

所在支所名 広域用防災倉庫名 所在地住所 規模(㎡) 主な備蓄品 

世田谷 

１ 三軒茶屋 三軒茶屋 1-41-10 97 資器材 

２ 下馬 下馬 2-26 150 食料、資機材 

３ おなが 世田谷 4-14-32 147 都寄託物資 

北沢 

１ 桜上水 桜上水 3-17 120 食料、資機材 

２ 小田急上部 代田 3-56 15 資機材 

３ 羽根木 代田 4-38 150 食料、資機材 

玉川 

１ 玉川 玉川 1-14-1 155 都寄託物資 

２ 二子玉川公園 玉川 1-16-1 173 食料、資機材 

３ 中町・玉川 中町 4-21 136 食料、資機材 

４ 野毛 野毛 1-25 120 食料、資機材 

砧 

１ 大蔵 大蔵 4-6 150 食料、資機材 

２ 成城 成城 1-4-19 86 資器材 

３ 希望丘 船橋 4-20-1 170 食料、資機材 

烏山 

１ 粕谷 粕谷 3-1-1 70 都寄託物資 

２ 烏山 北烏山 2-3 146 食料、資機材 

３ 中央自動車道高架下 北烏山 4-2 120 食料、資機材 
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６６ 

【資料９】区の指定避難所一覧表（９６箇所） 

 

 

  

番号 管轄総合支所
拠点隊

(まちづくりセンター)
指定避難所名 住所 連絡先 想定収容人数 備考

1 世田谷 池尻 三宿小学校 三宿1-12-6 03-3411-8456 1265

2 世田谷 池尻 多聞小学校 三宿2-26-11 03-3413-2026 2270

3 世田谷 池尻 池尻小学校 池尻2-4-10 03-3424-2410 2691

4 世田谷 太子堂 太子堂小学校 太子堂5-7-4 03-3413-4621 2000

5 世田谷 太子堂 中里小学校 三軒茶屋1-4-1 03-3422-7474 1186

6 世田谷 太子堂 太子堂中学校 太子堂3-27-17 03-3413-0810 1536

7 世田谷 太子堂 三宿中学校 太子堂1-3-43 03-3413-4511 2174

8 世田谷 若林 若林小学校 若林5-27-18 03-3413-0654 1973

9 世田谷 若林 教育総合センター 若林5-38-1 03-6453-1500 363

10 世田谷 若林 三軒茶屋小学校 三軒茶屋2-42-1 03-3421-2195 1410

11 世田谷 上町 桜小学校 世田谷2-4-15 03-3420-5381 1785

12 世田谷 上町 弦巻小学校 弦巻1-9-18 03-3428-0187 1826

13 世田谷 上町 松丘小学校 弦巻3-23-12 03-3429-4278 2240

14 世田谷 上町 弦巻中学校 弦巻1-42-22 03-3428-8381 1924

15 世田谷 上町 桜木中学校 桜1-48-15 03-3420-0149 1820

16 世田谷 経堂 桜丘小学校 桜丘1-19-17 03-3429-1375 1956

17 世田谷 経堂 世田谷小学校 宮坂1-38-4 03-3420-7241 1438

18 世田谷 経堂 経堂小学校 桜上水1-23-3 03-3420-3278 2009

19 世田谷 経堂 笹原小学校 桜丘5-19-1 03-3428-8383 1797

20 世田谷 経堂 桜丘中学校 桜丘2-1-39 03-3429-6203 1956

21 世田谷 上馬 駒沢小学校 駒沢2-10-6 03-3424-0855 2193

22 世田谷 上馬 駒沢中学校 駒沢2-39-25 03-3422-7401 1997

23 世田谷 下馬 旭小学校 野沢1-4-3 03-3424-1337 1492

24 世田谷 下馬 駒繋小学校 下馬1-42-12 03-3424-0820 1378

25 世田谷 下馬 中丸小学校 野沢3-34-16 03-3424-4422 1406

26 世田谷 下馬 駒留中学校 下馬4-18-1 03-3424-3070 1947

27 北沢 梅丘 山崎小学校 梅丘3-9-1 03-3420-7341 1386

28 北沢 梅丘 さくら花見堂 代田1-13-14 03-3414-2836 1811

29 北沢 梅丘 城山小学校 梅丘2-1-11 03-3429-2047 1680

30 北沢 梅丘 世田谷中学校 梅丘3-8-1 03-3420-7173 2074

31 北沢 代沢 代沢小学校 代沢5-1-10 03-3413-4551 1772

32 北沢 代沢 富士中学校 代沢1-23-17 03-3414-5174 1695

33 北沢 新代田 下北沢小学校 大原1-4-6 03-3468-0291 1944

34 北沢 新代田
まもりやまテラス
(旧守山小学校)

代田6-21-5 03-6407-1685 603

35 北沢 新代田 代田小学校 代田4-2-3 03-3323-3761 1283

36 北沢 代沢 池之上小学校 代沢2-42-15 03-3414-5174 1078

37 北沢 北沢
北沢中学校第二
校舎（旧北沢小
学校）

北沢4-32-20 03-3411-8314 1159

38 北沢 北沢 北沢中学校 北沢5-12-3 03-3468-2501 1686

39 北沢 松原 松原小学校 松原5-43-26 03-3322-0191 1756

40 北沢 松原 梅丘中学校 松原6-5-11 03-3322-7491 1804

41 北沢 松沢 松沢小学校 赤堤4-44-22 03-3323-0441 2855

42 北沢 松沢 赤堤小学校 赤堤1-41-24 03-3323-0291 2183

43 北沢 松沢 松沢中学校 桜上水4-5-2 03-3303-7381 1828

44 北沢 松沢 緑丘中学校 桜上水3-19-12 03-3303-7332 2046

45 玉川 奥沢 奥沢小学校 奥沢3-1-1 03-3727-3535 1395

46 玉川 奥沢 東玉川小学校 奥沢1-1-1 03-3720-4211 1328

47 玉川 奥沢 奥沢中学校 奥沢1-42-1 03-3726-2561 1517

48 玉川 九品仏 八幡小学校 玉川田園調布2-17-15 03-3721-8991 2914
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６７ 

 

※避難所番号は、本計画において統一した番号として使用する。 

 例：避難所①  等 

［出所］地域防災計画 資料編 〔資料第 62〕指定避難所一覧（対象区域別編） 

  

49 玉川 九品仏 九品仏小学校 奥沢8-12-1 03-3703-0458 1367

50 玉川 等々力 尾山台小学校 尾山台3-11-1 03-3701-2183 1605

51 玉川 等々力 等々力小学校 等々力7-26-1 03-3702-2185 1560

52 玉川 等々力 玉堤小学校 玉堤2-11-1 03-3701-1536 1663

53 玉川 九品仏 八幡中学校 等々力6-4-1 03-3701-2161 1773

54 玉川 等々力 尾山台中学校 尾山台3-27-23 03-3701-1171 1765

55 玉川 上野毛 中町小学校 中町4-23-1 03-3703-0651 2572

56 玉川 上野毛 玉川小学校 中町2-29-1 03-3703-1601 2162

57 玉川 上野毛 玉川中学校 中町4-21-1 03-3701-7128 2529

58 玉川 用賀 京西小学校 用賀4-27-4 3700-1128 2076

59 玉川 二子玉川 二子玉川小学校 玉川4-6-1 03-3700-5531 2138

60 玉川 用賀 桜町小学校 用賀1-5-1 03-3703-0161 2561

61 玉川 二子玉川 瀬田小学校 瀬田2-15-1 03-3700-3345 1589

62 玉川 二子玉川 瀬田中学校 瀬田2-17-1 03-3700-6900 1563

63 玉川 用賀 用賀小学校 上用賀6-14-1 03-3428-8391 1816

64 玉川 用賀 用賀中学校 上用賀5-15-1 03-3700-5600 2113

65 玉川 深沢 東深沢小学校 深沢3-7-1 03-3703-1606 1879

66 玉川 深沢 深沢小学校 新町1-4-24 03-3428-1366 1720

67 玉川 深沢 深沢中学校 新町1-26-29 03-3703-0158 1990

68 玉川 深沢 東深沢中学校 深沢4-18-28 03-3703-0151 2278

69 砧 祖師谷 祖師谷小学校 祖師谷3-49-1 03-3482-2467 2007

70 砧 成城 明正小学校 成城3-3-1 03-3415-5591 2581

71 砧 成城 砧中学校 成城1-10-1 03-3417-2367 2332

72 砧 祖師谷 塚戸小学校 千歳台6-7-1 03-3300-5166 2532

73 砧 船橋 船橋小学校 船橋4-41-1 03-3482-2367 2749

74 砧 船橋 希望丘小学校 船橋4-9-1 03-3484-1972 1763

75 砧 船橋 千歳台小学校 千歳台4-24-1 03-3482-0335 2191

76 砧 船橋 船橋希望中学校 船橋4-20-1 03-3329-3731 2798

77 砧 船橋 希望丘複合施設 船橋6-25-1 03-6304-6750 814

78 砧 船橋 千歳丘高校 船橋3-18-1 03-3429-7271 460

79 砧 祖師谷 千歳中学校 千歳台6-15-1 03-3300-7361 2019

80 砧 砧 砧小学校 喜多見6-9-1 03-3417-4477 1493

81 砧 喜多見 砧南小学校 鎌田4-3-1 03-3417-2378 3365

82 砧 喜多見 喜多見小学校 喜多見3-11-1 03-3416-8232 2113

83 砧 喜多見 喜多見中学校 喜多見4-20-1 03-3417-4971 1549

84 砧 喜多見 砧南中学校 鎌田3-13-20 03-3417-6791 1766

85 砧 砧 山野小学校 砧6-7-1 03-3417-3322 2436

86 砧 成城 千歳小学校 成城9-6-1 03-3482-3153 2191

87 烏山 上北沢 上北沢小学校 上北沢4-22-29 03-3302-0485 1949

88 烏山 上北沢 八幡山小学校 八幡山1-14-1 03-3302-2618 1255

89 烏山 上祖師谷 芦花小学校 粕谷2-22-1 03-3303-3301 3043

90 烏山 上祖師谷 芦花中学校 粕谷2-22-2 03-3302-2571 2371

91 烏山 上祖師谷 上祖師谷中学校 上祖師谷7-10-1 03-3308-9683 1766

92 烏山 烏山 給田小学校 給田4-24-1 03-3308-5671 2540

93 烏山 上祖師谷 烏山北小学校 北烏山6-3-1 03-3300-5764 2761

94 烏山 烏山 烏山小学校 給田1-2-1 03-3300-6158 1804

95 烏山 烏山 武蔵丘小学校 北烏山1-47-11 03-3308-6722 1466

96 烏山 烏山 烏山中学校 南烏山4-26-1 03-3300-6361 1963

180625区想定収容数(合計)
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６８ 

【資料１０】区の基本備蓄物資 

 

（地域防災計画抜粋） 

１ 指定避難所用備蓄物品 

（１）食料等 

品名 数量 品名 数量 

ビスケット 348,800食 調整粉乳 2,200缶 

アルファ米 
174,400食 調整粉乳（ミルクアレルギー対

応） 
220缶 

おかゆ 62,784食 保存水（２Ｌ） 21,444本 

（２）生活必需品等 

品名 数量 品名 数量 

毛布（真空パック） 70,320枚 大容量ポータブル蓄電池 129台 

コンパクトタオル 53,250枚 給水ポリタンク 1,621個 

大人用紙おむつ 14,520枚 ポリバケツ 2,317個 

子供用紙おむつ 44,000枚 応急給水資機材 96セット 

生理用ナプキン 290,400個 延長コード 1,067本 

肌着（男性用） 21,800セット コードリール 401本 

肌着（女性用） 21,800セット リヤカー 123台 

使い捨て哺乳瓶 21,800本 救助資機材セット 96セット 

紙食器セット 159,700セット 多目的テント 192基 

ポット 194個 簡易間仕切り 194ユニット 

ボイル器セット 155組 ブルーシート 26,745枚 

カセットコンロ 535個 アルミロールマット 1,120枚 

カセットボンベ（カセットコンロ用） 3,312本 マンホールトイレ（一般用） 939組 

安全キャンドル 4,800個 マンホールトイレ（障害者用） 99組 

ＬＥＤ投光器 96台 ウェットティッシュ 145,500枚 

照明灯 1,475個 排便収納袋 307,400枚 

ＬＥＤランタン 3,091個 トイレットペーパー 5,232ロール 

強力ライト 1,269個 トイレ用脱臭剤 1,536本 

乾電池（単１） 13,300個 防犯ブザー 4,800個 

乾電池（単２） 5,080個 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援ﾎﾞｰﾄﾞ 291冊 

LED ﾗﾝﾀﾝ用乾電池（単１） 9,810個 筆談器 97個 

ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀﾒｶﾞﾎﾝ 309個 バンダナ 97枚 

ラジオ 1,031台 多言語シート 96セット 

発電機 653台 コピー用紙 97,000枚 

ガス式発電機 200台 エンジンオイル 436缶 

灯油ポリタンク 485個 ガソリン缶 3,270缶 

ソーラー蓄電器 96台 灯油缶 1,090缶 
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６９ 

品名 数量 品名 数量 

カセットボンベ（ガス式発電機用） 4,664本 マジック 194セット 

ヘルメット 1,280個 ビニール袋 48,500枚 

軍手 9,600双 ごみ袋 97,000枚 

避難所運営用ボックス 96セット トラロープ 125本 

模造紙 1,940枚 テント 80組 

初動ボックス 96セット 充電スポット運営用物品 118セット 

テント型間仕切り 11,400組 簡易ベッド 10,050台 

ダンボールベッド 1,350台 簡易間仕切り 95ユニット 

 

２ 都寄託物資 

（１）食料等 

品名 数量 品名 数量 

アルファ米（白米） 9,400食 クリームサンドビスケット 116,200食 

アルファ米（五目ご飯） 56,500食 白粥 15,600食 

アルファ米（わかめご

飯） 

56,500食 
 

 

（２）生活必需品等 

品名 数量 

毛布 1,000枚 

 

３ 帰宅困難者用物品 

  ※帰宅困難者支援施設及び広域用防災倉庫に備蓄 

（１）食料等 

品名 数量 品名 数量 

ビスケット 12,544食 保存水（500ml） 10,848本 

（２）生活必需品等 

品名 数量 品名 数量 

アルミブランケット 7,100枚 排便収納袋 7,100枚 

 

４ 福祉避難所用物品 

（１）食料等 

品名 数量 品名 数量 

ビスケット 1,000食 保存水 4,320本 

（２）生活必需品等 

品名 数量 品名 数量 

紙おむつ 1,800枚 尿取りパッド 4,500枚 

エアーマット 1,500枚 ウェットティッシュ 30,000枚 
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７０ 

【資料１１】避難所運営用防災倉庫備蓄物品一覧（標準版） 

（地域防災計画抜粋） 

避難所運営用防災倉庫備蓄物品一覧（標準版） 

種
別 

品名 規格 定数 単位 

食
料
等 

ビスケット １箱 128食 3,200 食 

アルファ米 １箱 50食 1,600 食 

おかゆ １箱 24食 576 缶 

調整粉乳 ミルク 20 缶 

調整粉乳 ミルクアレルギー対応 2 缶 

保存水 ２Lペットボトル 174 本 

生
活
必
需
品
等 

毛布（真空パック） 
アクリル 

500 枚 
マイクロファイバー 

コンパクトタオル  500 枚 

大人用紙オムツ ＭＬサイズ 120 枚 

子供用紙オムツ 

Ｓサイズ 164 

枚 Ｍサイズ 128 

Ｌサイズ 108 

生理用ナプキン   2,400 枚 

肌着（男性用）   200 セット 

肌着（女性用）   200 セット 

使い捨て哺乳瓶  200 本 

紙食器セット お椀、割り箸、紙コップ 1,000 セット 

ポット 調整粉乳保温用 2 台 

ボイル器セット 
ボイル器、バーナー、鍋、蓋、ペール

缶 
1 組 

カセットコンロ 風防付 5 台 

カセットボンベ カセットコンロ用 30 本 

安全キャンドル   50 個 

ＬＥＤ投光器  1 台 

照明灯   10 個 

ＬＥＤランタン   30 個 

強力ライト   10 個 

乾電池 
単１ 100 

個 
単２ 40 

LEDランタン用乾電池 単１ 90 個 

トランジスタメガホン サイレン付 2 個 

ラジオ ３バンド 10 台 

発電機 
2300W インバータ付 1 台 

1500W 5 台 

ガス式発電機 900W 2 台 

81



７１ 

種
別 

品名 規格 定数 単位 

エンジンオイル １L 4 缶 

生
活
必
需
品
等 

ガソリン缶 １L 30 缶 

灯油缶 １L 10 缶 

カセットボンベ ガス式発電機用 46 本 

ソーラー蓄電器 蓄電容量 600Wh 1 台 

大容量ポータブル蓄電池 
蓄電池本体（蓄電容量 3000Wh）、充電

用ソーラーパネル、USB充電ポート等 
1 台 

給水ポリタンク 20L 15 個 

灯油ポリタンク  5 個 

ポリバケツ フタ付き 20L 20 個 

応急給水資機材   1 セット 

延長コード 10m 6 本 

コードリール 30m 3 巻 

リヤカー 担架付き 1 台 

救助資機材セット ハンマー、バール等 1 セット 

多目的テント プライベートルーム 2 基 

簡易間仕切り プラスチック 2 ユニット 

ブルーシート ２間×３間 250 枚 

アルミロールマット 200×100×８ミリ 10 枚 

マンホールトイレ 

(一般用） 
道路・学校マンホール兼用 9 組 

マンホールトイレ 

(障害者用） 
道路・学校マンホール兼用 1 組 

ウェットティッシュ 1パック 30枚 1,500 枚 

排便収納袋   3,000 枚 

トイレットペーパー   48 ロール 

トイレ用脱臭剤   16 本 

応急救急セット 資料第 51参照 1 セット 

感染症対策セット 資料第 64参照 1 セット 

防犯ブザー LEDライト付 50 個 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援ﾎﾞｰﾄﾞ 聴覚障害者・支援者用 3 冊 

筆談器 聴覚障害者・支援者用 1 個 

バンダナ 聴覚障害者・支援者用 1 枚 

多言語シート   1 セット 

コピー用紙 
Ａ３ 500 枚 

Ａ４ 500 枚 

模造紙   20 枚 

マジック ８色セット 2 セット 

ビニール袋 26cm×36cm 500 枚 

ごみ袋 黒７０Ｌ 500 枚 
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７２ 

種
別 

品名 規格 定数 単位 

白７０Ｌ 500 枚 

生
活
必
需
品
等 

トラロープ ９ｍｍ200ｍ巻 1 本 

軍手   100 双 

ヘルメット ＭＰ型 10 個 

避難所運営用ボックス 腕章、立入禁止テープ、老眼鏡等 1 セット 

充電スポット用物品  1 セット 

初動ボックス  1 セット 

 

【参考】区立小・中学校では、避難所運営用とは別に、帰宅困難児童・生徒用及び災

害対策業務従事教職員用の備蓄物品を保管している。 

 

（１）帰宅困難児童・生徒用備蓄物品 

  大規模災害に伴い一時的に帰宅困難な状況が発生した際に、保護者が引き取りに

来るまでの間に必要な備蓄物品 

①児童・生徒概ね１人あたり１食分のビスケット 

 ②児童・生徒概ね１人あたり２リットルの飲料水 

 ③食物アレルギーを有する児童・生徒概ね１人あたり２食分のアルファ化米 

 ④児童・生徒概ね１人あたり１枚のアルミブランケット 

 

（２）災害対策業務従事教職員用備蓄物品 

  大規模地震等が発生した際に、教職員が学校防災計画に基づき災害対策業務に従

事する際に必要な備蓄物品 

 ①教職員概ね１人あたり３日分（９食分）のビスケット 

 ②教職員概ね１人あたり３日分（９リットル）の飲料水 
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７３ 

【資料１２】車両の調達及び配車要領 

※災対物資管理部震災時職員行動マニュアル（Ｐ２１０） 

 

車両の調達及び配車要領 

 

１ 調達 

（１）経理課で保有している第２庁舎地下駐車場の乗用車、貨物自動車等にて緊急対応を行う。また、 

 災害時には交通規制が行われるので、可能な限り緊急通行車両等の事前届を行っておくこととす 

る。 

（２）不足車両は、区と災害時協力協定を締結している民間協力団体から調達する。 

（３）所要車両が調達不能の場合は、都財務局に対し調達の斡旋を要請する。 

（４）災害時の交通規制、その他災害の状況に応じ車両の使用が出来ない場合等、必要によりバイク、 

自転車等を活用する。 

 

２ 民間協力団体からの自転車等の調達 

区において必要とする自転車等が不足した場合は、車両班において台数､引渡し場所等を取りまと

め、区と災害時協力協定を締結している民間協力団体から調達し、集中管理する。団体との連絡調整

は災対道路・土木担当部で行う。 

 

３ 配車計画 

（１）配車にあたっては優先順位を定め、それに基づき配車する。 

＜優先順位＞ 

① 重症患者や医療品、救出資機材等の搬送（区民の生命にかかる重大な案件） 

② 食糧、物資、応急復旧資機材等の運送等の緊急用務 

※ 経理課で保有する車両のうち、２台は災対物資管理部用として使用し、地域内輸送拠点へ 

の移動手段等で活用するものとする。 

 

（２）車両班において、災害対策に必要な車両の調達及び配車の総合調整を行う。 

 

（３）配車手続き 

① 地域本部においては、地域本部に所属する庁有車より配車を行う。 

② 各部において緊急輸送車両を必要とするときは、使用目的、車種、トン数､台数、引渡し場所、

  

日時を明示のうえ、車両班に請求する。なお、運転手は要請所管で確保すること。 

③ 車両班は、経理課で保有する庁有車のほか、供給先から調達した車両を優先順位に基づき災対 

各部へ引き渡す。 

④ 車両班は､供給先から調達した車両の、交通規制「除外」手続きを行う。 

 

４ 車両の待機 

緊急輸送業務が断続的に発生すると予測される場合は、車両班はその状況に応じ、調達できる範囲

  

内で車両を待機させておくことが出来る。 

 

５ 消防機関が災害活動上必要と認める場合は原則として災害現場、又はその付近の車両を活用するが､ 

これにより難い場合は、調達計画に基づき調達する。さらに不足する場合は、区災対本部を通じ関係 

機関に要請する。 
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７４ 

【資料１３】応急物資の優先供給に関するマニュアル(世田谷区商店街連合会） 

※出典：災対物資管理部震災時職員行動マニュアル（Ｐ２０７） 

 

 

災害時における応急物資の優先供給に関するマニュアル 

（世田谷区商店街連合会） 

 

 

１ 協力協定の趣旨 

災害時において、世田谷区（以下「区」という）が行う応急物資の調達業務に関し、世田谷区商店

  

街連合会（以下「世商連」という）に所属する店舗からの応急物資の優先供給に係る協力をもって、 

災害応急対策の充実及び被災住民の生活の安定と安心を図る。 

 

２ 応急物資供給の要請 

区は、災害時の応急対策活動において、緊急に物資を調達する必要があるときは、世商連に対し、 

応急物資の供給（運搬を含む。）を要請する。 

要請は文書により行うものとするが、これによりがたいときは、口頭で要請し、その後速やかに文

  

書を提出する。 

 

３ 応急物資提供の流れ 

災害時における応急物資供給フロー図は、以下のとおり。 

なお、応急物資は、区が指定した運搬場所において、区が品目、数量等を確認の上、受け取るもの

   

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 報告 

世商連は、区の要請に基づき応急物資の優先供給に協力したときは、供給を行った品目、数量、納 

入場所、日時等を文書により、区に報告する。 

 

５ その他 

「災害時における応急物資の優先供給等に関する協定書」による。 

※次ページの災対物資管理部震災時職員行動マニュアル（Ｐ２１５）の「調達班の活動フロー」を

参照 
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７５ 

【調達班の活動フロー】 

 

※災対物資管理部震災時職員行動マニュアル（Ｐ２１５） 
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７６ 

（３）協定 

 

【資料１４】ヤマト運輸との災害時における輸送業務等の協力に関する協定 

 

 

災害時における輸送業務等の協力に関する協定 

 

 

世田谷区（以下「甲」という。）及びヤマト運輸株式会社（以下「乙」という。）は、大規模な風

水害、地震その他の災害が世田谷区内で発生し、若しくは発生するおそれのある場合又は他の区市町

村内で災害が発生し、物資等の供給応援を実施する必要が生じた場合(以下「災害時」という。)にお

ける甲の応急対策及び予防上必要な物資等の緊急輸送業務（以下「輸送業務」という。）等に対する

乙の協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲が災害時に行う輸送業務等に対する乙の協力に関し、基本的な事項を定める

ことを目的とする。 

（協力内容） 

第２条 甲は、災害時に乙の協力が必要と認めるときは、次に掲げる事項について乙に要請する。 

（１）輸送業務及び輸送業務における物資等の管理 

（２）乙が把握している道路状況、倒壊建物等に関する情報の甲の災害対策本部への提供 

（３）帰宅困難者等に対する支援 

２ 乙は、前項の規定による要請があったときは、可能な範囲内で甲に協力するよう努めるものとす

る。 

（協力要請） 

第３条 前条第１項の規定による要請は、理由、内容その他の必要事項を明らかにした書面をもって 

行うものとし、その手続は、甲の財務部長が担当する。ただし、書面をもって要請することができ 

ないときは、口頭で要請し、事後速やかに書面を送付するものとする。 

（報告） 

第４条 乙は、甲から要請を受けた輸送業務等を行ったときは、甲に対し、口頭又は電話等により次 

に掲げる事項を報告し、後日、別に定める様式の文書を提出する。 

（１）実施日 

（２）実施内容 

（３）使用した車両、施設、資機材等 

（４）この協定に基づく協力に要した経費 

（５）その他の必要な事項 

（費用負担） 

第５条 甲は、この協定に基づいて乙が行った輸送業務等に係る費用を負担する。 

（費用の決定） 

第６条 前条の費用は、法令等に定めがあるものを除くほか、乙の施設及び資機材の使用料に関して 

は時価相場相当、荷役作業に関しては関わる人員の日当費相当、輸送料に関しては実勢相場相当又 

は国土交通省届出料金を基準として算出するものし、その詳細は甲及び乙が協議して決定するもの 

とする。 

（費用の請求） 

第７条 乙は、第５条の費用を集計し、甲に請求する。 

（費用の支払い） 

第８条 甲は、前条の規定による費用の請求があった場合は、速やかに乙に支払うものとし、支払方 

法等は別途甲及び乙が協議して決定するものする。 

（防災活動への協力） 
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７７ 

第９条 甲及び乙は、平常時における防災活動の推進に対し、次に掲げる事項等について、可能な範 

囲内で相互に協力するよう努めるものとする。 

（１）防災啓発事業 

（２）防災訓練等への参加 

（３）輸送業務等についての甲への助言 

（４）その他の防災活動 

 

 

（協定実施の円滑化） 

第１０条 甲及び乙は、この協定に基づく協力が円滑に行なわれるよう、次に定めるところより相互 

の連携を図るものとする。 

（１）甲及び乙は、前条に規定する防災訓練等に乙の参加を要請することができる。この場合におい 

て、甲及び乙は、可能な範囲内で当該防災訓練等に参加するよう努めるものとする。 

（２）甲及び乙は、この協定の実効性を高めるため、必要に応じて協議するよう努めるものとする。 

（損害補償） 

第１１条 甲の要請に基づき、乙の従業員が、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第６２ 

 条第１項に規定する応急措置の活動に従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾病にかか 

り、又は障害の状態となったときは、水防又は応急措置の業務に従事した者の損害保障に関する条 

例（昭和４１年７月世田谷区条例第２４号）の規定によりその損害を補償するものとする。 

（実施細目） 

第１２条 この協定の実施に関し、必要な手続その他の事項は、甲及び乙が協議して決定するものと

する。 

（有効期間） 

第１３条 この協定の有効期間は、締結の日から平成２９年３月３１日までとする。ただし、当該有 

効期間の満了日の１か月前までに、甲又は乙から何らかの意思表示をしない限り、１年間延長する 

ものとし、以降も同様とする。 

２ 甲又は乙がこの協定の解除を申し出た場合は、甲及び乙は協議してこの協定を解除することがで

きる。 

（協議） 

第１４条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じたときは、甲及び乙が協議して解決するものとす 

る。 

 

以上、この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙記名押印のうえ、それぞれ１通を

保有する。 

 

 

平成２８年１１月２日 

 

東京都世田谷区世田谷四丁目２１番２７号 

甲 世田谷区 

代表者 世田谷区長 

 

 

東京都大田区羽田旭町１１番１号 

乙 ヤマト運輸株式会社 

代表者 南東京主管支店長 
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７８ 

【資料１５】一般社団法人東京都トラック協会世田谷支部との災害時における輸送業

務等の協力に関する協定 

 

 

災害時における緊急輸送業務の協力に関する協定 

 

 

世田谷区と社団法人東京都トラック協会世田谷支部 (以下 ｢世田谷支部｣ という｡) とは、大規模な

風水害・地震その他の災害（以下 ｢災害｣ という｡）が区内に発生した場合又は発生するおそれのある

場合の応急対策及び予防上に必要な緊急輸送業務に関し、次のとおり協力協定を締結します｡  

 

(総則) 

第１条 世田谷区は、区民の生命と財産を守り、区民の生活を保障することを基本的な施策とし、災

害が区内に発生した場合又は発生するおそれのある場合において世田谷区独自の計画に基づき、災

害対策に必要な人員及び物資の輸送態勢を確保するとともに協会の積極的な協力を得ることによ

り、その実現に努めます｡  

(協力) 

第２条 世田谷支部は、世田谷区内に災害が発生した場合又は発生するおそれのある場合において、

区民の生活維持に協力することを基本的な責務と考え、世田谷支部の部員（以下｢支部員｣という｡）

保有の貨物自動車をもって、世田谷区長（以下｢区長｣という｡）の要請に対して積極的に協力をいた

します。 

(協力要請) 

第３条 世田谷支部に対する区長の要請は世田谷支部の長(以下「支部長」という。)に対して行うこ

ととし、その要請手続は、総務部長が担当します｡  

２ 前項の要請に当っては、その災害現場の状況により必要な人員、車両、日時、場所等を指定して

要請するものとします。 

３ 世田谷支部は、第１項の規定により区長から要請を受けた場合は、特別の事由がない限り、支部

員をして配車に努めさせることとします。 

(活動業務) 

第４条 世田谷支部は、区長の要請により指定場所に到着した支部員について区職員の指示に従い、

輸送業務に従事させるよう努めます。 

２ 配車した車両が故障その他の理由により運行を継続できなくなったときは、世田谷支部は速やか

にその輸送業務が継続できるよう努めます。 

(経費の支払) 

第５条 輸送に要した費用の請求は、世田谷支部が輸送業務終了後世田谷区に対し、一括して行いま

す。 

２ 世田谷区は世田谷支部から請求された輸送に要した費用を速やかに支払うものとします。 

(看板の供与) 

第６条 世田谷区は、世田谷支部に対し支部員の事務所又は店頭に掲示するための｢世田谷区災害時緊

急輸送協力員｣の看板を供与します。 

(公務災害補償) 

第７条 区長の要請により出動した支部員に人身事故が発生した場合は、｢水防又は応急措置の業務に

従事した者の損害補償に関する条例｣(昭和 41年７月世田谷区条例第 24号)の規定により、世田谷区

が補償するものとします。 

(連絡) 

第８条 支部長は、区長の要請により災害時に対応できる人員、車両台数及び連絡体制について毎年

３月と９月に区長へ連絡するものとします。 

(協議) 

第９条 この協力協定の実施に関して必要な事項及び協定以外の手続きについては、その都度世田谷

区と世田谷支部との両者が協議して定めます。 
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７９ 

 

  

(付則) 

第 10条 この協力協定は、昭和 55年２月９日より効力を有します。 

 

この協力協定成立を証明するため当事者記名押印のうえ、各１通を保有するものとします。 

 

 

昭和 55年２月８日 

                    

世田谷区世田谷４丁目 21 番 27 号  

世田谷区  

代表者 世田谷区長  

 

世田谷区上馬５丁目 40 番 12 号  

社団法人 東京都トラック協会世田谷支部  

代表者 世田谷支部長  

 

 

立会人  

世田谷区防災地域活動推進協議会  

代表者 会 長  

 

 

※ 第 3条 組織改正により、災害時の緊急輸送担当所管となる経理課が、総務部から財務部に変

更となったため、「総務部長」は「財務部長」に変更 
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８０ 

【資料１６】一般社団法人東京都トラック協会世田谷支部との災害時協力協定に基づ

く運用マニュアル 

※出典：災対物資管理部震災時職員行動マニュアル（Ｐ２０２） 

 

 

災害時協力協定に基づく運用マニュアル 

（東京都トラック協会世田谷支部） 

 

 

１ 協力協定の趣旨 

大規模な地震その他の災害が世田谷区内に発生、もしくは発生する恐れのある場合、又は他の区市 

町村で災害が発生し、物資等の供給応援を求められた場合において、世田谷区は、東京都トラック協 

会世田谷支部（以下「協会」と略す。）に対し、応急対策及び予防上必要な物資等の緊急輸送業務に 

関する協力を要請し、協会はそれに協力する。 

 

２ 輸送業務の範囲 

局地的な被災現場のほか、下記の拠点間の輸送を行う。 

・ 災害対策本部（区役所・１） 

・ 災害対策地域本部（総合支所・５） 

・ 拠点隊（出張所、まちづくりセンター・２８） 

・ 避難所（区内学校等。被害規模により開設を拡大） 

・ 地域内輸送拠点（羽田クロノゲート）※ 

・ 調達物資集積地（区民会館・５） 

・ 義援物資集積地（区内協定大学・９） 

・ 防災倉庫（１６） 

 

３ 平常時の連携 

協会は少なくとも年に一回、災害時に対応できる人員、車両台数及び連絡体制を区に報告し、災害 

時の連絡方法の確認をする。 

 

４ 災害発生時の協力依頼の方法 

（１）基本的な連絡経路 

Ａ：電話等通信手段が確保されている場合 

①災対物資管理部（区財務部）から、支部長に対し次の内容で依頼する。 

・ 車両台数 

・ 時間（期間）及び輸送物資 

・ 参集場所及び輸送場所 

・ その他必要事項 

②依頼を受けた支部長は、依頼内容に対応できる支部員である事業所長に指示する。 

③事業所長は、従事員に出動を指示する。 

④出動する従事員は指示に基づき、指定場所から指定場所に物資・資器材を搬送する。 

⑤状況により、区は直接事業所長に依頼する場合がある。 

Ｂ：電話等通信手段が確保されない場合 

・ 事業所長は災害時の地域の本部となる総合支所に連絡員を派遣する。地域本部長は、災対 

物資管理部と連絡をとり、派遣された連絡員に具体的な指示を行う。 
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８１ 
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８２ 

【資料１７】赤帽首都圏軽自動車運送協同組合との災害時における輸送業務等の協力

に関する協定 

 

 

災害時における緊急輸送業務の協力に関する協定書 

 

 

世田谷区(以下「甲」という。)と赤帽首都圏軽自動車運送協同組合城西支部（以下「乙」とい

う。）は、大規模な地震その他の災害が世田谷区内に発生し、若しくは発生するおそれのある場合又

は他の区市町村で災害が発生し、物資等の供給応援を求められた場合(以下「災害時」という。)にお

ける甲の応急対策及び予防上必要な物資等の緊急輸送業務（以下「輸送業務」という。）に関する乙

の協力について、次のとおり協定を締結する。  

 

（目的）  

第１条 この協定は、甲が災害時に行う輸送業務に対する乙の協力に関し、基本的な事項を定めること

を目的とする。  

（協力）  

第２条 甲は、災害時に、輸送業務の実施の必要があると認めたときは、乙に対し乙の組合員による物

資等の輸送について協力を要請するものとする。この場合において、乙の組合員は、甲の指示に従

い、輸送業務に従事するものとする。  

（要請手続）  

第３条 乙に対する甲の前条の規定による要請は、次に掲げる事項を明らかにした書面をもって行うも

のとする。ただし、書面をもって要請することができないときは、口頭で要請し、事後速やかに書面

を送達するものとする。  

（１） 要請理由  

（２） 要請車両台数  

（３） 要請期間及び輸送物資  

（４） 参集場所及び輸送場所  

（５） その他必要事項  

２ 乙は、前項の規定にかかわらず、世田谷区内に大規模な災害が発生したことを知ったときは、乙の

組合員をあらかじめ指定された世田谷区内の輸送拠点に参集させるものとする。  

（費用負担）  

第４条 甲は、乙が輸送業務に要した費用について、乙の通常価格により算出した額を請求に基づき、

予算の範囲内で負担するものとする。  

（損害補償）  

第５条 甲の要請に基づき、乙の組合員が、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第６２条第

１項に規定する応急措置の活動に従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は

障害の状態となったときは、水防又は応急措置の業務に従事した者の損害保障に関する条例（昭和４

１年７月世田谷区条例第２４号）の規定によりその損害を補償するものとする。  

（提供可能車両等の報告）  

第６条 乙は、甲に対し、毎年 1 回組合員名簿及び車両台数等を報告するものとする。  

（有効期間）  

第７条 この協定の有効期間は平成１６年１０月７日から平成１７年３月３１日までとする。ただし、

期間満了の１月前までに甲又は乙から解約の申出がないときは、なお１年間効力を有するものとし、

以後同様とする。  
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８３ 

（協議）  

第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関する疑義が生じた場合は、甲乙協議の上、定める

ものとする。  

 

この協定の成立を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有す

る。  

 

 

平成１６年１０月７日  

世田谷区世田谷四丁目２１番２７号  

甲 世田谷区  

代表者 世田谷区長  

  

 

新宿区内藤町１丁目 9 番  

乙 赤帽首都圏軽自動車運送協同組合城西支部  

代表者 支部長 
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８４ 

【資料１８】赤帽首都圏軽自動車運送協同組合との災害時における輸送業務等の協力

に関する協定に基づく運用マニュアル 

※出典：災対物資管理部震災時職員行動マニュアル（Ｐ２０４） 

 

 

災害時協力協定に基づく運用マニュアル 

（赤帽首都圏軽自動車運送協同組合城西支部） 

 

 

１ 協力協定の趣旨 

大規模な地震その他の災害が世田谷区内に発生、もしくは発生する恐れのある場合、又は他の区市 

町村で災害が発生し、物資等の供給応援を求められた場合において、世田谷区は、赤帽首都圏軽自動 

車運送協同組合城西支部（以下「組合」と略す。）に対し、応急対策及び予防上必要な物資等の緊急 

輸送業務に関する協力を要請し、組合はそれに協力する。 

 

２ 輸送業務の範囲 

局地的な被災現場のほか、下記の拠点間の輸送を行う。 

・ 災害対策本部（区役所・１） 

・ 災害対策地域本部（総合支所・５） 

・ 拠点隊（出張所、まちづくりセンター・２７） 

・ 避難所（区内学校等、被害規模により開設を拡大） 

・ 調達物資集積地（区民会館・５） 

・ 義援物資集積地（区内協定大学・７） 

・ 防災倉庫（１２） 

 

３ 平常時の連携 

・ 組合は年に一回、組合員名簿及び車両台数等を区に報告し、災害時の連絡方法を確認する。 

・組合は、区内における５地域を単位とした班体制を構成する。 

 

４ 災害発生時の協力依頼の方法 

（１）基本的な連絡経路 

Ａ：電話等により連絡ができる場合 

①支部長は、緊急輸送業務にあたることのできる、車両数、期間を確認する。 

②財務部（緊急輸送の担当部）より、支部長と調整し、具体的内容を依頼する。 

・ 車両台数 

・ 従事期間 

・ 集荷場所 

・ その他必要事項 

③依頼を受けた支部長は、依頼内容に対応できる体制を各班長に指示する。 

④班長は同様に、各組合員に指示する。 

⑤組合員は指示に基づき、集荷場所へ参集し、搬送物資の内容、数量、搬送先を確認し物資・資 

器材を搬送する。 

⑥状況により、区は直接班長に依頼する場合がある。 

Ｂ：電話等による連絡ができない場合 

・ 組合員は災害時の地域本部となる総合支所に自主参集する。地域本部長は、災対物資管理

  

部と連絡をとり、具体的な指示を行う。 
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８５ 
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８６ 

【資料１９】世田谷リサイクル協同組合との災害時における緊急輸送業務の協力に関

する協定 

 

 

災害時における緊急輸送業務の協力に関する協定書 

 

 

 世田谷区(以下「甲」という。)と世田谷リサイクル協同組合（以下「乙」という。）は、大規模な

風水害・地震その他の災害が世田谷区内に発生し、若しくは発生するおそれのある場合又は他の区市

町村で災害が発生し、物資等の供給応援を求められた場合(以下「災害時」という。)における甲の応

急対策及び予防上必要な物資等の緊急輸送業務（以下「輸送業務」という。）に関する乙の協力につ

いて、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲が災害時に行う輸送業務に対する乙の協力に関し、基本的な事項を定めるこ

とを目的とする。 

（協力） 

第２条 甲は、災害時に、輸送業務の実施の必要があると認めたときは、乙に対し乙の組合員による

物資等の輸送について協力を要請するものとする。この場合において、乙の組合員は、甲の指示に従

い、輸送業務に従事するものとする。 

（要請手続） 

第３条 乙に対する甲の前条の規定による要請は、次に掲げる事項を明らかにした書面をもって行う

ものとし、その要請手続は、財務部長が担当する。ただし、書面をもって要請することができないと

きは、口頭で要請し、事後速やかに書面を送達するものとする。 

（１）要請理由 

（２）要請車両台数 

（３）要請期間及び輸送物資 

（４）参集場所及び輸送場所 

（５）その他必要事項 

（費用負担） 

第４条 甲は、乙が輸送業務に要した費用について、乙の通常価格により算出した額を請求に基づ

き、予算の範囲内で負担するものとする。 

（損害補償） 

第５条 甲の要請に基づき、乙の組合員が、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第６２条

第１項に規定する応急措置の活動に従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又

は障害の状態となったときは、水防又は応急措置の業務に従事した者の損害保障に関する条例（昭和

４１年７月世田谷区条例第２４号）の規定によりその損害を補償するものとする。 

（提供可能車両等の報告） 

第６条 乙は、甲に対し、毎年 1回組合員名簿及び車両台数等を報告するものとする。 

（有効期間） 

第７条 この協定の有効期間は平成２８年１月２７日から平成２９年３月３１日までとする。ただ

し、期間満了の１月前までに甲又は乙から解約の申出がないときは、なお１年間効力を有するものと

し、以後同様とする。 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関する疑義が生じた場合は、甲乙協議の上、定め

るものとする。 

この協定の成立を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有す

る。 
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８７ 

 

 

平成２８年１月２７日 

 

 

                    世田谷区世田谷四丁目２１番２７号 

                  甲 世田谷区 

                    代表者 世田谷区長   

 

                

                    世田谷区世田谷四丁目２番１５号  

乙 世田谷リサイクル協同組合 

                    代表者 理 事 長   
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８８ 

【資料２０】学校法人国士館との災害時における協力等に関する協定 

 

 

災害時における協力体制に関する協定書 

 

 

世田谷区（以下「甲」という。）と学校法人国士舘（以下「乙」という。）とは、世田谷区内に災

害が発生した場合に、区民、在学在勤者等の安全確保、生活復興等の応急対策を迅速に推進するた

め、災害発生時の協力に関し、次のとおり基本協定を締結する。  

 

(目的)  

第１条 この協定は、世田谷区内において大規模な災害が発生した場合における区民等の安全確保を図

るために執る甲及び乙の協力体制について、必要な事項を定めることを目的とする。  

(協力要請)  

第２条 甲は、乙に前条に規定する協力を要請する場合は、あらかじめ指定した甲乙双方の職員を通じ

て行うものとする。  

(協力)  

第３条 乙は、甲から前条の規定による協力の要請を受けた場合は、協定の内容に従い、可能な限り協

力に努めるものとする。ただし、真にやむを得ない事情により、当該協力の要請に応じられない場合

は、この限りではない。  

(協力内容)  

第４条 前条に規定する協力の内容は、次のとおりとする。  

（１）区民等の安全確保のため、乙の指定する施設の一時的避難施設としての提供及び設備を使用さ

せること(甲が地域防災計画においてあらかじめ規定する避難所等への避難が災害状況及び天候等によ

り困難な場合の二次的施設としての使用に限る。)  

（２）物資集積及び配送拠点並びに仕分けに必要な場所及び施設の提供  

（３）乙の施設に収容した被災者に対する応急医療資材及び備蓄資機材の提供(提供できる資機材等を

有しない場合を除く。)  

（４）甲の施設が使用不可能な場合、区の災害対策組織への施設提供  

（５）甲から派遣要請のあった被災場所及び避難場所等への学生・教職員ボランティアの派遣  

（６）その他の協力要請事項  

(施設提供期間)  

第５条 前条第１号に規定する避難施設としての提供期間は、原則として災害発生直後の２週間を目処

として被災者が自宅に帰宅又は甲が指定する施設に移動するまでの間とする。 

ただし、災害の状況等によりこれを超えて使用する場合は、甲及び乙の協議により決定する。  

(経費の負担)  

第６条 第４条に規定する協力に要する経費の負担者及びその額は次のとおりとする。  

(１)第４条第１号から第６号の施設に係る使用料及び賃借料は、無償とする。  

(２)第４条第２号から第６号までの協力に係る経費の負担者及びその額は、法令等に定めがある場合

を除き、その都度、甲及び乙が協議して定めるものとする。  

(損害補償)  

第７条 甲は、甲の要請に基づき乙の学生及び教職員が、災害対策基本法(昭和３６年法律第２２３号)

第６２条第１項に規定する応急措置の活動に従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは病気にか

かったとき又は当該活動に従事したことによる負傷若しくは病気により死亡し、若しくは障害の状態

となったときは、水防又は応急措置の業務に従事した者の損害補償に関する条例（昭和４１年７月世

田谷区条例第２４号）の規定に基づきその損害を補償するものとする。  

(実施細目)  

第８条 この協定の実施に必要な事項については、実施細目に定める。  

(協議)  

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、甲乙協議の上決定するも

のとする。  
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８９ 

 

（有効期間）  

第１０条 この協定の有効期間は、この協定の締結の日より１年間とする。ただし、有効期間満了の日

の１箇月前までに、甲乙いずれからも書面による申出がないときは、有効期間は、同一の内容でさら

に１年間延長されるものとし、以後も同様とする。  

（その他）  

第１１条 平成２０年３月２６日甲乙間で締結した「災害時における協力体制に関する協定書」は、廃

止する。  

 

 

甲と乙は、この協定の成立を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各自その１

通を保管する。  

 

 

平成２８年７月２６日  

                    東京都世田谷区世田谷四丁目２１番２７号  

（甲） 世田谷区  

代表者 世田谷区長  

  

 

東京都世田谷区世田谷四丁目２８番１号  

（乙） 学校法人 国士舘  

代表者 理 事 長 
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９０ 

【資料２１】学校法人昭和女子大学等との災害時における協力体制に関する協定 

 

 

災害時における協力体制に関する協定書 

 

 

世田谷区（以下「甲」という。）と学校法人 昭和女子大学（以下「乙」という。）とは、世田谷区

内に災害が発生した場合に、区民、在学在勤者等の安全確保、生活復興等の応急対策を迅速に推進す

るため、災害発生時の協力に関し、次のとおり基本協定を締結する。 

 

(目的)  

第１条 この協定は、地震等の大規模災害が発生した場合に、区民、在学在勤者等(以下｢区民等｣とい

う。)の安全確保を図るために執る甲及び乙の協力体制について、必要な事項を定めることを目的とす

る。  

(協力要請)  

第２条 甲は、乙に前条に規定する協力を要請する場合は、あらかじめ指定した甲、乙双方の職員を通

じて行うものとする。  

(協力)  

第３条 乙は、甲から前条の規定による協力の要請を受けた場合は、協定の内容にしたがって可能な限

り協力に努めるものとする。ただし、真にやむを得ない事情により、当該協力の要請に応じられない

場合は、この限りではない。  

(協力内容)  

第４条 前条に規定する協力の内容は、次のとおりとする。  

（１）区民等の安全確保のため、乙の指定する大学施設の一部の一時的避難施設としての提供及び設

備の利用(甲が地域防災計画においてあらかじめ規定する避難所等への避難が、災害状況及び天候

等により、困難な場合の二次的施設としての使用に限る。)  

（２）物資集積及び配送拠点並びに仕分けに必要な場所及び施設の提供  

（３）大学施設に収容した被災者への応急医療資材及び備蓄資機材の提供(提供できる資機材等を有し

ない場合を除く。)  

（４）区の災害対策組織への施設提供  

（５）甲から派遣要請のあった被災場所及び避難場所等への学生・教職員ボランティアの派遣  

（６）その他の協力要請事項  

(施設提供期間)  

第５条 前条第１号に規定する避難施設としての提供期間は、原則として災害発生直後の初動期間（７

日間）として被災者が自宅に帰宅又は甲が指定する施設に移動するまでの間とする。ただし、災害の

状況等によりこれを超えて使用する場合は、甲及び乙の協議により決定する。  

(経費の負担)  

第６条 第４条の協力に要した経費で区長が必要と認めるものは、予算その他法令の定める手続きによ

り甲が負担するものとする。  

(損害補償)  

第７条 甲は、甲の要請に基づき乙の学生及び教職員が、災害対策基本法(昭和３６年法律第２２３号)

第６２条第１項に規定する応急措置の活動に従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは病気にか

かったとき又は当該活動に従事したことによる負傷若しくは病気により死亡し、若しくは障害の状態

となったときは、水防又は応急措置の業務に従事した者の損害補償に関する条例（昭和４１年７月世

田谷区条例第２４号）の規定に基づきその損害を補償するものとする。  

(実施細目)  

第８条 この協定の実施に必要な事項については、実施細目に定める。  

(協議)  

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、甲乙協議の上決定するも

のとする。  
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９１ 

 

（有効期間）  

第 10 条 この協定の有効期間は、この協定の締結の日より１年間とする。ただし、有効期間満了の日

の１か月前までに、甲乙いずれかからも書面による申出がないときは、有効期間は、同一の内容でさ

らに１年間延長されるものとし、以後も同様とする。 

 

甲と乙は、この協定の成立を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各自その１

通を保管する。 

 

 

平成１８年３月２２日  

東京都世田谷区世田谷四丁目２１番２７号  

（甲）世田谷区  

代表者 世田谷区長  

 

東京都世田谷区太子堂一丁目７番  

（乙）学校法人 昭和女子大学  

代表者 理 事 長  

 

 

※ 同内容の協定書を、下記の相手方とも平成 18 年 3 月 22 日付で締結している。  

 

・相手方 東京都世田谷区駒沢一丁目２３番１号    駒澤大学 代表者 学長  

・相手方 東京都世田谷区桜上水三丁目２５番４０号  日本大学文理学部 代表者 文理学部長  

・相手方 東京都世田谷区等々力六丁目３９番１５号   学校法人 産業能率大学  代表者 理事長  

・相手方 東京都世田谷区砧五丁目２番１号      日本大学商学部 代表者 商学部長  

・相手方 東京都世田谷区深沢七丁目１番１号     日本体育大学・日本体育大学女子短期大学部  

代表者 学長  

 

 

※ 同内容の協定書を下記の相手方とも平成 23 年 7 月 19 日付で締結している。  

 

・相手方 東京都世田谷区成城六丁目１番２０号    学校法人 成城学園 代表者 理事長  

 

 

※ 同内容の協定書を下記の相手方とも平成 25 年 2 月 5 日付で締結している。  

 

・ 相手方 東京都世田谷区上野毛三丁目 15 番 34 号 学校法人 多摩美術大学 代表者 学長 
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